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と　  き

日頃皆さまには、東奥信用金庫をご愛顧いただき厚く御礼申しあげます。
当金庫に対する皆さま方のご理解を深めていただくために、本年もディスクロージャー誌

「LOOK UP とうしん 2024」を作成いたしました。
本誌を通じて当金庫を一層ご理解いただき、ご信頼を賜れば幸いに存じます。

2023年度の日本経済全体の景況は、個人消費には持ち直しに足踏みがみられるものの、全体と
しては緩やかに回復しております。先行きについては、雇用・所得環境が改善する下で、各種政策の
効果もあって、緩やかな回復が続くことが期待されます。ただし、世界的な金融引締めに伴う影響や
中国経済の先行き懸念等、海外景気の下振れが我が国の景気を下押しするリスクとなっております。
また、物価上昇、中東地域をめぐる情勢、金融資本市場の変動等の影響に十分注意する必要があり
ます。さらに、令和6年能登半島地震の経済に与える影響に十分留意する必要があります。
青森県内の景気は、住宅投資は弱めの動きとなっているものの、設備投資は高水準で推移しており、

個人消費も回復しております。一方、当津軽地方に目を向けますと、新型コロナの5類移行等により景気
回復を実感する企業はコロナ禍前の水準を上回っているものの、エネルギー価格や原材料・仕入価格の
高止まりが経営の不安材料となっている様子が窺え、今後も動向を注視していく必要があります。

このような環境の中、当金庫では長期経営計画「とうしん『変革への挑戦』2021-2023」の最終
年度にあたり、金融仲介機能の発揮のみならず、広くお客さまの課題解決を徹底的に行い、地域社会
全体の成長と幸せづくりに貢献することを目指して活動してまいりました。
その結果、業務純益が4億36百万円、当期純利益は3億72百万円の業績を収めることができました。

これも偏に会員を始めとした地域の皆さまのご支援の賜物と厚く御礼申しあげます。

2024年度は、新長期経営計画（３ヵ年計画）「Step up 100th」の初年度であります。2027年度に
迎える創立100周年に向け、さらにはその先100年続く確かな基盤を確立すべく、現在を第二創業期と
位置づけ、健全なる経営と相互扶助の精神をもって、地域の繁栄と産業の育成に奉仕し、役職員
渾然一体となって、明るい職場、明るい家庭、明るい社会の建設に貢献してまいります。

今後とも一層のご理解、ご支援を賜りますよう、心からお願い申しあげます。

笑顔が紡ぐ ミライのぬくもり
東奥信用金庫

本店所在地

創立年月日

出 資 金

会 員 数

常勤役職員数

店 舗 数

〒036－8182 
青森県弘前市大字土手町81番地
TEL  0172－34－8400（代表）

昭和46年7月1日

12億46百万円

22,167人

171人

15店舗

信　　　頼 相手をよく理解し、心ふれあうコミュニケーションが信頼獲得につながります。　

自 己 啓 発 すすんでお客さまや社会に学び、知識や能力を高める自己啓発が幸せをつくりだします。

積　極　性 誇りと自信を持って何事にも積極的にチャレンジすることが進歩をもたらします。

創　造　性 仕事と生活に工夫する喜びを持つことが創造を生み出します。

時　代　性 時代の流れを敏感にとらえる感性をみがくことがセンスを養います。

未　来　性 常に夢を持って行動することが明るい未来を開きます。

あした

心のふれあい　
　それが信頼につながる

常に夢を持とう 
　それが未来を開く

自分をみがこう　
　それが幸せをつくりだす

チャレンジしよう　
　それが進歩をもたらす

工夫する喜び　
　それが創造を生み出す

時代をとらえよう　
　それがセンスを養う

ごあいさつ
東奥信用金庫の概要   （2024年3月31日現在）

「地域の繁栄と地元中小企業の育成発展を目指す」　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                         

　この経営理念は、「地域やお客さまの繁栄と地元中小企業の発展があってこそ当金庫があり、また役職員の

たゆみない努力による安定した生活があってこそ金庫がある」という共存共栄の精神のもとに、当金庫の基本

方針として確立されてまいりました。

　これからもお客さまの立場に立った経営に努め、この津軽地域になくてはならない専門的金融機関、時代を

先取りした、未来のある金庫を目指してまいります。

経営理念

　当金庫は健全なる経営と相互扶助の精神をもって、地域の繁栄と産業の育成に奉仕し、役職員渾然一体と

なって、明るい職場、明るい家庭、明るい社会の建設に貢献する。

基本方針

行動指針

2024年7月　
東奥信用金庫
理事長

とうしんがめざすもの
2 0 2 4
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●当金庫を取り巻く環境について
2023年度の日本経済全体の景況は、個人消費には持ち直しに足踏みがみられるものの、全体としては緩やかに回復

しております。先行きについては、雇用・所得環境が改善する下で、各種政策の効果もあって、緩やかな回復が続くことが

期待されます。ただし、世界的な金融引締めに伴う影響や中国経済の先行き懸念等、海外景気の下振れが我が国の景気

を下押しするリスクとなっております。また、物価上昇、中東地域をめぐる情勢、金融資本市場の変動等の影響に十分注意

する必要があります。さらに、令和6年能登半島地震の経済に与える影響に十分留意する必要があります。

青森県内の景気は、住宅投資は弱めの動きとなっているものの、設備投資は高水準で推移しており、個人消費も回復し

ております。一方、当津軽地方に目を向けますと、新型コロナの5類移行等により景気回復を実感する企業はコロナ禍前の

水準を上回っているものの、エネルギー価格や原材料・仕入価格の高止まりが経営の不安材料となっている様子が窺え、

今後も動向を注視していく必要があります。

こうした環境の中、2023年度は金融仲介機能の発揮のみならず、広くお客さまの課題解決を徹底的に行い、地域

社会全体の成長と幸せづくりに貢献することを目指して活動してまいりました。

自己資本比率（国内基準） （単位：百万円、％）

※1　自己資本額
出資金や内部留保等の合計額から控除項目分を差し引いた額

※2　リスク・アセット等
一般の貸出、住宅ローン、有価証券等保有している資産をその種類ごとに分類し、

「損失が発生する危険度に応じた掛け目」（リスク・ウェイト）を掛けたその合計額に
「オペレーショナル・リスク相当額の合計額を8％で除して得た値」を加算した額

自己資本額（Ａ）※1

リスク・アセット等（B）※2

自己資本比率（A／B×100）
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2023年度の事業の概況
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皆さまのご支援のもと、「地域指向」「お客さま

指向」の経営に努めた結果、業務純益は4億36

百万円、当期純利益は3億72百万円を計上する

ことができました。

今後も資産健全性の維持に努め、地域貢献を

第一義として努力を重ねてまいります。

当期純利益  3億72百万円

2024年3月末の信用金庫法及び金融再生法

に基づく開示債権の金額は39億47百万円で、

前期比2億19百万円減少し、不良債権比率は

5.01％から4.74％へと低下しております。

これらはいずれも担保・保証等の保全のほか、

貸し倒れに備えて貸倒引当金を積み立てている

ことから、保全率は90.52％と経営の健全性は

高く、経営に影響を及ぼすことはありません。

2024年度は、新長期経営計画（３ヵ年計画）「Step up 100th」の初年度であり、県内のみならず、日本国内の

金融環境が大きな変化を迎える中、当金庫の存在意義が改めて問われる重要な１年となります。2027年度に

迎える創立100周年に向け、さらにはその先100年続く確かな基盤を確立すべく、現在を第二創業期と位置づけ、

健全なる経営と相互扶助の精神をもって、地域の繁栄と産業の育成に奉仕し、役職員渾然一体となって、明るい

職場、明るい家庭、明るい社会の建設に貢献してまいります。

不良債権比率 4.74%

金融機関の経営の健全性を示す重要な目安と

してよく使われる指標が「自己資本比率」です。

信用金庫のように国内だけで業務を行う金融

機関の場合、この自己資本比率が４.０％以上で

あれば健全で問題のない金融機関とされてい

ます。

当金庫の2024年3月末の自己資本比率は

１３.８９％で、前期比０.１２ポイント低下しまし

たが、国内基準の４.０％を大幅に上回っており

ます。

今後も健全経営に徹し、自己資本の充実に

努めてまいります。

自己資本比率 13.89%

2024年3月末の貸出金残高は、消費マインド

の回復や住宅関連および自動車関連資金が堅調

に推移したことから、前期比2億2百万円増加し、

830億88百万円となりました。

今後も引き続き地域経済発展のため貸出金

増強を最重要施策として取り組み、地域貢献を

果たしてまいります。

貸出金残高  830億円

2024年3月末の預金残高は、新型コロナウ

イルス感染症の5類移行による個人消費の持ち

直しから、前期比11億97百万円減少し、1,818

億15百万円となりました。

今後も魅力的な商品を取り揃え、地域におけ

るシェア拡大に取り組んでまいります。

預金残高 １,818億円
●当金庫の決算概況について

●今後の方針について

事業概況
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を下押しするリスクとなっております。また、物価上昇、中東地域をめぐる情勢、金融資本市場の変動等の影響に十分注意

する必要があります。さらに、令和6年能登半島地震の経済に与える影響に十分留意する必要があります。

青森県内の景気は、住宅投資は弱めの動きとなっているものの、設備投資は高水準で推移しており、個人消費も回復し

ております。一方、当津軽地方に目を向けますと、新型コロナの5類移行等により景気回復を実感する企業はコロナ禍前の

水準を上回っているものの、エネルギー価格や原材料・仕入価格の高止まりが経営の不安材料となっている様子が窺え、

今後も動向を注視していく必要があります。

こうした環境の中、2023年度は金融仲介機能の発揮のみならず、広くお客さまの課題解決を徹底的に行い、地域

社会全体の成長と幸せづくりに貢献することを目指して活動してまいりました。

自己資本比率（国内基準） （単位：百万円、％）

※1　自己資本額
出資金や内部留保等の合計額から控除項目分を差し引いた額

※2　リスク・アセット等
一般の貸出、住宅ローン、有価証券等保有している資産をその種類ごとに分類し、

「損失が発生する危険度に応じた掛け目」（リスク・ウェイト）を掛けたその合計額に
「オペレーショナル・リスク相当額の合計額を8％で除して得た値」を加算した額

自己資本額（Ａ）※1

リスク・アセット等（B）※2

自己資本比率（A／B×100）

2023年3月末2022年3月末

10,268
73,261
14.01

10,459
75,282
13.89

10,261
71,535
14.34

2024年3月末

16.00

14.00

12.00

10.00

8.00

6.00

4.00
2024年3月末

（単位：％）

13.89

2023年3月末

14.0114.01

2022年3月末

14.3414.34

2023年度の事業の概況

（単位：百万円、％）
5,000

4,500

4,000

3,500

3,000

2,500

2,000

6.00

5.00

4.00

3.00

2.00

1.00

0.00
2024年3月末

4.74

3,947

2023年3月末

5.01

4,167

2022年3月末

4.88

3,992

皆さまのご支援のもと、「地域指向」「お客さま

指向」の経営に努めた結果、業務純益は4億36

百万円、当期純利益は3億72百万円を計上する

ことができました。

今後も資産健全性の維持に努め、地域貢献を

第一義として努力を重ねてまいります。

当期純利益  3億72百万円

2024年3月末の信用金庫法及び金融再生法

に基づく開示債権の金額は39億47百万円で、

前期比2億19百万円減少し、不良債権比率は

5.01％から4.74％へと低下しております。

これらはいずれも担保・保証等の保全のほか、

貸し倒れに備えて貸倒引当金を積み立てている

ことから、保全率は90.52％と経営の健全性は

高く、経営に影響を及ぼすことはありません。

2024年度は、新長期経営計画（３ヵ年計画）「Step up 100th」の初年度であり、県内のみならず、日本国内の

金融環境が大きな変化を迎える中、当金庫の存在意義が改めて問われる重要な１年となります。2027年度に

迎える創立100周年に向け、さらにはその先100年続く確かな基盤を確立すべく、現在を第二創業期と位置づけ、

健全なる経営と相互扶助の精神をもって、地域の繁栄と産業の育成に奉仕し、役職員渾然一体となって、明るい

職場、明るい家庭、明るい社会の建設に貢献してまいります。

不良債権比率 4.74%

金融機関の経営の健全性を示す重要な目安と

してよく使われる指標が「自己資本比率」です。

信用金庫のように国内だけで業務を行う金融

機関の場合、この自己資本比率が４.０％以上で

あれば健全で問題のない金融機関とされてい

ます。

当金庫の2024年3月末の自己資本比率は

１３.８９％で、前期比０.１２ポイント低下しまし

たが、国内基準の４.０％を大幅に上回っており

ます。

今後も健全経営に徹し、自己資本の充実に

努めてまいります。

自己資本比率 13.89%

2024年3月末の貸出金残高は、消費マインド

の回復や住宅関連および自動車関連資金が堅調

に推移したことから、前期比2億2百万円増加し、

830億88百万円となりました。

今後も引き続き地域経済発展のため貸出金

増強を最重要施策として取り組み、地域貢献を

果たしてまいります。

貸出金残高  830億円

2024年3月末の預金残高は、新型コロナウ

イルス感染症の5類移行による個人消費の持ち

直しから、前期比11億97百万円減少し、1,818

億15百万円となりました。

今後も魅力的な商品を取り揃え、地域におけ

るシェア拡大に取り組んでまいります。

預金残高 １,818億円
●当金庫の決算概況について

●今後の方針について

事業概況
2 0 2 4

（単位：百万円）
200,000

150,000

100,000

50,000

0
2024年3月末

181,815

2023年3月末

183,012

（単位：百万円）
100,000

50,000

0
2024年3月末

83,088

2023年3月末

82,886

2022年3月末

183,130

2022年3月末

81,601

600

500

400

300

200

100

0

372

562
436

2024年3月末

237

389358

2023年3月末

185

386355

2022年3月末

業務純益

当期純利益

経常利益

（単位：百万円）

不良債権額 不良債権比率

預金の推移

単体自己資本比率の推移

不良債権額・不良債権比率の推移

貸出金の推移

当期純利益等の推移
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　東奥信用金庫は国連が提唱する「持続可能な開発目標（SDGs）」の理念に賛同し、地域の課題解決および次世代に
配慮した持続可能な社会づくりの貢献に努めてまいります。

※　SDGsとは、2015年9月の国連サミットで採択された国際社会共通の目標
です。
　　「誰一人取り残さない」という理念のもと、2030年までに達成すべき17の
ゴールと169のターゲットで構成されています。

飢餓を終わらせ、食糧安全
保障及び栄養改善を実現
し、持続可能な農業を促進
する

•「農業応援ローン」「農業ローン
『津軽』」への取組み

あらゆる場所のあらゆる
形態の貧困を終わらせる

•「NHK歳末たすけあい」「NHK海
外たすけあい」への協力

あらゆる年齢のすべての
人々の健康的な生活を確
保し、福祉を促進する

•献血活動の協力
•使用済み切手収集ボランティアの
実施
•「弘前市『ひろさき健やか企業認
定制度』」「協会けんぽ『健康宣
言』」認定企業・従業員への対象融
資商品の金利優遇

すべての人に包摂的かつ
公正な質の高い教育を確
保し、生涯学習の機会を促
進する

•金融教育（マネースクール、イン
ターンシップ）の実施
•小学生野球大会の開催
•「東北・夢の桜街道」支援に伴う
「桜の絵画展」実施
•「教育ローン」「教育カードローン」
への取組み

ジェンダー平等を達成し、
すべての女性及び女児の
エンパワメント（能力強
化）を行う

•多様な働き方に対応する各種人
事制度の導入
•「子育て応援ローン」への取組み
•「弘前市『子育て応援企業認定制
度』『女性活躍推進企業認定制
度』」認定企業・従業員への対象融
資商品の金利優遇

すべての人々の、安価か
つ信頼できる持続可能な
近代的エネルギーへのア
クセスを確保する

•「マイカーローン」のエコカー金
利優遇
•本支店等のLED照明導入による
省力化
•環境対応車の導入

包摂的かつ持続可能な経
済成長及びすべての人々
の完全かつ生産的な雇用
と働きがいのある人間ら
しい雇用（ディーセント・
ワーク）を促進する

•連続休暇制度等を通じたワーク・
ライフ・バランス実現への取組み
•「あおもり働き方改革推進企業」
の認証

強靭（レジリエント）なイン
フラ構築、包摂的かつ持
続可能な産業化の促進及
びイノベーションの推進を
図る

•事業性評価に基づく融資体制
•ビジネスマッチ支援
•国、県の補助金申請の支援
•経営改善、事業再生、事業承継
支援
•キャッシュレス決済の推進

※詳しくはホームページをご覧ください。

【当金庫の取組事例】
関連するSDGs 当金庫の取組

トピックス ～地元とともに、これからも～
とうしんはこれからも、地域の皆さまとともに歩んでまいります。

包摂的で安全かつ強靭
（レジリエント）で持続可能
な都市及び人間居住を実
現する

•地域行事への積極的な参加・後援
•バリアフリー設備の整備
•「住宅ローン」「リフォームローン」
への取組み
•「こども110番」活動への参画

各国内及び各国間の不平
等を是正する

•年齢や男女を問わない人事考課
制度
•認知症サポーターの養成

持続可能な生産消費形態
を確保する

•再生トナーの利用
•ペーパーレス化への取組み
•コピー用紙使用量の削減、再生紙
利用の促進
•弘前市「エコオフィス」認定

気候変動及びその影響を
軽減するための緊急対策
を講じる

•服装の軽装化の実施
•災害復旧融資への取組み

持続可能な開発のために
海洋・海洋資源を保全し、
持続可能な形で利用する

•弘前市内土淵川の清掃活動

陸域生態系の保護、回復、
持続可能な利用の推進、
持続可能な森林の経営、
砂漠化への対処、ならびに
土地の劣化の阻止・回復及
び生物多様性の損失を回
避する

•地域の清掃活動

持続可能な開発のための
平和で包摂的な社会を促
進し、すべての人々に司法
へのアクセスを提供し、あ
らゆるレベルにおいて効
果的で説明責任のある包
摂的な制度を構築する

•特殊詐欺撲滅への取組み
•金融犯罪に関する注意喚起活動
 の実施
•マネロン・テロ資金供与対策の高度化
•リスク管理態勢の強化
•コンプライアンスの徹底
•サイバーセキュリティへの対応

持続可能な開発のための
実施手段を強化し、グロー
バル・パートナーシップを
活性化する

•会員ならびに総代との連携
•地方公共団体、商工会議所との連
 携による地方創生
•大学との連携協定の締結
•「しんきん日本海連携協定」の締結
•全国の信用金庫とのネットワーク（つ
なぐ力）を活用した観光誘致活動

関連するSDGs 当金庫の取組

当金庫では、楽天ペイメント株式会社が提供するキャッシュレス
決済サービス「楽天ペイ」に当金庫の預金口座から即時にチャージ
できるサービスを開始しております。
「楽天ペイ」に当金庫普通預金口座を登録し残高「楽天キャッシュ」へチャージをしてい
ただくことで、楽天ペイ加盟店でのお買い物（ネットショッピングを含む）などにご利用いた
だけます。
今後もお客さまの多様なニーズにお応えするため、キャッシュレス決済サービスとの連携など新しく便利な

サービスの提供に努めてまいります。

※当金庫で取り扱っているスマホ決済サービスについてはホームページをご覧ください。

●「楽天ペイ」との口座連携開始について

持続可能な社会の実現に向けた取組

SDGs・トピックス
2 0 2 4

●とうしんマネースクール in カルチュアロード

2023年9月17日（日）、本店を構える弘前市土手町で開催された
「カルチュアロード」に参加し、マネースクールを開催いたしました。
お金について楽しく学べる金融経済教育推進のコンテンツとして、
金融庁がインターネットで公表している「うんこお金ドリル（うんこ
ドリル×金融庁）」を用いて子供向けに授業を行い、200名近い方々に
ご参加いただきました。
当金庫では、今後も金融リテラシーの向上に取組んでまいります。

2023年11月20日（月）に黒石支店が温湯支店と統合して新築オープンいたしました。
新店舗は黒石市景観づくり条例に対応する形で伝統的建造物である「こみせ」をイメージした外観を
取り入れており、青森県「ふるさとあおもり景観賞」の民間建築部門の最優秀賞を受賞いたしました。
今後も歴史ある黒石市の発展に貢献すべく、これまで以上により良い環境で皆さまをお待ちしており
ますので、引き続きご愛顧賜りますよう、よろしくお願い申し上げます。

●黒石支店新築オープンについて
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　東奥信用金庫は国連が提唱する「持続可能な開発目標（SDGs）」の理念に賛同し、地域の課題解決および次世代に
配慮した持続可能な社会づくりの貢献に努めてまいります。

※　SDGsとは、2015年9月の国連サミットで採択された国際社会共通の目標
です。
　　「誰一人取り残さない」という理念のもと、2030年までに達成すべき17の
ゴールと169のターゲットで構成されています。

飢餓を終わらせ、食糧安全
保障及び栄養改善を実現
し、持続可能な農業を促進
する

•「農業応援ローン」「農業ローン
『津軽』」への取組み

あらゆる場所のあらゆる
形態の貧困を終わらせる

•「NHK歳末たすけあい」「NHK海
外たすけあい」への協力

あらゆる年齢のすべての
人々の健康的な生活を確
保し、福祉を促進する

•献血活動の協力
•使用済み切手収集ボランティアの
実施
•「弘前市『ひろさき健やか企業認
定制度』」「協会けんぽ『健康宣
言』」認定企業・従業員への対象融
資商品の金利優遇

すべての人に包摂的かつ
公正な質の高い教育を確
保し、生涯学習の機会を促
進する

•金融教育（マネースクール、イン
ターンシップ）の実施
•小学生野球大会の開催
•「東北・夢の桜街道」支援に伴う
「桜の絵画展」実施
•「教育ローン」「教育カードローン」
への取組み

ジェンダー平等を達成し、
すべての女性及び女児の
エンパワメント（能力強
化）を行う

•多様な働き方に対応する各種人
事制度の導入
•「子育て応援ローン」への取組み
•「弘前市『子育て応援企業認定制
度』『女性活躍推進企業認定制
度』」認定企業・従業員への対象融
資商品の金利優遇

すべての人々の、安価か
つ信頼できる持続可能な
近代的エネルギーへのア
クセスを確保する

•「マイカーローン」のエコカー金
利優遇
•本支店等のLED照明導入による
省力化
•環境対応車の導入

包摂的かつ持続可能な経
済成長及びすべての人々
の完全かつ生産的な雇用
と働きがいのある人間ら
しい雇用（ディーセント・
ワーク）を促進する

•連続休暇制度等を通じたワーク・
ライフ・バランス実現への取組み
•「あおもり働き方改革推進企業」
の認証

強靭（レジリエント）なイン
フラ構築、包摂的かつ持
続可能な産業化の促進及
びイノベーションの推進を
図る

•事業性評価に基づく融資体制
•ビジネスマッチ支援
•国、県の補助金申請の支援
•経営改善、事業再生、事業承継
支援
•キャッシュレス決済の推進

※詳しくはホームページをご覧ください。

【当金庫の取組事例】
関連するSDGs 当金庫の取組

トピックス ～地元とともに、これからも～
とうしんはこれからも、地域の皆さまとともに歩んでまいります。

包摂的で安全かつ強靭
（レジリエント）で持続可能
な都市及び人間居住を実
現する

•地域行事への積極的な参加・後援
•バリアフリー設備の整備
•「住宅ローン」「リフォームローン」
への取組み
•「こども110番」活動への参画

各国内及び各国間の不平
等を是正する

•年齢や男女を問わない人事考課
制度
•認知症サポーターの養成

持続可能な生産消費形態
を確保する

•再生トナーの利用
•ペーパーレス化への取組み
•コピー用紙使用量の削減、再生紙
利用の促進
•弘前市「エコオフィス」認定

気候変動及びその影響を
軽減するための緊急対策
を講じる

•服装の軽装化の実施
•災害復旧融資への取組み

持続可能な開発のために
海洋・海洋資源を保全し、
持続可能な形で利用する

•弘前市内土淵川の清掃活動

陸域生態系の保護、回復、
持続可能な利用の推進、
持続可能な森林の経営、
砂漠化への対処、ならびに
土地の劣化の阻止・回復及
び生物多様性の損失を回
避する

•地域の清掃活動

持続可能な開発のための
平和で包摂的な社会を促
進し、すべての人々に司法
へのアクセスを提供し、あ
らゆるレベルにおいて効
果的で説明責任のある包
摂的な制度を構築する

•特殊詐欺撲滅への取組み
•金融犯罪に関する注意喚起活動
 の実施
•マネロン・テロ資金供与対策の高度化
•リスク管理態勢の強化
•コンプライアンスの徹底
•サイバーセキュリティへの対応

持続可能な開発のための
実施手段を強化し、グロー
バル・パートナーシップを
活性化する

•会員ならびに総代との連携
•地方公共団体、商工会議所との連
 携による地方創生
•大学との連携協定の締結
•「しんきん日本海連携協定」の締結
•全国の信用金庫とのネットワーク（つ
なぐ力）を活用した観光誘致活動

関連するSDGs 当金庫の取組

当金庫では、楽天ペイメント株式会社が提供するキャッシュレス
決済サービス「楽天ペイ」に当金庫の預金口座から即時にチャージ
できるサービスを開始しております。
「楽天ペイ」に当金庫普通預金口座を登録し残高「楽天キャッシュ」へチャージをしてい
ただくことで、楽天ペイ加盟店でのお買い物（ネットショッピングを含む）などにご利用いた
だけます。
今後もお客さまの多様なニーズにお応えするため、キャッシュレス決済サービスとの連携など新しく便利な

サービスの提供に努めてまいります。

※当金庫で取り扱っているスマホ決済サービスについてはホームページをご覧ください。

●「楽天ペイ」との口座連携開始について

持続可能な社会の実現に向けた取組

SDGs・トピックス
2 0 2 4

●とうしんマネースクール in カルチュアロード

2023年9月17日（日）、本店を構える弘前市土手町で開催された
「カルチュアロード」に参加し、マネースクールを開催いたしました。
お金について楽しく学べる金融経済教育推進のコンテンツとして、
金融庁がインターネットで公表している「うんこお金ドリル（うんこ
ドリル×金融庁）」を用いて子供向けに授業を行い、200名近い方々に
ご参加いただきました。
当金庫では、今後も金融リテラシーの向上に取組んでまいります。

2023年11月20日（月）に黒石支店が温湯支店と統合して新築オープンいたしました。
新店舗は黒石市景観づくり条例に対応する形で伝統的建造物である「こみせ」をイメージした外観を
取り入れており、青森県「ふるさとあおもり景観賞」の民間建築部門の最優秀賞を受賞いたしました。
今後も歴史ある黒石市の発展に貢献すべく、これまで以上により良い環境で皆さまをお待ちしており
ますので、引き続きご愛顧賜りますよう、よろしくお願い申し上げます。

●黒石支店新築オープンについて
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当金庫では、中小企業や個人事業主の皆さまが抱える経営に関するあらゆるご相談を、常時受付
しております。また、より専門的なご相談には、外部機関と連携しながら対応しております。
①資金繰り支援　②創業支援　③経営改善支援　④ビジネスマッチング支援　⑤事業承継支援

設置場所

受付時間

東奥信用金庫各営業店

平　日（土・日・祝日を除く）　午前９：００～午後３：００

●経営支援体制について

　当金庫では、深刻化する地球温暖化の防止に向け、環境問題対策に積極
的に取り組んでおります。
　服装の軽装化、全店照明のLED化、紙の溶解処理化等の実施により、
2050年カーボンニュートラルの実現に向け取り組んでおります。

●地球温暖化防止への取組

当金庫では2024年4月15日（月）より、「地方税統一QRコード」納付業務のATMでの取扱いを
開始しております。今後も、窓口営業時間外でも収納可能な新型ATMを順次導入し、お客さまの利便性
向上に努めてまいります。

1.  稼働ATM（2024年6月末現在）

⑴　店舗ATM（6台）
　富田支店、黒石支店（1台）、藤崎支店、田舎館支店、浜の町支店、城東支店（1台）

⑵　店外ATM（1台）
　イオンタウン弘前樋の口

2.  取扱いについて

⑴　取扱時間
①　平　日：ATM稼働時間内
②　土日祝：ATM稼働開始時間より17時まで
※稼働時間については当金庫ホームページまたは本誌48頁をご覧ください。

⑵　払込方法
①　店舗ATM
　平　日：当金庫のキャッシュカード、現金
　土日祝：当金庫のキャッシュカード
②　店外ATM
　当金庫のキャッシュカード

3.  サービス概要

⑴　QR読取りカメラへQR納付書をかざして読み取り、納付額の払込を現金または当金庫の
キャッシュカードから行います。

⑵　読み取りした納付書はATMご利用明細票と一緒に保管してください。

※QRコードは株式会社デンソーウェーブの登録商標です。
※詳しくは当金庫ホームページまたはお近くの営業店窓口までお問い合わせください。

●ATMでの「地方税統一QRコード」納付の取扱い開始について

当金庫は、株式会社青森銀行、株式会社みちのく銀行、青い森信用金庫、青森県信用組合とともに、
「預金等の相続手続」を共通化しております。
預金等の相続手続は、お客さまが記入する相続手続依頼書や記入方法、また、ご提出いただく確認
書類が金融機関ごとに異なる等、煩雑さが課題であったことから、青森県内5金融機関において相続
手続における書式や提出書類を統一することといたしました。
今後もお客さまの一層の利便性向上に向けて取り組んでまいります。

1.  共通化の概要

⑴　相続手続依頼書の様式・記入方法の共通化

⑵　ご提出いただく確認書類の共通化

⑶　相続手続の簡素化基準の共通化

※本件は相続手続を共同で実施するものではないため、必要書類の提出は金融機関ごとに必要となり
ます。また、各金融機関で一部相違する取扱いもございます。

【照会先：東奥信用金庫　事務部　TEL0172-34-8410】

●青森県内金融機関における相続手続の共通化について

●ご相談業務

当金庫では、経営に関するご相
談を無料で行っております。相談
員は公認会計士が担当しており
ますので、お近くの「とうしん」に
お気軽にご相談ください。

[経営相談室]
お問い合わせ先：
融資部支援課
（0172－34－8416）

経営相談室 2024年度開催予定
（開催時間：午前10時～午後3時、開催場所：本店2階（第1小会議室））

本店・大町支店

下町支店グループ・平賀支店グループ

和徳支店・岩木支店

富田支店・黒石支店グループ

黒石支店グループ・藤崎支店・平賀支店グループ

黒石支店グループ・平賀支店グループ・五所川原支店

本店・下町支店グループ・城東支店

本店・富田支店グループ・城東支店

月

5月

6月

7月

9月

10月

11月

1月

2月

対象店舗

※対象店舗以外のお客さまのご相談も受付いたしますので、希望される場合は各営業店、または融資部支援課までお問い合わせください。

経営相談室

トピックス
2 0 2 4

●WEB完結ローンの取扱い

当金庫では、お申込みからご契
約までインターネットで完了する
WEB完結ローンを取扱いしており
ます。
パソコン、スマートフォンを利用
して２４時間いつでもお申込み
手続きが可能ですので、是非ご利用
くださいますよう、ご案内申し
あげます。 ※ご利用推奨環境等詳細については、ホームページをご覧ください。

【お申込みはこちら】【ご利用可能なローン商品】

マイカーローン

教育ローン

フリーローン

カードローン
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当金庫では、中小企業や個人事業主の皆さまが抱える経営に関するあらゆるご相談を、常時受付
しております。また、より専門的なご相談には、外部機関と連携しながら対応しております。
①資金繰り支援　②創業支援　③経営改善支援　④ビジネスマッチング支援　⑤事業承継支援

設置場所

受付時間

東奥信用金庫各営業店

平　日（土・日・祝日を除く）　午前９：００～午後３：００

●経営支援体制について

　当金庫では、深刻化する地球温暖化の防止に向け、環境問題対策に積極
的に取り組んでおります。
　服装の軽装化、全店照明のLED化、紙の溶解処理化等の実施により、
2050年カーボンニュートラルの実現に向け取り組んでおります。

●地球温暖化防止への取組

当金庫では2024年4月15日（月）より、「地方税統一QRコード」納付業務のATMでの取扱いを
開始しております。今後も、窓口営業時間外でも収納可能な新型ATMを順次導入し、お客さまの利便性
向上に努めてまいります。

1.  稼働ATM（2024年6月末現在）

⑴　店舗ATM（6台）
　富田支店、黒石支店（1台）、藤崎支店、田舎館支店、浜の町支店、城東支店（1台）

⑵　店外ATM（1台）
　イオンタウン弘前樋の口

2.  取扱いについて

⑴　取扱時間
①　平　日：ATM稼働時間内
②　土日祝：ATM稼働開始時間より17時まで
※稼働時間については当金庫ホームページまたは本誌48頁をご覧ください。

⑵　払込方法
①　店舗ATM
　平　日：当金庫のキャッシュカード、現金
　土日祝：当金庫のキャッシュカード
②　店外ATM
　当金庫のキャッシュカード

3.  サービス概要

⑴　QR読取りカメラへQR納付書をかざして読み取り、納付額の払込を現金または当金庫の
キャッシュカードから行います。

⑵　読み取りした納付書はATMご利用明細票と一緒に保管してください。

※QRコードは株式会社デンソーウェーブの登録商標です。
※詳しくは当金庫ホームページまたはお近くの営業店窓口までお問い合わせください。

●ATMでの「地方税統一QRコード」納付の取扱い開始について

当金庫は、株式会社青森銀行、株式会社みちのく銀行、青い森信用金庫、青森県信用組合とともに、
「預金等の相続手続」を共通化しております。
預金等の相続手続は、お客さまが記入する相続手続依頼書や記入方法、また、ご提出いただく確認
書類が金融機関ごとに異なる等、煩雑さが課題であったことから、青森県内5金融機関において相続
手続における書式や提出書類を統一することといたしました。
今後もお客さまの一層の利便性向上に向けて取り組んでまいります。

1.  共通化の概要

⑴　相続手続依頼書の様式・記入方法の共通化

⑵　ご提出いただく確認書類の共通化

⑶　相続手続の簡素化基準の共通化

※本件は相続手続を共同で実施するものではないため、必要書類の提出は金融機関ごとに必要となり
ます。また、各金融機関で一部相違する取扱いもございます。

【照会先：東奥信用金庫　事務部　TEL0172-34-8410】

●青森県内金融機関における相続手続の共通化について

●ご相談業務

当金庫では、経営に関するご相
談を無料で行っております。相談
員は公認会計士が担当しており
ますので、お近くの「とうしん」に
お気軽にご相談ください。

[経営相談室]
お問い合わせ先：
融資部支援課
（0172－34－8416）

経営相談室 2024年度開催予定
（開催時間：午前10時～午後3時、開催場所：本店2階（第1小会議室））
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※対象店舗以外のお客さまのご相談も受付いたしますので、希望される場合は各営業店、または融資部支援課までお問い合わせください。

経営相談室
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●WEB完結ローンの取扱い

当金庫では、お申込みからご契
約までインターネットで完了する
WEB完結ローンを取扱いしており
ます。
パソコン、スマートフォンを利用

して２４時間いつでもお申込み
手続きが可能ですので、是非ご利用
くださいますよう、ご案内申し
あげます。 ※ご利用推奨環境等詳細については、ホームページをご覧ください。

【お申込みはこちら】【ご利用可能なローン商品】
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当金庫は、弘前市・黒石市・平川市・五所川原市その他周辺市町村を中心とした地域を営業区域とし、「地域の繁栄と地元
中小企業の育成発展を目指す」という経営理念のもと、地元の中小企業者や住民との共存共栄を目標に、お互いに助け合
い、お互いに発展していくことを共通の理念として運営されている相互扶助型の金融機関です。地元のお客さまからお預
かりした大切な資金（預金積金）を、地元で資金を必要とするお客さまへ融資を行うことで事業や生活の繁栄のお手伝いを
するとともに、地域社会の一員として地元の中小企業者や住民との強い絆とネットワークを形成し、地域経済の持続的発展
に努めております。渉外（営業）活動を重視（全店に総勢38名の渉外担当者を配置）し、常に地域・お客さまに顔をみせるこ
と、出会い・ふれあいを大切にし、良好な関係づくり・ご縁づくりを目指しております。また、金融機能の提供にとどまらず、文
化、環境、教育といった面も視野に入れ、広く地域社会の活性化に積極的に取り組んでおります。

東奥信用金庫と地域社会

2024年3月末の貸出金残高は830億円です。
お客さまからお預けいただいた預金積金につきまし

ては、お客さまの様々な資金ニーズに応え、地域経済の
活性化に資するため、地域の皆さまの事業と暮らしに
有効に活用させていただいております。
当金庫では、地元のお客さまからなる協同組織である

という地域金融機関としての使命を認識し、常に健全な
融資を心掛け、地域との共存共栄を目指しております。
取扱商品については、本誌の23頁をご覧ください。

　当金庫は、お客さまの預金積金
をご融資のほか、主に有価証券で
運用しており、2024年3月末の
有価証券残高は645億円です。

当金庫では、経営に関す
るご相談、情報提供等、様々
なご支援を行っております。
詳しくは本誌の10～12
頁をご覧ください。

2024年3月末の預金積金残高は1,818億円です。
当金庫では、お客さまの大切な財産の運用を安全・確実・気軽にご利

用いただくため、また、目的や期間に応じた選択をしていただくため、
より便利でお役に立つ各種商品・サービスを積極的にご提案しており
ます。今後も、お客さまから信頼を得られるよう、選ばれるよう、新商品
開発等サービスの一層の充実に向けて取り組んでまいります。
なお、取扱商品については、本誌の24頁をご覧ください。

○とうしん大学
生きがいを求め、ゆとりある人生を迎えるため、「仲間で楽しむ喜び」を目的に、
年３回多彩な講師陣をお迎えして「とうしん大学」を開催しております。生涯学習
の一環として、お客さまの交流を広げる機会を提供し、明るく健康的な生活や
生きがいづくりをサポートしております。

※2023年度は野外講座も取入れ実施しております。

○地域行事への参加
「弘前ねぷたまつり」への参加や「よさこい津軽」のお手伝い（本店）、「黒石よされ」への参加（黒石支店）等、全店に
おいて地域の諸行事に積極的に参加しております。

《地域への貢献活動について》

○とうしん理事長杯小学生選抜野球大会
野球大会を通じた、「少年野球の基本技術の向上」、「心身共に健全で明るい
少年の育成」という主旨のもと、平成４年から開催しております。

○毎年6月15日の「信用金庫の日」に献血、使用済切手収集、1日1円募金に協力
当金庫では、毎年6月15日の「信用金庫の日」前後に、弘前駅前献血ルーム

および献血バスにおいて、役職員が献血に協力しております。
また、開発途上国の医療品購入に役立てるため、金庫全体で使用済切手収集に
協力している他、全役職員による1日1円募金を実施し、青森県社会福祉協議会
に寄付しております。
地域の協同組織金融機関として少しでも地域に貢献できればと考え、毎年
実施しております。

○金融リテラシー向上への取組
学校における金融教育が重視されている中、小・中学生、高校生を対象に借入時
の金利差による返済額の違い等を説明し、お金の大切さを理解してもらうため、
出前授業や体験学習を実施しております。
2023年度 10月 黒石市主催 体験学習 黒石市小学生キッズハローワーク
 12月 出前授業 弘前東高等学校情報科ビジネス系

貸出金残高の構成（単位：億円）

有価証券残高の構成（単位：億円）
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※地域貢献活動について、2024年度は災害・感染拡大等の状況により中止とさせていた
だく場合がございますので、あらかじめご了承くださいますようお願い申し上げます。
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当金庫は、弘前市・黒石市・平川市・五所川原市その他周辺市町村を中心とした地域を営業区域とし、「地域の繁栄と地元
中小企業の育成発展を目指す」という経営理念のもと、地元の中小企業者や住民との共存共栄を目標に、お互いに助け合
い、お互いに発展していくことを共通の理念として運営されている相互扶助型の金融機関です。地元のお客さまからお預
かりした大切な資金（預金積金）を、地元で資金を必要とするお客さまへ融資を行うことで事業や生活の繁栄のお手伝いを
するとともに、地域社会の一員として地元の中小企業者や住民との強い絆とネットワークを形成し、地域経済の持続的発展
に努めております。渉外（営業）活動を重視（全店に総勢38名の渉外担当者を配置）し、常に地域・お客さまに顔をみせるこ
と、出会い・ふれあいを大切にし、良好な関係づくり・ご縁づくりを目指しております。また、金融機能の提供にとどまらず、文
化、環境、教育といった面も視野に入れ、広く地域社会の活性化に積極的に取り組んでおります。

東奥信用金庫と地域社会

2024年3月末の貸出金残高は830億円です。
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取扱商品については、本誌の23頁をご覧ください。
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をご融資のほか、主に有価証券で
運用しており、2024年3月末の
有価証券残高は645億円です。

当金庫では、経営に関す
るご相談、情報提供等、様々
なご支援を行っております。
詳しくは本誌の10～12
頁をご覧ください。

2024年3月末の預金積金残高は1,818億円です。
当金庫では、お客さまの大切な財産の運用を安全・確実・気軽にご利

用いただくため、また、目的や期間に応じた選択をしていただくため、
より便利でお役に立つ各種商品・サービスを積極的にご提案しており
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開発等サービスの一層の充実に向けて取り組んでまいります。
なお、取扱商品については、本誌の24頁をご覧ください。
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生きがいを求め、ゆとりある人生を迎えるため、「仲間で楽しむ喜び」を目的に、
年３回多彩な講師陣をお迎えして「とうしん大学」を開催しております。生涯学習
の一環として、お客さまの交流を広げる機会を提供し、明るく健康的な生活や
生きがいづくりをサポートしております。

※2023年度は野外講座も取入れ実施しております。
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おいて地域の諸行事に積極的に参加しております。

《地域への貢献活動について》
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野球大会を通じた、「少年野球の基本技術の向上」、「心身共に健全で明るい
少年の育成」という主旨のもと、平成４年から開催しております。

○毎年6月15日の「信用金庫の日」に献血、使用済切手収集、1日1円募金に協力
当金庫では、毎年6月15日の「信用金庫の日」前後に、弘前駅前献血ルーム

および献血バスにおいて、役職員が献血に協力しております。
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協力している他、全役職員による1日1円募金を実施し、青森県社会福祉協議会
に寄付しております。
地域の協同組織金融機関として少しでも地域に貢献できればと考え、毎年
実施しております。

○金融リテラシー向上への取組
学校における金融教育が重視されている中、小・中学生、高校生を対象に借入時
の金利差による返済額の違い等を説明し、お金の大切さを理解してもらうため、
出前授業や体験学習を実施しております。
2023年度 10月 黒石市主催 体験学習 黒石市小学生キッズハローワーク
 12月 出前授業 弘前東高等学校情報科ビジネス系
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中小企業の経営の改善及び
地域の活性化のための取組の状況

１． 中小企業（小規模事業者を含む。以下同じ。）の経営支援に関する取組方針

　当金庫は、地域密着型金融（リレーションシップ・バンキング）の機能強化に積極的に取り組んでおります。
　地域のお客さまの抱える課題に対して、金融機能の提供のみならず、非金融面を含めた情報・サービス提供力を一層強
化し、今後ともお客さまとの安定的かつ円滑な取引関係の維持・構築に努めてまいります。

　地域のお客さまの抱える課題に対して、金融機能の提供のみならず、非金融面を含めた情報・サービスの提供力を一
層強化し、その課題を解決して新たな資金需要に対応することとしております。

２． 中小企業の経営支援に関する態勢整備（外部機関・外部専門家との連携を含む。）の状況

　地方公共団体および中小企業活性化協議会ならびに公認会計士等との連携を密にし、継続的な整備を図っております。

3. 中小企業の経営支援に関する取組状況（支援内容・外部機関・外部専門家等との連携、取組事例等）

　日常的・継続的な関係強化に努め、企業の経営目標や課題把握・分析ならびに企業のライフステージ等の見極めを
行い、コンサルティング機能を発揮し、経営安定および経営改善支援に取り組んでおります。
　
⑴　創業・新事業開拓の支援
①　青森県信用保証協会やひろさきビジネス支援センター等の外部機関と連携を図りながら、各営業店（認定経営
革新等支援機関）において広く相談を受け付け、アドバイス等にあたっております。

②　産学官連携（ひろさき産学官連携フォーラム、平川市、五所川原市、国立大学法人弘前大学等）により、新事業創出
支援等に取り組んでおります。

⑵　成長段階における支援
①　公認会計士の協力を得て年８回「経営相談室」と年１回定例で「中小企業財務セミナー」を開催している他、
（公財）21あおもり産業総合支援センターと連携し「合同経営相談会」を開催しております。

⑶　経営改善・事業再生・業種転換等の支援
①　お取引先の中で経営課題を有している先を「経営改善支援先」として位置付けし、経営課題等の共有化を行い、
解決に向けた方向性のアドバイス等（企業支援・経営改善計画書策定等）にあたっております。

②　青森県中小企業活性化協議会ならびに公認会計士等の協力を得て、経営改善・事業再生・業種転換等の支援を
行っております。

②　経済産業省中小企業・小規模事業者ワンストップ総合支援事業（中小企業119）および、（公財）21あおもり産業
総合支援センター（青森県よろず支援拠点）を活用し、専門家派遣による経営指導等により新たなビジネスの創造と
経営革新等のサポートをさせていただいております。

③　ビジネス・マッチングに関する取り組みとして、青森県信用金庫協会主催の「中小企業経営力強化研修会（しんきん
拠点研修）」等を活用し、専門家による活性化プランの策定とアドバイスを行い、販路開拓および地場特産品の
ブランド化支援等を行っております。

④　「ビジネスマッチ東北（東北地区信用金庫協会主催）」、「“よい仕事おこし”フェア」、「東海地区ビジネスフェア（東海
地区信用金庫協会主催）」「『青森の正直』商談会（青森の正直商談会実行委員会主催）」等への企業出展のフォロー
アップとサポートに取り組んでおります。

【経営相談室】
　2023年度開催回数8回、相談先合計30先
【中小企業財務セミナー】
　2023年度開催セミナー　受講企業数10先
　テーマ「この地域の笑顔あふれる未来をともにつくる『経営リーダー』に求められること」
【21あおもり産業総合支援センター合同経営相談会】
　2023年度開催回数1回、相談先9先 期初
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【経営改善支援等の取組実績（2023年４月～2024年３月）】
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【ビジネスマッチ東北２０２3秋（東北地区信用金庫協会主催）】

【中小企業経営力強化研修会（しんきん拠点研修）】　

開催日：2023年11月8日
出展企業10社。
64社と商談実施。

定例開催回数3回：
参加企業延べ33先。

中小企業財務セミナー

リスク管理・法令遵守経営支援
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中小企業の経営の改善及び
地域の活性化のための取組の状況

１． 中小企業（小規模事業者を含む。以下同じ。）の経営支援に関する取組方針

　当金庫は、地域密着型金融（リレーションシップ・バンキング）の機能強化に積極的に取り組んでおります。
　地域のお客さまの抱える課題に対して、金融機能の提供のみならず、非金融面を含めた情報・サービス提供力を一層強
化し、今後ともお客さまとの安定的かつ円滑な取引関係の維持・構築に努めてまいります。

　地域のお客さまの抱える課題に対して、金融機能の提供のみならず、非金融面を含めた情報・サービスの提供力を一
層強化し、その課題を解決して新たな資金需要に対応することとしております。

２． 中小企業の経営支援に関する態勢整備（外部機関・外部専門家との連携を含む。）の状況

　地方公共団体および中小企業活性化協議会ならびに公認会計士等との連携を密にし、継続的な整備を図っております。

3. 中小企業の経営支援に関する取組状況（支援内容・外部機関・外部専門家等との連携、取組事例等）

　日常的・継続的な関係強化に努め、企業の経営目標や課題把握・分析ならびに企業のライフステージ等の見極めを
行い、コンサルティング機能を発揮し、経営安定および経営改善支援に取り組んでおります。
　
⑴　創業・新事業開拓の支援
①　青森県信用保証協会やひろさきビジネス支援センター等の外部機関と連携を図りながら、各営業店（認定経営
革新等支援機関）において広く相談を受け付け、アドバイス等にあたっております。

②　産学官連携（ひろさき産学官連携フォーラム、平川市、五所川原市、国立大学法人弘前大学等）により、新事業創出
支援等に取り組んでおります。

⑵　成長段階における支援
①　公認会計士の協力を得て年８回「経営相談室」と年１回定例で「中小企業財務セミナー」を開催している他、
（公財）21あおもり産業総合支援センターと連携し「合同経営相談会」を開催しております。

⑶　経営改善・事業再生・業種転換等の支援
①　お取引先の中で経営課題を有している先を「経営改善支援先」として位置付けし、経営課題等の共有化を行い、
解決に向けた方向性のアドバイス等（企業支援・経営改善計画書策定等）にあたっております。

②　青森県中小企業活性化協議会ならびに公認会計士等の協力を得て、経営改善・事業再生・業種転換等の支援を
行っております。

②　経済産業省中小企業・小規模事業者ワンストップ総合支援事業（中小企業119）および、（公財）21あおもり産業
総合支援センター（青森県よろず支援拠点）を活用し、専門家派遣による経営指導等により新たなビジネスの創造と
経営革新等のサポートをさせていただいております。

③　ビジネス・マッチングに関する取り組みとして、青森県信用金庫協会主催の「中小企業経営力強化研修会（しんきん
拠点研修）」等を活用し、専門家による活性化プランの策定とアドバイスを行い、販路開拓および地場特産品の
ブランド化支援等を行っております。

④　「ビジネスマッチ東北（東北地区信用金庫協会主催）」、「“よい仕事おこし”フェア」、「東海地区ビジネスフェア（東海
地区信用金庫協会主催）」「『青森の正直』商談会（青森の正直商談会実行委員会主催）」等への企業出展のフォロー
アップとサポートに取り組んでおります。

【経営相談室】
　2023年度開催回数8回、相談先合計30先
【中小企業財務セミナー】
　2023年度開催セミナー　受講企業数10先
　テーマ「この地域の笑顔あふれる未来をともにつくる『経営リーダー』に求められること」
【21あおもり産業総合支援センター合同経営相談会】
　2023年度開催回数1回、相談先9先 期初
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【経営改善支援等の取組実績（2023年４月～2024年３月）】
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【ビジネスマッチ東北２０２3秋（東北地区信用金庫協会主催）】

【中小企業経営力強化研修会（しんきん拠点研修）】　

開催日：2023年11月8日
出展企業10社。
64社と商談実施。

定例開催回数3回：
参加企業延べ33先。

中小企業財務セミナー

リスク管理・法令遵守経営 支 援
2 0 2 4
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４． 地域の活性化に関する取組状況

⑴　関連機関との連携を図り、地域的、広域的な活性化支援を行っております。
弘前市誘致企業懇談会、弘前市創業支援事業、弘前圏域空き家・空き地バンク協議会、ClanPEONY津軽、弘前市

生涯活躍のまち推進地域再生協議会等、地域の活性化事業に参画協力しております。

⑵　地域活性化に関する事業に対して、情報、ノウハウ、人材の提供を行っております。
地域資源を活用した新産業・新事業の創出を目的として青森県内の産学官金のネットワークを構築する「イノベー

ション・ネットワークあおもり」をはじめ、青森県農林水産部食品産業振興グループとの連携による「『青森の正直』商
談会」等物産展開催への参画や青森県プロフェッショナル人材戦略拠点協議会委員として首都圏からの県内中小企業
への人材受け入れ等、弘前市インバウンド推進協議会の参与として観光誘致等の取組みにも参画協力しております。

お客さまの課題解決等コンサルティング機能発揮の一環として、年４回
地域内景気動向調査を実施し公表しております。

● 調査地域 : 当金庫営業区域７市町村（弘前市、黒石市、平川市、
　　　　　     五所川原市、大鰐町、藤崎町、田舎館村）
● 調査方法 : 上記地域内２９１社から当金庫営業店の調査員による
　　　　　　　聞き取り調査。
● 分析方法 : 各質問事項で、変化なしとした回答部分を除いて、「増加
　　　　　　 （上昇）」「やや増加（やや上昇）」したとする回答と、「減少
　　　　　　 （下降）」「やや減少（やや下降）」したとする回答の構成比
　　　　　　  との差（判断D.I.）を中心に分析。

景気動向調査

当金庫では、「経営者保証に関するガイドライン」及び「事業承継時に焦点を当てた『経営者保証に関するガイドライン』
の特則」の趣旨や内容を十分に踏まえ、お客さまからお借入れや保証債務整理の相談を受けた際に真摯に対応するため、
「経営者保証に関する取組方針」を策定しています。同取組方針に基づき、経営者保証の必要性については、お客さま
との丁寧な対話により、法人と経営者の関係性や財務状況等の状況を把握し、同ガイドライン等の記載内容を踏まえて
十分に検討するなど、適切な対応に努めています。

「経営者保証に関するガイドライン」への取組

新規に無保証で融資した件数
新規融資に占める経営者保証に依存しない融資の割合
保証契約を解除した件数
経営者保証に関するガイドラインに基づく保証債務整理の成立件数（当金庫をメイン金融機関として実施したものに限る）

2023年度
146件

19.49％
3件
0件

※　本ガイドライン等の詳細については、ホームページをご覧いただくか、各営業店にお問い合わせください。

【 調 査 概 要 】

※　調査結果については、ホームページをご覧いただくか、各営業店にお問い合わせください。

業況レポート

○ 『東奥信用金庫コンプライアンス課』連絡先
TEL：0172-34-8409
（受付日時：信用金庫営業日　9：00～17：00）
FAX：0172-33-8403
受付媒体：電話、手紙、ファクシミリ、ホームページ、面談

○ 『全国しんきん相談所』連絡先
住所：〒103-0028 東京都中央区八重洲1-3-7
TEL：03-3517-5825
受付日時：月～金（祝日、12月31日～1月3日を除く）
　　　　 9：00～17：00
受付媒体：電話、手紙、面談

苦情処理措置・紛争解決措置等の概要

当金庫では、お客さまからの相談・苦情・紛争等のお申し出に迅速・
公平かつ適切に対応するため、金融ＡＤＲ制度（裁判外の紛争解決
制度）を踏まえ、内部管理態勢等を整備して苦情等の解決を図り、
当金庫に対するお客さまの信頼性の向上に努めております。
お客さまからの苦情等は営業店またはコンプライアンス課、
あるいは一般社団法人全国信用金庫協会が運営する『全国しんきん
相談所』をはじめとする他の機関でも受け付けしております。また、
紛争解決を図るため、弁護士会が設置運営する仲裁センター等を
利用することもできますので、コンプライアンス課または下記『全国
しんきん相談所』へお申し出ください。なお、各弁護士会に直接申し
立ていただくことも可能です。
なお、弁護士会の仲裁センター等は、東京都以外の各地のお客さ

まにもご利用いただけます。その際には、お客さまのアクセスに便利
な東京以外の弁護士会をご利用する方法もあります。例えば、東京
以外の弁護士会において東京の弁護士会とテレビ会議システム等
を用いる方法（現地調停）や、東京以外の弁護士会に案件を移す方
法（移管調停）があります。ご利用いただける弁護士会については、
あらかじめ「東京弁護士会、第一東京弁護士会、第二東京弁護士会、
全国しんきん相談所または当金庫コンプライアンス課」にお尋ね
ください。

※　詳細については当金庫ホームページ、および各営業店に備え付けておりますポスター・パンフレットでご確認いただけます。

反社会的勢力との関係遮断に向けた
取組

当金庫では、平成19年6月に公表された「企業が反社会的勢力による被害を防止するための指針」（犯罪対策閣僚会議幹事会申
合せ）等を踏まえ、暴力団等を始めとする反社会的勢力との関係遮断のための取り組みを積極的に推進しております。
その取り組みの一環として、平成22年10月1日より普通預金規定等に「暴力団排除条項」を盛り込み、平成24年9月には会員か
らの反社会的勢力排除を目的として定款の変更を行っております。これらにより、口座開設・会員加入等お申込みの際には、お客さ
まが反社会的勢力に該当しないことを表明・確約していただいております。
これにより、取引開始後に申込時の申告が虚偽であった場合や反社会的勢力に該当することが判明した場合には、すべての取引・
契約を停止または解約させていただくこととなります。
本取り組みの趣旨をご理解いただくとともに、ご協力くださいますようお願いいたします。

名称

住所

TEL

受付日・時間

○ 各弁護士会連絡先

東京弁護士会紛争解決センター

〒100-0013
東京都千代田区霞が関1-1-3

03-3581-0031

月～金（祝日、年末年始除く）
9：30～12：00、13：00～16：00

第一東京弁護士会仲裁センター

〒100-0013
東京都千代田区霞が関1-1-3

03-3595-8588

月～金（祝日、年末年始除く）
10：00～12：00、13：00～16：00

第二東京弁護士会仲裁センター

〒100-0013
東京都千代田区霞が関1-1-3

03-3581-2249

月～金（祝日、年末年始除く）
9：30～12：00、13：00～17：00

【苦情等への取組体制】

お 客 さ ま

営業店 関係部署

弁護士会仲裁センター等（注）

全国しんきん相談所
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（主管部署）
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携

全国しんきん相談所

 ・青森県弁護士会（現地調停）
 ・仙台弁護士会　（移管調停）

（注） ・東京弁護士会　　　紛争解決センター
 ・第一東京弁護士会　仲裁センター
 ・第二東京弁護士会　仲裁センター

経営支援・金融ADR
2 0 2 4
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４． 地域の活性化に関する取組状況

⑴　関連機関との連携を図り、地域的、広域的な活性化支援を行っております。
弘前市誘致企業懇談会、弘前市創業支援事業、弘前圏域空き家・空き地バンク協議会、ClanPEONY津軽、弘前市
生涯活躍のまち推進地域再生協議会等、地域の活性化事業に参画協力しております。

⑵　地域活性化に関する事業に対して、情報、ノウハウ、人材の提供を行っております。
地域資源を活用した新産業・新事業の創出を目的として青森県内の産学官金のネットワークを構築する「イノベー

ション・ネットワークあおもり」をはじめ、青森県農林水産部食品産業振興グループとの連携による「『青森の正直』商
談会」等物産展開催への参画や青森県プロフェッショナル人材戦略拠点協議会委員として首都圏からの県内中小企業
への人材受け入れ等、弘前市インバウンド推進協議会の参与として観光誘致等の取組みにも参画協力しております。

お客さまの課題解決等コンサルティング機能発揮の一環として、年４回
地域内景気動向調査を実施し公表しております。

● 調査地域 : 当金庫営業区域７市町村（弘前市、黒石市、平川市、
　　　　　     五所川原市、大鰐町、藤崎町、田舎館村）
● 調査方法 : 上記地域内２９１社から当金庫営業店の調査員による
　　　　　　　聞き取り調査。
● 分析方法 : 各質問事項で、変化なしとした回答部分を除いて、「増加
　　　　　　 （上昇）」「やや増加（やや上昇）」したとする回答と、「減少
　　　　　　 （下降）」「やや減少（やや下降）」したとする回答の構成比
　　　　　　  との差（判断D.I.）を中心に分析。

景気動向調査

当金庫では、「経営者保証に関するガイドライン」及び「事業承継時に焦点を当てた『経営者保証に関するガイドライン』
の特則」の趣旨や内容を十分に踏まえ、お客さまからお借入れや保証債務整理の相談を受けた際に真摯に対応するため、
「経営者保証に関する取組方針」を策定しています。同取組方針に基づき、経営者保証の必要性については、お客さま
との丁寧な対話により、法人と経営者の関係性や財務状況等の状況を把握し、同ガイドライン等の記載内容を踏まえて
十分に検討するなど、適切な対応に努めています。

「経営者保証に関するガイドライン」への取組

新規に無保証で融資した件数
新規融資に占める経営者保証に依存しない融資の割合
保証契約を解除した件数
経営者保証に関するガイドラインに基づく保証債務整理の成立件数（当金庫をメイン金融機関として実施したものに限る）

2023年度
146件

19.49％
3件
0件

※　本ガイドライン等の詳細については、ホームページをご覧いただくか、各営業店にお問い合わせください。

【 調 査 概 要 】

※　調査結果については、ホームページをご覧いただくか、各営業店にお問い合わせください。

業況レポート

○ 『東奥信用金庫コンプライアンス課』連絡先
TEL：0172-34-8409
（受付日時：信用金庫営業日　9：00～17：00）
FAX：0172-33-8403
受付媒体：電話、手紙、ファクシミリ、ホームページ、面談

○ 『全国しんきん相談所』連絡先
住所：〒103-0028 東京都中央区八重洲1-3-7
TEL：03-3517-5825
受付日時：月～金（祝日、12月31日～1月3日を除く）
　　　　 9：00～17：00
受付媒体：電話、手紙、面談

苦情処理措置・紛争解決措置等の概要

当金庫では、お客さまからの相談・苦情・紛争等のお申し出に迅速・
公平かつ適切に対応するため、金融ＡＤＲ制度（裁判外の紛争解決
制度）を踏まえ、内部管理態勢等を整備して苦情等の解決を図り、
当金庫に対するお客さまの信頼性の向上に努めております。
お客さまからの苦情等は営業店またはコンプライアンス課、
あるいは一般社団法人全国信用金庫協会が運営する『全国しんきん
相談所』をはじめとする他の機関でも受け付けしております。また、
紛争解決を図るため、弁護士会が設置運営する仲裁センター等を
利用することもできますので、コンプライアンス課または下記『全国
しんきん相談所』へお申し出ください。なお、各弁護士会に直接申し
立ていただくことも可能です。
なお、弁護士会の仲裁センター等は、東京都以外の各地のお客さ

まにもご利用いただけます。その際には、お客さまのアクセスに便利
な東京以外の弁護士会をご利用する方法もあります。例えば、東京
以外の弁護士会において東京の弁護士会とテレビ会議システム等
を用いる方法（現地調停）や、東京以外の弁護士会に案件を移す方
法（移管調停）があります。ご利用いただける弁護士会については、
あらかじめ「東京弁護士会、第一東京弁護士会、第二東京弁護士会、
全国しんきん相談所または当金庫コンプライアンス課」にお尋ね
ください。

※　詳細については当金庫ホームページ、および各営業店に備え付けておりますポスター・パンフレットでご確認いただけます。

反社会的勢力との関係遮断に向けた
取組

当金庫では、平成19年6月に公表された「企業が反社会的勢力による被害を防止するための指針」（犯罪対策閣僚会議幹事会申
合せ）等を踏まえ、暴力団等を始めとする反社会的勢力との関係遮断のための取り組みを積極的に推進しております。
その取り組みの一環として、平成22年10月1日より普通預金規定等に「暴力団排除条項」を盛り込み、平成24年9月には会員か
らの反社会的勢力排除を目的として定款の変更を行っております。これらにより、口座開設・会員加入等お申込みの際には、お客さ
まが反社会的勢力に該当しないことを表明・確約していただいております。
これにより、取引開始後に申込時の申告が虚偽であった場合や反社会的勢力に該当することが判明した場合には、すべての取引・
契約を停止または解約させていただくこととなります。
本取り組みの趣旨をご理解いただくとともに、ご協力くださいますようお願いいたします。

名称

住所

TEL

受付日・時間

○ 各弁護士会連絡先

東京弁護士会紛争解決センター

〒100-0013
東京都千代田区霞が関1-1-3

03-3581-0031

月～金（祝日、年末年始除く）
9：30～12：00、13：00～16：00

第一東京弁護士会仲裁センター

〒100-0013
東京都千代田区霞が関1-1-3

03-3595-8588

月～金（祝日、年末年始除く）
10：00～12：00、13：00～16：00

第二東京弁護士会仲裁センター

〒100-0013
東京都千代田区霞が関1-1-3

03-3581-2249

月～金（祝日、年末年始除く）
9：30～12：00、13：00～17：00

【苦情等への取組体制】

お 客 さ ま

営業店 関係部署

弁護士会仲裁センター等（注）

全国しんきん相談所

コンプライアンス課
（主管部署）

常　勤　会

内
部
監
査

紛
争
解
決（
現
地
調
停・移
管
調
停
）の
申
立
て

検証

苦
情
等
の
お
申
し
出

連
携

連携

連
携

報
告・連
絡

話
し
合
い

適
切
な
説
明・他
機
関
の
紹
介

話
し
合
い

苦
情
等
の
お
申
し
出

苦
情
等
の

お
申
し
出

検
討・見
直
し 紛

争
解
決
へ
の
対
応

報
告・連
絡

紛
争
解
決
の

取
次
ぎ
依
頼

紛
争
解
決
の

取
次
ぎ

連
携

全国しんきん相談所

 ・青森県弁護士会（現地調停）
 ・仙台弁護士会　（移管調停）

（注） ・東京弁護士会　　　紛争解決センター
 ・第一東京弁護士会　仲裁センター
 ・第二東京弁護士会　仲裁センター

経営支援・金融ADR
2 0 2 4
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東奥信用金庫は、マネー・ローンダリング及びテロ資金供与（以下、「マネロン・テロ資金供与」といいます。）の防止に
向け、適用される関係法令等を遵守し、業務の適切性を確保すべく、基本方針を次の通り定め、管理態勢を整備します。

リスク管理

（2024年6月末現在）

【 体　制　図 】

理　事　会
検査・考査

（金融庁・日本銀行）
外部監査

（会計監査人）
監　事　会

常　勤　会

ALM委員会 監査部（内部監査）リスク管理統括部署

統合的リスク管理
担当部署

総務部リスク管理課

自己資本管理
担当部署

総合企画部総合企画課

信用リスク管理
担当部署

融資部
総合企画部資金証券課

資産査定管理
担当部署

総務部リスク管理課

市場リスク・流動性
リスク管理担当部署

総合企画部資金証券課

オペレーショナル・リスク管理
担当部署
事務部

総務部コンプライアンス課
総合企画部総合企画課

人事部
総務部総務課

　当金庫は、業務の健全性・適切性と預金者等の保護を確保し、地域金融の円滑化を図るために業務の全てにわたり法
令等遵守、顧客保護等の徹底および各種リスクの的確な管理態勢を整備しております。

● 統合的リスク管理
　統合的リスク管理とは、質的又は量的に評価したリスクを総体的に捉え、経営体力（自己資本）と比較・対照することに
より、リスク管理を行うことをいいます。当金庫では、定量化が可能なリスク毎に資本配賦を行い、自己資本と対比して
取り得るリスク量の許容範囲を適正に把握して金融情勢の変化に適切に対応することで、健全性の確保と収益性の向
上を目指しております。

● 自己資本管理
　自己資本管理とは、自己資本充実に関する施策の実施、自己資本充実度の評価および自己資本比率の算定を行うこと
をいいます。当金庫では自己資本管理のために、自己資本比率の算定方法、自己資本充実度の評価、モニタリングおよび
コントロール等に関する具体的な方策を検討しております。

● 資産査定管理
　資産査定管理とは、自己査定および償却・引当を適切かつ正確に行うために、当金庫が保有する資産を管理することをい
います。当金庫では「自己査定管理規程」および「償却・引当管理規程」を策定し、自己査定および償却・引当を適切かつ正確
に行っております。

● 信用リスク管理
　信用リスクとは、取引先の財務状況の悪化等により貸出金等の元本や利息の回収が困難となり損失を被るリスクの
ことです。信用リスク管理においては、相互牽制機能が働くよう、営業部門から審査部門、管理部門の分離・独立を確保
し厳正な審査を行うとともに、研修等により審査能力の向上を図っております。

● 市場リスク管理・流動性リスク管理
　貸出金や預金等の金利変動に伴い損失を被る金利リスク、有価証券の価格の変動に伴い損失を被る価格変動リスク、
資金繰りに支障をきたすことにより損失を被る資金繰りリスク、市場の混乱等により取引ができなかったり、不利な価格で
損失を被る市場流動性リスクを回避するため、当金庫では資金調達・運用の総合的な管理（ＡＬＭ）を行っております。これ
により資産・負債の適正配分、収益管理体制の充実に努めております。

● オペレーショナル・リスク管理
　オペレーショナル・リスクとは、業務の過程、役職員の活動もしくはシステムが不適切であることまたは外生的な事象等
により損失を被るリスクのことで、事務リスク、システムリスク、法務リスク、人的リスク、有形資産リスク、風評リスクが挙げ
られます。当金庫ではオペレーショナル・リスクの特性に応じて、リスクのコントロールおよび削減等のための対策を講じ、
損失を最小限に抑える体制を整えております。

経営陣は、マネロン・テロ資金供与の防止を経営上の最も重要な課題の一つとして位置づけ、マネロン・テロ資金
供与の脅威に対し、組織として適切に対応できる管理態勢を構築します。具体的には、組織全体で連携・協働してマネロン・
テロ資金供与のリスクを特定・評価するための枠組みの構築、各部門の利害調整、マネロン・テロ資金供与リスクの
特定・評価を実施するための指導・支援、マネロン・テロ資金供与リスクの評価結果を踏まえたポリシー・規程・手順等の
策定、マネロン・テロ資金供与リスクを適切にコントロールするために必要となる経営資源の配分等について、主導性を
発揮します。
また自金庫のマネロン・テロ資金供与リスクが変化した際や、運営上の課題が確認された場合には、改めてポリシー・
規程・手順等の見直しを検討し、マネロン・テロ資金供与対策の実効性を高める対応態勢を構築します。

１．運営方針

リスクベース・アプローチの考え方に基づき、当金庫が直面しているマネロン・テロ資金供与に関するリスクを特定・
評価し、リスクに見合った低減措置を講じます。

３．リスクベース・アプローチ

適切な取引時確認を実施し、顧客や取引のリスクに即した対応策を実施する態勢を整備します。また、顧客から定期的な
情報収集、取引時の記録等から取引実態等を定期的に調査・分析することで、継続的な顧客管理による対応策の見直しを
図ります。

４．顧客の管理方針

営業店からの報告、またはシステムによるモニタリング・フィルタリングで検知した取引を基に、顧客の属性、取引時の
状況等を総合的に検証・分析することで、疑わしい顧客や取引等を適切に把握し、当局に速やかに疑わしい取引の届出を
行います。

５．疑わしい取引の届出

当金庫におけるマネロン・テロ資金供与対策の主管部は事務部とし、事務部が関係する各部や営業店等と連携を図り
マネロン・テロ資金供与対策に取組みます。

２．管理態勢

マネー・ローンダリング及び
テロ資金供与対策に係る基本方針

リスク管理・法令遵守
2 0 2 4
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東奥信用金庫は、マネー・ローンダリング及びテロ資金供与（以下、「マネロン・テロ資金供与」といいます。）の防止に
向け、適用される関係法令等を遵守し、業務の適切性を確保すべく、基本方針を次の通り定め、管理態勢を整備します。

リスク管理

（2024年6月末現在）

【 体　制　図 】

理　事　会
検査・考査

（金融庁・日本銀行）
外部監査

（会計監査人）
監　事　会

常　勤　会

ALM委員会 監査部（内部監査）リスク管理統括部署

統合的リスク管理
担当部署

総務部リスク管理課

自己資本管理
担当部署

総合企画部総合企画課

信用リスク管理
担当部署

融資部
総合企画部資金証券課

資産査定管理
担当部署

総務部リスク管理課

市場リスク・流動性
リスク管理担当部署

総合企画部資金証券課

オペレーショナル・リスク管理
担当部署
事務部

総務部コンプライアンス課
総合企画部総合企画課

人事部
総務部総務課

　当金庫は、業務の健全性・適切性と預金者等の保護を確保し、地域金融の円滑化を図るために業務の全てにわたり法
令等遵守、顧客保護等の徹底および各種リスクの的確な管理態勢を整備しております。

● 統合的リスク管理
　統合的リスク管理とは、質的又は量的に評価したリスクを総体的に捉え、経営体力（自己資本）と比較・対照することに
より、リスク管理を行うことをいいます。当金庫では、定量化が可能なリスク毎に資本配賦を行い、自己資本と対比して
取り得るリスク量の許容範囲を適正に把握して金融情勢の変化に適切に対応することで、健全性の確保と収益性の向
上を目指しております。

● 自己資本管理
　自己資本管理とは、自己資本充実に関する施策の実施、自己資本充実度の評価および自己資本比率の算定を行うこと
をいいます。当金庫では自己資本管理のために、自己資本比率の算定方法、自己資本充実度の評価、モニタリングおよび
コントロール等に関する具体的な方策を検討しております。

● 資産査定管理
　資産査定管理とは、自己査定および償却・引当を適切かつ正確に行うために、当金庫が保有する資産を管理することをい
います。当金庫では「自己査定管理規程」および「償却・引当管理規程」を策定し、自己査定および償却・引当を適切かつ正確
に行っております。

● 信用リスク管理
　信用リスクとは、取引先の財務状況の悪化等により貸出金等の元本や利息の回収が困難となり損失を被るリスクの
ことです。信用リスク管理においては、相互牽制機能が働くよう、営業部門から審査部門、管理部門の分離・独立を確保
し厳正な審査を行うとともに、研修等により審査能力の向上を図っております。

● 市場リスク管理・流動性リスク管理
　貸出金や預金等の金利変動に伴い損失を被る金利リスク、有価証券の価格の変動に伴い損失を被る価格変動リスク、
資金繰りに支障をきたすことにより損失を被る資金繰りリスク、市場の混乱等により取引ができなかったり、不利な価格で
損失を被る市場流動性リスクを回避するため、当金庫では資金調達・運用の総合的な管理（ＡＬＭ）を行っております。これ
により資産・負債の適正配分、収益管理体制の充実に努めております。

● オペレーショナル・リスク管理
　オペレーショナル・リスクとは、業務の過程、役職員の活動もしくはシステムが不適切であることまたは外生的な事象等
により損失を被るリスクのことで、事務リスク、システムリスク、法務リスク、人的リスク、有形資産リスク、風評リスクが挙げ
られます。当金庫ではオペレーショナル・リスクの特性に応じて、リスクのコントロールおよび削減等のための対策を講じ、
損失を最小限に抑える体制を整えております。

経営陣は、マネロン・テロ資金供与の防止を経営上の最も重要な課題の一つとして位置づけ、マネロン・テロ資金
供与の脅威に対し、組織として適切に対応できる管理態勢を構築します。具体的には、組織全体で連携・協働してマネロン・
テロ資金供与のリスクを特定・評価するための枠組みの構築、各部門の利害調整、マネロン・テロ資金供与リスクの
特定・評価を実施するための指導・支援、マネロン・テロ資金供与リスクの評価結果を踏まえたポリシー・規程・手順等の
策定、マネロン・テロ資金供与リスクを適切にコントロールするために必要となる経営資源の配分等について、主導性を
発揮します。
また自金庫のマネロン・テロ資金供与リスクが変化した際や、運営上の課題が確認された場合には、改めてポリシー・
規程・手順等の見直しを検討し、マネロン・テロ資金供与対策の実効性を高める対応態勢を構築します。

１．運営方針

リスクベース・アプローチの考え方に基づき、当金庫が直面しているマネロン・テロ資金供与に関するリスクを特定・
評価し、リスクに見合った低減措置を講じます。

３．リスクベース・アプローチ

適切な取引時確認を実施し、顧客や取引のリスクに即した対応策を実施する態勢を整備します。また、顧客から定期的な
情報収集、取引時の記録等から取引実態等を定期的に調査・分析することで、継続的な顧客管理による対応策の見直しを
図ります。

４．顧客の管理方針

営業店からの報告、またはシステムによるモニタリング・フィルタリングで検知した取引を基に、顧客の属性、取引時の
状況等を総合的に検証・分析することで、疑わしい顧客や取引等を適切に把握し、当局に速やかに疑わしい取引の届出を
行います。

５．疑わしい取引の届出

当金庫におけるマネロン・テロ資金供与対策の主管部は事務部とし、事務部が関係する各部や営業店等と連携を図り
マネロン・テロ資金供与対策に取組みます。

２．管理態勢

マネー・ローンダリング及び
テロ資金供与対策に係る基本方針

リスク管理・法令遵守
2 0 2 4

14 15
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コンプライアンスとは、法令やルールを遵守するととも
に、社会的規範を全うすることをいいます。
当金庫では、お客さまからの信頼、信用を高めるため、
法律、規則、規程等を遵守し、事故やトラブル等を未然に
防止するとともに、不測の事態にも即応するための体制
強化に取り組む等、コンプライアンスを経営の重要課題
と位置付けております。
また、コンプライアンス委員会を設置するほか、各部店
にコンプライアンス責任者を配置することでコンプライ
アンス意識の徹底を図り、役職員一体の企業風土醸成の
強化に努めております。

法令遵守（コンプライアンス）の体制

当金庫は、「金融サービスの提供及び利用環境の整備等に関する法律」に基づき、金融商品の販売等に際しては、次の
事項を遵守し、勧誘の適正の確保を図ることとしております。

１．　当金庫は、お客さまの知識、経験、財産の状況および
当該金融商品の販売に係る契約を締結する目的に照ら
して、適正な情報の提供と商品説明をいたします。

２．　金融商品の選択・購入は、お客さまご自身の判断に
よってお決めいただきます。その際、当金庫は、お客さま
に適正な判断をしていただくために、当該金融商品の
重要事項について説明をいたします。

３．　当金庫は、誠実・公正な勧誘を心掛け、お客さまに対
し事実と異なる説明をしたり、誤解を招くことのないよ

金融商品販売等に際しての販売・勧誘方針

【本件へのお問い合わせ】東奥信用金庫業務部
TEL ： 0172-33-8404 （土・日・祝日を除く）

当金庫は、お客さまからの信頼を第一と考え、お客さまの個人情報および個人番号（以下「個人情報等」といいます。）
の適切な保護と利用を図るために、個人情報の保護に関する法律（平成15年5月30日法律第57号）、行政手続における
特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成25年5月31日法律第27号）および金融分野における
個人情報保護に関するガイドライン、その他個人情報等保護に関する関係諸法令等を遵守するとともに、その継続的な
改善に努めております。また、個人情報等の機密性・正確性の確保に努めております。
詳細については当金庫ホームページに掲載しております。

個人情報保護への取組

う、研修等を通じて役職員の知識の向上に努めます。

４．　当金庫は、お客さまにとって不都合な時間帯や迷惑
な場所での勧誘は行いません。

５．　金融商品の販売等に係る勧誘についてご意見やお気
づきの点等がございましたら、お近くの窓口までお問い
合わせください。

理事会

（報告・付議）

（報告・付議）

（報告・連絡）

（報告・連絡）

常勤会

統括責任者

是正指示
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コンプライアンス
担当部

各部
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・所属長
・コンプライアンス責任者
・職員
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コンプライアンス委員会
コンプライアンス
責任者連絡会
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（報告・照会）
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【全体図】
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監査課

定例監査
特別監査

テロリスト等に対する資産凍結等の措置を適切に実施します。

６．資産凍結の措置

マネロン・テロ資金供与対策の実効性確保に向けた改善を進めるとともに、独立した内部監査部門による定期的な
監査を実施し、その監査結果を踏まえて、さらなる改善に努めます。

８．実効性の検証

顧客からの定期的な情報収集に向けて、当金庫のホームページ、営業店等を活用して、顧客からの理解を得るための
周知、広報活動に取組みます。

９．顧客からの理解促進

継続的な研修を通じて、役職員のマネロン・テロ資金供与に対する知識・理解を深め、役割に応じた専門性・適合性等を
有する役職員の確保・育成に努めます。

７．役職員の研修

＜犯罪収益の移転の危険性が高いものとして「疑わしい取引」の届出に該当する取引事例＞

 1. 多額の現金・小切手による入出金を伴う取引（顧客属性や取引態様に見合わない場合） 

 2. 現金・小切手を伴い短期間に頻繁に行われる取引で、入出金総額が多額のもの

 3. 架空、他人、実体が無い法人との疑いがある口座の利用

 4. 匿名または架空と思われる名義での送金を受ける口座の取引

 5. 多数の口座を保有している顧客の口座を使用した取引

 6. 開設後、短期での多額・頻繁な入出金を経て、解約・休止した口座の取引

 7. 通常は資金の動きがないにもかかわらず、突如多額の入手金が行われた口座の取引

 8. 入金口座から現金で払い戻した直後に、その現金を送金する取引（払戻口座の名義別に送金する場合）

 9. 多数の者に頻繁に送金を行う口座の取引（送金を行う直前に多額の送金を受ける場合） 

 10. 多数の者から頻繁に送金を受ける口座の取引（送金を受けた直後に当該口座から多額の送金または出金を
行う場合）

 11. 貿易書類上の記載内容や取引の内容等に不審な様態がみられる輸出入取引

 12. 金融庁が公表している「疑わしい取引の参考事例（預金取扱い金融機関）」に示された取引

 13. その他当金庫が「疑わしい取引」と判断する取引

リスク管理・法令遵守
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総代名簿（区域別・50音順敬称略）

総代の属性別構成比

2024年6月30日現在

法人・法人代表者

個人事業主

職 業 別
78%

22%

70代以上
60代
50代
40代
３０代
法人

年 代 別
47%
26%
22%
4%
－
1%

7%

3%

1%

22%

7%

26%

2%

1%

5%

2%

3%

9%

2%

10%

業 種 別

※氏名の後の数字は総代への就任回数を表記しております。

製 造 業

農 業

林 業

建 設 業

卸 売 業

小 売 業

飲 食 業

金融保険業

不 動 産 業

宿 泊 業

運 輸 通 信 業

医 療・福 祉

教 育

サ ー ビ ス 業

総代会制度について

総　代　会
会員の総意を適正に
反映するための制度

決算に関する事項、
理事・監事の選任等
重要事項の決定

会　員

①総代会の決議により、会員の中から選考委員を選任
②選考委員会を開催のうえ、選考基準に基づき、
　選考委員が総代候補者を選考

③理事長は、総代候補者氏名を店頭掲示し、所定の
　手続きを経て、会員の代表として総代を委嘱

選考委員 総代候補者

総　　代

①　当金庫の会員で就任時満80歳未満の方
②　地域における信望が厚く、信用金庫の理念をよく理解していただける方
③　地域の事情に明るく、人格、識見とも優れ、当金庫の発展に寄与していただける方
④　地域での居住年数が長く、人縁関係が深い方
⑤　行動力があり、積極的な方
⑥　金庫の使命をよく理解し、金庫との取引関係が良好な方

信用金庫は、会員同士の「相互信頼」と「互恵」の精神を基本理念に、会員一人ひとりの意見を最大の価値とする協
同組織金融機関です。したがって、会員は出資口数に関係なく、１人１票の議決権を持ち、総会を通じて当金庫の経営
に参加することとなります。しかし、当金庫では、会員数がたいへん多く、総会の開催は事実上不可能です。そこで、当
金庫では、会員の総意を適正に反映し、充実した審議を確保するため、総会に代えて総代会制度を採用しております。
この総代会は、決算、理事・監事の選任等の重要事項を決議する最高意思決定機関です。したがって、総代会は、総会

と同様に、会員一人ひとりの意見が当金庫の経営に反映されるよう、総代構成のバランス等に配慮し、選任区域ごとに
総代候補者を選考する選考委員会を設け、会員の中から適正な手続きにより選任された総代により運営されます。
さらに、当金庫では、総代会に限定することなく、お客さま満足度調査や意見・要望投書箱の店頭設置、苦情窓口の
設置、役職員による日々の訪問活動等、日常の業務活動を通じて、総代や会員とのコミュニケーションを大切にし、
様々な経営改善に取り組んでおります。
なお、総代会の運営に関するご意見やご要望につきましては、お近くの営業店までお寄せください。

総代会の仕組み

総代候補者選考基準

選考委員の選任 選考委員の掲示 総代候補者の選考 異議申出の受付 総代の決定

総代会で
選考委員を選任

選考委員の
氏名を店頭に掲示

選考委員による
総代候補者の選考

総代候補者の
氏名を店頭に掲示

総代の決定
（総代の氏名を店頭に掲示）

■総代の任期・定数　　総代の任期は3年です。定数は110人以上150人以内で、会員数に応じて各選任区域ごとに定められて
おります。
なお、2024年6月30日現在の総代数は137人です。

総代の選任方法

第53期通常総代会の決議事項

2024年6月14日、第53期通常総代会において次の事項が付議され、それぞれ原案のとおり了承されました。
■報告事項
第53期（2023年4月1日～2024年3月31日）業務報告、貸借対照表および損益計算書の内容報告の件

■決議事項
第1号議案 剰余金処分案承認の件 第2号議案 会員の法定脱退の件
第3号議案 総代候補者選考委員17名選任の件 第4号議案 理事1名選任の件

小笠原　一馬
加藤　宏幸
川村　仁道
木村　公昭
後藤　一樹
櫻庭　一憲
佐藤　英子
佐藤　健人
杉沼　一雄
鳴海　晃
平山　幸一
福士　秀文
三橋　一晃
柳田　あき子
山崎　均
石岡　繁行
藤田　誠

小枝　巨樹
佐藤　裕
須藤　精一
田中　長佳
外崎　洋悦
福士　誠

小田桐　磨
坂本　真一
神　秀一郎
原子　金一
三浦　隆彦

浅利　仁
齋藤　眞布
佐々木　哲
佐藤　直文
松本　光生
宮本　兼昭
吉川　秀樹
今村　憲市
葛西　満夫
石田　幹男
工藤　衣恵
小寺　義則
對馬　佐紀雄

赤平　悦男
佐々木　未光
丹藤　昭文
中村　輝夫
船水　浩平
柳田　保彦
山形　惣亮

③
③
④
②
②
②
②
①
③
②
④
④
⑤
④
④
③
⑧

②
⑨
⑥
②
②
③

③
④
③
⑨
③

⑤
⑥
②
⑥
⑤
⑥
③
⑩
⑨
②
⑤
⑥
③

⑧
⑦
③
⑦
⑧
④
⑭

合計　137名

○本店
　（17名）

○大町支店
　（6名）

○大鰐支店
　（5名）

○富田支店
　（13名）

○城東支店
　（7名）

第1区（48名）
秋元　清歩
阿保　宏行
相馬　弘竹
根深　敏昭
平山　清明
吉澤　俊寿

泉谷　清逸
泉谷　拓司
田村　昌司
堀川　貴

相嘉　繁男
太田　秀穂
小田桐　武明
小林　二郎
田中　寿
三上　淳
三上　晃一
三嶋　俊彦
山本　隆宏

石田　豊章
一戸　圭介
小山　紀昭
兼平　力
喜多山　敏博
柴田　洋一
高地　優貢
對馬　理之
廣田　昭三
村上　岩男

石澤　久敏
葛西　博人
唐牛　淳司
唐牛　均
北畠　春二
工藤　健一
田澤　誠
中田　勝美
三上　鉄弘

尾崎　淳一
長内　純一
對馬　勉
成田　英世
毛内　大
安田　博

⑥
⑧
③
②
②
⑥

⑭
②
④
②

⑩
⑦
⑥
②
⑨
⑩
③
⑥
②

⑧
①
⑥
⑩
⑧
③
③
④
①
⑧

②
⑦
⑤
⑤
⑥
⑥
②
⑥
④

②
⑤
③
④
②
①

○下町支店
　（6名）

○浜の町支店
　（4名）

○和徳支店
　（9名）

○岩木支店
　（10名）

○藤崎支店
　（9名）

○五所川原支店
　（6名）

第2区（44名）
青森県りんごジュース（株）
上原　聡
長内　俊
加藤　芳信
北山　和彦
北山　茂朝
工藤　悟
佐川　伸男
櫻庭　修造
櫻庭　俊光
佐藤　憲一
佐藤　洵一
中村　公生
鳴海　信宏
福原　真一
棟方　清崇
村元　幸仁
横山　博
渡邊　正
桜庭　勝幸
佐藤　喜廣
髙橋　遵司
寺口　勇一
丹羽　正樹

浅利　勉
葛西　綾子
佐藤　和哉
仙台　芳美
外川　明博
竹村　政太郎
田本　和行
成田　和博
八木橋　善彦
山田　フミエ

入江　政弘
小田桐　輝雄
木村　勉
佐藤　剛
西谷　孝雄
福井　和春

葛西　忠雄
工藤　嘉浩
品川　正人
鈴木　誠
福士　光明

⑮
⑤
③
①
②
⑩
⑤
⑨
③
④
⑨
⑪
④
①
②
②
②
⑧
⑤
⑧
⑨
④
⑩
⑬

⑧
⑦
④
⑧
⑦
⑤
⑥
③
⑥
⑧

③
⑦
⑪
③
③
⑤

⑧
④
④
③
⑪

○黒石支店
　（24名）

○平賀支店
　（10名）

○尾上支店
　（6名）

○田舎館支店
　（5名）

第3区（45名）

総代会制度・総代名簿
2 0 2 4
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総代名簿（区域別・50音順敬称略）

総代の属性別構成比

2024年6月30日現在

法人・法人代表者

個人事業主

職 業 別
78%

22%

70代以上
60代
50代
40代
３０代
法人

年 代 別
47%
26%
22%
4%
－
1%

7%

3%

1%

22%

7%

26%

2%

1%

5%

2%

3%

9%

2%

10%

業 種 別

※氏名の後の数字は総代への就任回数を表記しております。

製 造 業

農 業

林 業

建 設 業

卸 売 業

小 売 業

飲 食 業

金融保険業

不 動 産 業

宿 泊 業

運 輸 通 信 業

医 療・福 祉

教 育

サ ー ビ ス 業

総代会制度について

総　代　会
会員の総意を適正に
反映するための制度

決算に関する事項、
理事・監事の選任等
重要事項の決定

会　員

①総代会の決議により、会員の中から選考委員を選任
②選考委員会を開催のうえ、選考基準に基づき、
　選考委員が総代候補者を選考

③理事長は、総代候補者氏名を店頭掲示し、所定の
　手続きを経て、会員の代表として総代を委嘱

選考委員 総代候補者

総　　代

①　当金庫の会員で就任時満80歳未満の方
②　地域における信望が厚く、信用金庫の理念をよく理解していただける方
③　地域の事情に明るく、人格、識見とも優れ、当金庫の発展に寄与していただける方
④　地域での居住年数が長く、人縁関係が深い方
⑤　行動力があり、積極的な方
⑥　金庫の使命をよく理解し、金庫との取引関係が良好な方

信用金庫は、会員同士の「相互信頼」と「互恵」の精神を基本理念に、会員一人ひとりの意見を最大の価値とする協
同組織金融機関です。したがって、会員は出資口数に関係なく、１人１票の議決権を持ち、総会を通じて当金庫の経営
に参加することとなります。しかし、当金庫では、会員数がたいへん多く、総会の開催は事実上不可能です。そこで、当
金庫では、会員の総意を適正に反映し、充実した審議を確保するため、総会に代えて総代会制度を採用しております。
この総代会は、決算、理事・監事の選任等の重要事項を決議する最高意思決定機関です。したがって、総代会は、総会

と同様に、会員一人ひとりの意見が当金庫の経営に反映されるよう、総代構成のバランス等に配慮し、選任区域ごとに
総代候補者を選考する選考委員会を設け、会員の中から適正な手続きにより選任された総代により運営されます。
さらに、当金庫では、総代会に限定することなく、お客さま満足度調査や意見・要望投書箱の店頭設置、苦情窓口の
設置、役職員による日々の訪問活動等、日常の業務活動を通じて、総代や会員とのコミュニケーションを大切にし、
様々な経営改善に取り組んでおります。
なお、総代会の運営に関するご意見やご要望につきましては、お近くの営業店までお寄せください。

総代会の仕組み

総代候補者選考基準

選考委員の選任 選考委員の掲示 総代候補者の選考 異議申出の受付 総代の決定

総代会で
選考委員を選任

選考委員の
氏名を店頭に掲示

選考委員による
総代候補者の選考

総代候補者の
氏名を店頭に掲示

総代の決定
（総代の氏名を店頭に掲示）

■総代の任期・定数　　総代の任期は3年です。定数は110人以上150人以内で、会員数に応じて各選任区域ごとに定められて
おります。
なお、2024年6月30日現在の総代数は137人です。

総代の選任方法

第53期通常総代会の決議事項

2024年6月14日、第53期通常総代会において次の事項が付議され、それぞれ原案のとおり了承されました。
■報告事項
第53期（2023年4月1日～2024年3月31日）業務報告、貸借対照表および損益計算書の内容報告の件

■決議事項
第1号議案 剰余金処分案承認の件 第2号議案 会員の法定脱退の件
第3号議案 総代候補者選考委員17名選任の件 第4号議案 理事1名選任の件

小笠原　一馬
加藤　宏幸
川村　仁道
木村　公昭
後藤　一樹
櫻庭　一憲
佐藤　英子
佐藤　健人
杉沼　一雄
鳴海　晃
平山　幸一
福士　秀文
三橋　一晃
柳田　あき子
山崎　均
石岡　繁行
藤田　誠

小枝　巨樹
佐藤　裕
須藤　精一
田中　長佳
外崎　洋悦
福士　誠

小田桐　磨
坂本　真一
神　秀一郎
原子　金一
三浦　隆彦

浅利　仁
齋藤　眞布
佐々木　哲
佐藤　直文
松本　光生
宮本　兼昭
吉川　秀樹
今村　憲市
葛西　満夫
石田　幹男
工藤　衣恵
小寺　義則
對馬　佐紀雄

赤平　悦男
佐々木　未光
丹藤　昭文
中村　輝夫
船水　浩平
柳田　保彦
山形　惣亮

③
③
④
②
②
②
②
①
③
②
④
④
⑤
④
④
③
⑧

②
⑨
⑥
②
②
③

③
④
③
⑨
③

⑤
⑥
②
⑥
⑤
⑥
③
⑩
⑨
②
⑤
⑥
③

⑧
⑦
③
⑦
⑧
④
⑭

合計　137名

○本店
　（17名）

○大町支店
　（6名）

○大鰐支店
　（5名）

○富田支店
　（13名）

○城東支店
　（7名）

第1区（48名）
秋元　清歩
阿保　宏行
相馬　弘竹
根深　敏昭
平山　清明
吉澤　俊寿

泉谷　清逸
泉谷　拓司
田村　昌司
堀川　貴

相嘉　繁男
太田　秀穂
小田桐　武明
小林　二郎
田中　寿
三上　淳
三上　晃一
三嶋　俊彦
山本　隆宏

石田　豊章
一戸　圭介
小山　紀昭
兼平　力
喜多山　敏博
柴田　洋一
高地　優貢
對馬　理之
廣田　昭三
村上　岩男

石澤　久敏
葛西　博人
唐牛　淳司
唐牛　均
北畠　春二
工藤　健一
田澤　誠
中田　勝美
三上　鉄弘

尾崎　淳一
長内　純一
對馬　勉
成田　英世
毛内　大
安田　博

⑥
⑧
③
②
②
⑥

⑭
②
④
②

⑩
⑦
⑥
②
⑨
⑩
③
⑥
②

⑧
①
⑥
⑩
⑧
③
③
④
①
⑧

②
⑦
⑤
⑤
⑥
⑥
②
⑥
④

②
⑤
③
④
②
①

○下町支店
　（6名）

○浜の町支店
　（4名）

○和徳支店
　（9名）

○岩木支店
　（10名）

○藤崎支店
　（9名）

○五所川原支店
　（6名）

第2区（44名）
青森県りんごジュース（株）
上原　聡
長内　俊
加藤　芳信
北山　和彦
北山　茂朝
工藤　悟
佐川　伸男
櫻庭　修造
櫻庭　俊光
佐藤　憲一
佐藤　洵一
中村　公生
鳴海　信宏
福原　真一
棟方　清崇
村元　幸仁
横山　博
渡邊　正
桜庭　勝幸
佐藤　喜廣
髙橋　遵司
寺口　勇一
丹羽　正樹

浅利　勉
葛西　綾子
佐藤　和哉
仙台　芳美
外川　明博
竹村　政太郎
田本　和行
成田　和博
八木橋　善彦
山田　フミエ

入江　政弘
小田桐　輝雄
木村　勉
佐藤　剛
西谷　孝雄
福井　和春

葛西　忠雄
工藤　嘉浩
品川　正人
鈴木　誠
福士　光明

⑮
⑤
③
①
②
⑩
⑤
⑨
③
④
⑨
⑪
④
①
②
②
②
⑧
⑤
⑧
⑨
④
⑩
⑬

⑧
⑦
④
⑧
⑦
⑤
⑥
③
⑥
⑧

③
⑦
⑪
③
③
⑤

⑧
④
④
③
⑪

○黒石支店
　（24名）

○平賀支店
　（10名）

○尾上支店
　（6名）

○田舎館支店
　（5名）

第3区（45名）

総代会制度・総代名簿
2 0 2 4

18 19
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報酬体系について　

　当金庫における報酬体系の開示対象となる「対象役員」は、常勤理事及び常勤監事をいいます。対象役員
に対する報酬等は、職務執行の対価として支払う「基本報酬」及び「賞与」、在任期間中の職務執行及び特別
功労の対価として退任時に支払う「退職慰労金」で構成されております。

　⑴ 報酬体系の概要
【基本報酬及び賞与】
非常勤を含む全役員の基本報酬及び賞与につきましては、総代会において、理事全員及び監事全員そ

れぞれの支払総額の最高限度額を決定しております。
そのうえで、各理事の基本報酬額につきましては役位や在任年数等を、各理事の賞与額については前
年度の業績等をそれぞれ勘案し、当金庫の理事会において決定しております。また、各監事の基本報酬額
及び賞与額につきましては、監事の協議により決定しております。

【退職慰労金】
退職慰労金につきましては、在任期間中に毎期引当金を計上し、退任時に総代会で承認を得た後、支
払っております。
なお、当金庫では、全役員に適用される退職慰労金の支払いに関して、主として次の事項を規程で定め

ております。
　ａ．支払基準　ｂ．支払時期

　⑵ 2023年度における対象役員に対する報酬等の支払総額

（注）１．対象役員に該当する理事は5名、監事は1名です（期中に退任した者を含む）。
２．上記の内訳は、「基本報酬」54百万円、「賞与」5百万円、「退職慰労金」10百万円となっております。
　なお、「賞与」は当年度中に支払った賞与のうち当年度に帰属する部分の金額（過年度に繰り入れた引
当金分を除く）と当年度に繰り入れた役員賞与引当金の合計額です。
　「退職慰労金」は、当年度中に支払った退職慰労金（過年度に繰り入れた引当金分を除く）と当年度に
繰り入れた役員退職慰労引当金の合計額です。
３．使用人兼務役員の使用人としての報酬等を含めております。

　⑶ その他
　「信用金庫法施行規則第１３２条第１項第６号等の規定に基づき、報酬等に関する事項であって、信用金
庫等の業務の運営又は財産の状況に重要な影響を与えるものとして金融庁長官が別に定めるものを定
める件」（平成２４年３月２９日付金融庁告示第２２号）第2条１項３号、4号及び6号に該当する事項はござ
いませんでした。

当金庫における報酬体系の開示対象となる「対象職員等」は、当金庫の非常勤役員、当金庫の職員であっ
て、対象役員が受ける報酬等と同等額以上の報酬等を受ける者のうち、当金庫の業務及び財産の状況に重
要な影響を与える者をいいます。
なお、2023年度において、対象職員等に該当する者はおりませんでした。

（注）１．対象職員等には、期中に退任・退職した者も含めております。
２．「同等額」は 、2023年度に対象役員に支払った報酬等の平均額としております。
３．2023年度において対象役員が受ける報酬等と同等額以上の報酬等を受ける者はおりませんで
した。

1. 対象役員

2. 対象職員等

監事会

各 営 業 店

総代会

常
勤
会

理事長

専務理事

常務理事

常勤理事

（2024年6月末現在）

組織

役員一覧（2024年6月末現在）
理 事 長

常 務 理 事

常 勤 理 事

常 勤 理 事

常 勤 理 事

理 　 　 事

理 　 　 事

理 　 　 事

理 　 　 事

常 勤 監 事

監 　 　 事

監 　 　 事

小　中　雅　彦

村　上　靖　浩

白　戸　　　均

船　水　章　文

平　井　督　人

三　上　千　春

小山内　柳　一

村　上　信　吾

大　竹　祐　司

石　澤　泰　彦

小　林　忠一郎

奈良岡　博　則

監　事
小林  忠一郎

理　事
小山内  柳一

理　事
三上  千春

理　事
村上  信吾

常務理事
村上  靖浩

理事長
小中 雅彦

監　事
奈良岡  博則

常勤理事
白戸　均

常勤理事
船水  章文

常勤理事
平井　督人

常勤監事
石澤  泰彦

理　事
大竹  祐司

人事部

人事課

総合企画部

総合企画課

資金証券課

総務部
総務課
庶務課
リスク管理課
コンプライアンス課

　当金庫では、ガバナンス強化、および経営に地域の声を取り入れるため、職員出身以外の会員理事（職員外
理事）を、下記のとおり登用しております。
≪職員外理事の人数≫

人数

≪職員外理事の人数≫

常　勤
非常勤

2023年3月末 2024年3月末
4
0
4

4
0
4

（単位：人）

理事会

常勤監事

監査部

監査課

※1　信用金庫業界の「総代会の機能向上策等に関する申し合わせ」に基づく職員外理事です。
※2　信用金庫法第３２条第５項に規定する員外監事です。

※1

※1

※1

※1

※2

業務部
業務企画課

営業推進課

サービス課

融資部

管理課

融資課

支援課

事務部

事務課

集中課

営業本部

組織・報酬体系
2 0 2 4

区　分
対象役員に対する報酬等 70

支払総額
（単位：百万円）

20 21
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報酬体系について　

　当金庫における報酬体系の開示対象となる「対象役員」は、常勤理事及び常勤監事をいいます。対象役員
に対する報酬等は、職務執行の対価として支払う「基本報酬」及び「賞与」、在任期間中の職務執行及び特別
功労の対価として退任時に支払う「退職慰労金」で構成されております。

　⑴ 報酬体系の概要
【基本報酬及び賞与】
非常勤を含む全役員の基本報酬及び賞与につきましては、総代会において、理事全員及び監事全員そ

れぞれの支払総額の最高限度額を決定しております。
そのうえで、各理事の基本報酬額につきましては役位や在任年数等を、各理事の賞与額については前

年度の業績等をそれぞれ勘案し、当金庫の理事会において決定しております。また、各監事の基本報酬額
及び賞与額につきましては、監事の協議により決定しております。

【退職慰労金】
退職慰労金につきましては、在任期間中に毎期引当金を計上し、退任時に総代会で承認を得た後、支

払っております。
なお、当金庫では、全役員に適用される退職慰労金の支払いに関して、主として次の事項を規程で定め

ております。
　ａ．支払基準　ｂ．支払時期

　⑵ 2023年度における対象役員に対する報酬等の支払総額

（注）１．対象役員に該当する理事は5名、監事は1名です（期中に退任した者を含む）。
２．上記の内訳は、「基本報酬」54百万円、「賞与」5百万円、「退職慰労金」10百万円となっております。
　なお、「賞与」は当年度中に支払った賞与のうち当年度に帰属する部分の金額（過年度に繰り入れた引
当金分を除く）と当年度に繰り入れた役員賞与引当金の合計額です。
　「退職慰労金」は、当年度中に支払った退職慰労金（過年度に繰り入れた引当金分を除く）と当年度に
繰り入れた役員退職慰労引当金の合計額です。
３．使用人兼務役員の使用人としての報酬等を含めております。

　⑶ その他
　「信用金庫法施行規則第１３２条第１項第６号等の規定に基づき、報酬等に関する事項であって、信用金
庫等の業務の運営又は財産の状況に重要な影響を与えるものとして金融庁長官が別に定めるものを定
める件」（平成２４年３月２９日付金融庁告示第２２号）第2条１項３号、4号及び6号に該当する事項はござ
いませんでした。

当金庫における報酬体系の開示対象となる「対象職員等」は、当金庫の非常勤役員、当金庫の職員であっ
て、対象役員が受ける報酬等と同等額以上の報酬等を受ける者のうち、当金庫の業務及び財産の状況に重
要な影響を与える者をいいます。
なお、2023年度において、対象職員等に該当する者はおりませんでした。

（注）１．対象職員等には、期中に退任・退職した者も含めております。
２．「同等額」は 、2023年度に対象役員に支払った報酬等の平均額としております。
３．2023年度において対象役員が受ける報酬等と同等額以上の報酬等を受ける者はおりませんで
した。

1. 対象役員

2. 対象職員等

監事会

各 営 業 店

総代会

常
勤
会

理事長

専務理事

常務理事

常勤理事

（2024年6月末現在）

組織

役員一覧（2024年6月末現在）
理 事 長

常 務 理 事

常 勤 理 事

常 勤 理 事

常 勤 理 事

理 　 　 事

理 　 　 事

理 　 　 事

理 　 　 事

常 勤 監 事

監 　 　 事

監 　 　 事

小　中　雅　彦

村　上　靖　浩

白　戸　　　均

船　水　章　文

平　井　督　人

三　上　千　春

小山内　柳　一

村　上　信　吾

大　竹　祐　司

石　澤　泰　彦

小　林　忠一郎

奈良岡　博　則

監　事
小林  忠一郎

理　事
小山内  柳一

理　事
三上  千春

理　事
村上  信吾

常務理事
村上  靖浩

理事長
小中 雅彦

監　事
奈良岡  博則

常勤理事
白戸　均

常勤理事
船水  章文

常勤理事
平井　督人

常勤監事
石澤  泰彦

理　事
大竹  祐司

人事部

人事課

総合企画部

総合企画課

資金証券課

総務部
総務課
庶務課
リスク管理課
コンプライアンス課

　当金庫では、ガバナンス強化、および経営に地域の声を取り入れるため、職員出身以外の会員理事（職員外
理事）を、下記のとおり登用しております。
≪職員外理事の人数≫

人数

≪職員外理事の人数≫

常　勤
非常勤

2023年3月末 2024年3月末
4
0
4

4
0
4

（単位：人）

理事会

常勤監事

監査部

監査課

※1　信用金庫業界の「総代会の機能向上策等に関する申し合わせ」に基づく職員外理事です。
※2　信用金庫法第３２条第５項に規定する員外監事です。

※1

※1

※1

※1

※2

業務部
業務企画課

営業推進課

サービス課

融資部

管理課

融資課

支援課

事務部

事務課

集中課

営業本部

組織・報酬体系
2 0 2 4

区　分
対象役員に対する報酬等 70

支払総額
（単位：百万円）

20 21

Stoshin2024_B00_p02-p29.indd   20-21Stoshin2024_B00_p02-p29.indd   20-21 2024/07/17   17:552024/07/17   17:55



融資(ローン)
営業のご案内 （2024年6月末現在）預金業務

●預金積金
　当座預金、普通預金、貯蓄預金、通知預金、定期預金、定期積金、別段預金、納税準備預金

●譲渡性預金
　譲渡可能な預金

貸出業務
●貸付
　手形貸付、証書貸付及び当座貸越

●手形の割引
　銀行引受手形、商業手形及び荷付為替手形の割引

為替業務
　送金為替、当座振込、代金取立等に関する各種業務

附帯業務
●債務の保証又は手形の引受け

●有価証券の貸付

●国債証券等の引受け、募集の取扱い、はね返り玉の買取り

●金銭債権の取得又は譲渡及びこれに付随する業務

●短期社債等の取得又は譲渡

●業務の代理
　○日本銀行（歳入代理店業務）
　○株式会社日本政策金融公庫
　○独立行政法人住宅金融支援機構  等

●代理店業務
　○信金中央金庫

●国･地方公共団体･会社等の金銭の収納、その他金銭に係る事務の取扱い

●保護預り及び貸金庫業務

●振替業

●両替

有価証券について金融商品取引法により信用金庫が営むことのできる業務
●国債証券等の窓口販売

法律により信用金庫が営むことのできる業務
●生命保険･損害保険の窓口販売

●スポーツ振興くじの払戻業務

●確定拠出年金法により行う業務

●電子債権記録業に係る業務

東奥信用金庫の主要な事業の内容

マイホーム資金や教育資金など、皆さまのニーズに合わせて、個人のご利用しやすいローンを
ご提供するとともに、地域中小企業の経営の安定や発展のための資金をご用立てしております。

主要な事業・営業のご案内

とうしんは、地域の皆さまの
暮らしと経営を応援します。

2 0 2 4

お使いみち 限度額 期間 担保

住
宅
ロ
ー
ン

と う し ん 住 宅 ロ ー ン 住宅の新築・購入、住宅用土地購入、住宅のリフォーム、マンションの
購入資金等のほか借換資金にもご利用いただけます。 10,000万円 40年以内 不動産

とうしんマイホームローン

とうしん無担保住宅ローン 無担保でご自宅の購入、新築、建て替え、増改築・リフォーム費用、住宅
ローンの借換え等の資金にご利用いただけます。 2,000万円 25年以内 不要

新 型 リフォー ム ロ ー ン ご自宅の増改築等のリフォーム資金、リフォームローンの借換資金および
リフォームと同時に購入する家具、家電などの資金にご利用いただけます。 1,000万円 15年以内 不要

とうし ん 空 き 家 ロ ー ン 空き家の解体費用、空き家のリフォーム費用にご利用いただけます。 500万円 15年以内 不要

とうしん住宅サポートローン とうしん住宅ローンご契約者限定で、家具・家電の購入費用、引越
費用、仮住まい費用、借換資金などにご利用いただけます。 500万円 40年以内 不要

と う し ん 住 宅
サ ポ ー ト ロ ー ン ワ イ ド

当金庫住宅ローン（有担保）ご契約者限定で、健康で文化的な生活を
営むために必要な資金にご利用いただけます。 500万円 20年以内 不要

消
費
者
ロ
ー
ン

とうしんカーライフプラン 自動車やバイク等の購入をはじめ、運転免許取得資金、車検費用にも
ご利用いただけます。 1,000万円

15年以内

不要

新型マイカーローンプラス 13年以内

と う し ん 教 育 プ ラ ン

入学金、授業料等の学校納付金をはじめ、受験費用、教科書代、下宿代
等の費用にもご利用いただけます。

1,000万円 16年以内

新 型 教 育 ロ ー ン 500万円 16年10ヵ月
以内

と う し ん 学 資 プ ラ ン 200万円 10年以内

子 育 て 応 援 ロ ー ン 出産・子育てにかかる資金にご利用いただけます。 100万円 10年以内

とうし ん フリ ー ロ ー ン

レジャーやショッピングなど自由にご利用いただけます。

500万円 10年以内

とうしんハッピーライフ 800万円 10年以内

とうし ん ス ピ ード ロ ー ン
「 ア シ ス ト 」 500万円 10年以内

ご 満 足 プ ラ ン 50万円 5年以内

とうしんシニアライフローン 満60歳以上の年金受給者専用のローンです。リフォーム（増改築・
修繕）資金、自動車の購入資金、旅行費用等、健康で文化的な生活を
営むために必要な資金にご利用いただけます。

100万円 10年以内
シ ル バ ー ラ イ フ ロ ー ン

他 社 お ま と め ロ ー ン 消費者金融・クレジット・キャッシング等、他社のお借入をまとめて一本化
いたします。 300万円 7年以内

(注)
参照

農 業 応 援 ロ ー ン お使いみち自由、農業を営む方を対象としたローンです。 100万円 5年以内 不要

カ
ー
ド
ロ
ー
ン

とうし ん カ ード ロ ー ン

お使いみち自由、健康で文化的な生活を営むために必要な資金を
カード1枚でいつでもご利用いただけます。

10～50万円
3年

（自動更新）

不要

とうしんカードローン100 60～100万円

カードローン「ステップ」 30・50　　
70・100万円

2年
（自動更新）

ご 満 足 カ ー ド 10～50万円 3年
（自動更新）

と う し ん き ゃ っ す る 50～300万円 5年
（自動更新）

とうしん教育カードローン 入学金、授業料等の学校納付金をはじめ、受験費用、教科書代、
アパート資金等の費用にご利用いただけます。

50～500万円 卒業後
10年以内

当 座 貸 越 型
と う し ん 教 育 ロ ー ン 1,000万円 卒業後

15年以内 不動産

事
業
資
金

事 業 者 カ ー ド ロ ー ン 事業に必要な資金にご利用いただけます。 100～2,000万円 1年または
2年

原則
不要

事 業 者 サ ポ ー ト 資 金
事業に必要な運転資金にご利用いただけます。

500万円
5年以内 不要

事 業 応 援 ロ ー ン 200万円

（注）有担保でのお取扱いと無担保でのお取扱いがあり、金利等の条件が異なります。
なお、上記商品内容の詳細については、「とうしん」窓口にお問い合わせいただくか、ホームページでもご確認いただけます。22 23
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融資(ローン)
営業のご案内 （2024年6月末現在）預金業務

●預金積金
　当座預金、普通預金、貯蓄預金、通知預金、定期預金、定期積金、別段預金、納税準備預金

●譲渡性預金
　譲渡可能な預金

貸出業務
●貸付
　手形貸付、証書貸付及び当座貸越

●手形の割引
　銀行引受手形、商業手形及び荷付為替手形の割引

為替業務
　送金為替、当座振込、代金取立等に関する各種業務

附帯業務
●債務の保証又は手形の引受け

●有価証券の貸付

●国債証券等の引受け、募集の取扱い、はね返り玉の買取り

●金銭債権の取得又は譲渡及びこれに付随する業務

●短期社債等の取得又は譲渡

●業務の代理
　○日本銀行（歳入代理店業務）
　○株式会社日本政策金融公庫
　○独立行政法人住宅金融支援機構  等

●代理店業務
　○信金中央金庫

●国･地方公共団体･会社等の金銭の収納、その他金銭に係る事務の取扱い

●保護預り及び貸金庫業務

●振替業

●両替

有価証券について金融商品取引法により信用金庫が営むことのできる業務
●国債証券等の窓口販売

法律により信用金庫が営むことのできる業務
●生命保険･損害保険の窓口販売

●スポーツ振興くじの払戻業務

●確定拠出年金法により行う業務

●電子債権記録業に係る業務

東奥信用金庫の主要な事業の内容

マイホーム資金や教育資金など、皆さまのニーズに合わせて、個人のご利用しやすいローンを
ご提供するとともに、地域中小企業の経営の安定や発展のための資金をご用立てしております。

主要な事業・営業のご案内

とうしんは、地域の皆さまの
暮らしと経営を応援します。

2 0 2 4

お使いみち 限度額 期間 担保

住
宅
ロ
ー
ン

と う し ん 住 宅 ロ ー ン 住宅の新築・購入、住宅用土地購入、住宅のリフォーム、マンションの
購入資金等のほか借換資金にもご利用いただけます。 10,000万円 40年以内 不動産

とうしんマイホームローン

とうしん無担保住宅ローン 無担保でご自宅の購入、新築、建て替え、増改築・リフォーム費用、住宅
ローンの借換え等の資金にご利用いただけます。 2,000万円 25年以内 不要

新 型 リフォー ム ロ ー ン ご自宅の増改築等のリフォーム資金、リフォームローンの借換資金および
リフォームと同時に購入する家具、家電などの資金にご利用いただけます。 1,000万円 15年以内 不要

とうし ん 空 き 家 ロ ー ン 空き家の解体費用、空き家のリフォーム費用にご利用いただけます。 500万円 15年以内 不要

とうしん住宅サポートローン とうしん住宅ローンご契約者限定で、家具・家電の購入費用、引越
費用、仮住まい費用、借換資金などにご利用いただけます。 500万円 40年以内 不要

と う し ん 住 宅
サ ポ ー ト ロ ー ン ワ イ ド

当金庫住宅ローン（有担保）ご契約者限定で、健康で文化的な生活を
営むために必要な資金にご利用いただけます。 500万円 20年以内 不要

消
費
者
ロ
ー
ン

とうしんカーライフプラン 自動車やバイク等の購入をはじめ、運転免許取得資金、車検費用にも
ご利用いただけます。 1,000万円

15年以内

不要

新型マイカーローンプラス 13年以内

と う し ん 教 育 プ ラ ン

入学金、授業料等の学校納付金をはじめ、受験費用、教科書代、下宿代
等の費用にもご利用いただけます。

1,000万円 16年以内

新 型 教 育 ロ ー ン 500万円 16年10ヵ月
以内

と う し ん 学 資 プ ラ ン 200万円 10年以内

子 育 て 応 援 ロ ー ン 出産・子育てにかかる資金にご利用いただけます。 100万円 10年以内

とうし ん フリ ー ロ ー ン

レジャーやショッピングなど自由にご利用いただけます。

500万円 10年以内

とうしんハッピーライフ 800万円 10年以内

とうし ん ス ピ ード ロ ー ン
「 ア シ ス ト 」 500万円 10年以内

ご 満 足 プ ラ ン 50万円 5年以内

とうしんシニアライフローン 満60歳以上の年金受給者専用のローンです。リフォーム（増改築・
修繕）資金、自動車の購入資金、旅行費用等、健康で文化的な生活を
営むために必要な資金にご利用いただけます。

100万円 10年以内
シ ル バ ー ラ イ フ ロ ー ン

他 社 お ま と め ロ ー ン 消費者金融・クレジット・キャッシング等、他社のお借入をまとめて一本化
いたします。 300万円 7年以内

(注)
参照

農 業 応 援 ロ ー ン お使いみち自由、農業を営む方を対象としたローンです。 100万円 5年以内 不要

カ
ー
ド
ロ
ー
ン

とうし ん カ ード ロ ー ン

お使いみち自由、健康で文化的な生活を営むために必要な資金を
カード1枚でいつでもご利用いただけます。

10～50万円
3年

（自動更新）

不要

とうしんカードローン100 60～100万円

カードローン「ステップ」 30・50　　
70・100万円

2年
（自動更新）

ご 満 足 カ ー ド 10～50万円 3年
（自動更新）

と う し ん き ゃ っ す る 50～300万円 5年
（自動更新）

とうしん教育カードローン 入学金、授業料等の学校納付金をはじめ、受験費用、教科書代、
アパート資金等の費用にご利用いただけます。

50～500万円 卒業後
10年以内

当 座 貸 越 型
と う し ん 教 育 ロ ー ン 1,000万円 卒業後

15年以内 不動産

事
業
資
金

事 業 者 カ ー ド ロ ー ン 事業に必要な資金にご利用いただけます。 100～2,000万円 1年または
2年

原則
不要

事 業 者 サ ポ ー ト 資 金
事業に必要な運転資金にご利用いただけます。

500万円
5年以内 不要

事 業 応 援 ロ ー ン 200万円

（注）有担保でのお取扱いと無担保でのお取扱いがあり、金利等の条件が異なります。
なお、上記商品内容の詳細については、「とうしん」窓口にお問い合わせいただくか、ホームページでもご確認いただけます。22 23
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預金　
　普通預金、当座預金、懸賞金付定期預金など、地域の皆さまにとって、より便利でお役に立つ商品・サービスを

積極的にご提案しております。

当　座　預　金

特　色　(　内　容　) 期　間 金　額

会社・商店のお取引に安全で便利な手形・小切手がご利用になれ
ます。 1円以上

普　通　預　金 自由に出し入れできますので、給与・年金の受取、公共料金の自動
支払等、お財布代わりにどうぞ。 1円以上

決済用普通預金 預金保険制度により全額保護される預金です。利息はつきません。
その他のサービスは一部を除き普通預金と同様にご利用いただけます。 1円以上

貯　蓄　預　金 出し入れ自由でキャッシュカードもご利用いただけます。
（口座振替等一部に制限があります。） 1円以上

通　知　預　金 まとまったお金の短期間の運用に最適です。解約の2日以上前に
解約予告が必要です。 1万円以上7日～

納 税 準 備 預 金 納税資金を計画的に準備していただく預金です。
お利息は非課税です。（納税以外の払出しの場合には、課税されます。） 1円以上

期日指定定期預金 1年複利の有利な定期です。お預入れ1年後満期日を指定でき、
一部支払もできます。

100円以上
1千万円以下

最長3年

大 口 定 期 預 金 まとまった資金の運用に最適な定期預金です。 1千万円以上

1ヵ月～5年

ス ー パ ー 定 期 1千万円未満の定期預金です。 100円以上

譲 渡 性 預 金 まとまった資金を短期的、効率的に運用いただける預金です。 5千万円以上2週間～5年

定　期　積　金 毎月一定額を掛け込み、無理なくまとまった資金がつくれます。 千円以上1～5年

満期日指定定期積金
ハッピ ー ス タ ー

サラリーマンの方はボーナス時の増額掛込、年金をお受取りの方
は1ヵ月おきの掛込等、ライフプランにあわせた貯蓄ができます。 千円以上1～5年

消費税サポート積金 法人・事業主のための消費税納付用の短期間定期積金です。 1万円以上6ヵ月～1年

総　合　口　座 普通預金に定期預金、定期積金を担保としてセットでき、担保預積金残高
の90％以内、最高500万円まで自動融資がご利用いただけます。

財　形　預　金 勤労者財産形成制度を通じた、財産づくりのための給与天引積立
です。

財形年金預金 将来の豊かなシルバーライフの準備をどうぞ。財形住宅預金と
合算して元金550万円までお利息は非課税です。

5年以上

財形住宅預金 住宅取得のために、計画的にお積立ください。財形年金預金と
合算して元金550万円までお利息は非課税です。 千円以上

一般財形預金 貯蓄目的はご自由で、一部引出しもできます。 3年以上

各種サービス　
　キャッシュカード（通帳）を利用したご預金の出し入れをはじめ、お振込、パソコンやスマートフォン、ファックス

などを利用したお取引サービスを行っています。お客さまのニーズに合ったものをお選びいただいております。

とうしんでんさいネットサービスは、電子記録債権法に基づきでんさいネットを利用して
提供する決済サービスです。
※電子記録債権とは…
○手形の代替や売掛債権の流動化を図ることで、中小事業者の資金調達の円滑化等が期待
されています。 
○電子記録債権は、インターネット（PC）等を通じて、電子記録債権を記録・管理する電子
　債権記録機関の記録原簿へ電子記録をすることで、安全・簡易・迅速に、支払いや譲渡等
を行うことができます。

MICSキャッシュサービス

国 債 等 の 窓 口 販 売

内 　 国 　 為 　 替

キ
ャ
ッ
シ
ュ
カ
ー
ド
サ
ー
ビ
ス

あ す な ろ ネット

し ん き ん ゼ ロ
ネット サ ー ビ ス

総 合 振 込 サ ー ビ ス

為替自動振込サービス

A T M 振 込 サ ービス

各種クレジットサービス

自 　 動 　 支 　 払
自 　 動 　 受 　 取

夜 　 間 　 金 　 庫

貸 金 庫

長期国債・個人向け国債等の窓口販売を取り扱っております。

当金庫の本支店をはじめ、オンラインで結ばれた全国金融機関のご指定口座へ振込がご利
用いただけます。代金取立も、正確かつ迅速にとり行なっております。

全国信用金庫、都市銀行、地方銀行等の自動機でキャッシュカードをお使いになれるほか、
加盟各社のクレジットカードなどのお取扱いができます。

青森銀行の自動機で平日の通常時間帯は、手数料無料でお引き出し（相互利用）ができます。

ATM提携サービス ゆうちょ銀行、イオン銀行、セブン銀行、ローソン銀行、駅のATM「VIEW ALTTE」で
当金庫のキャッシュカードがご利用いただけます。

デ ビ ッ ト カ ー ド ジェイデビットマークがあるお店で、お買い物やご飲食のご利用代金を、キャッシュカードを
使ってお客さまの口座から即時に決済できます。お申し込みは特に必要ありません。

個人・法人インターネットバンキング

ビジネス・マッチングサービス 売りたい、買いたい等、多種多様な企業のビジネスニーズを全国の信用金庫のネットワーク
を介して結びつけるサービスです。

年金お受取りサービス 年金をお受取りになられている方やこれからお受取りになられる方に、たくさんの特典を
ご用意しております。また、年金お受取り手続きのお手伝いもいたしております。

全国信用金庫の自動機でお引き出し・お預け入れができ、平日の通常時間帯、土曜日８時45分～14時
までのお取扱いは手数料無料です。なお、土曜日の手数料を有料としている信金が一部あります。

毎月多数の送金がある場合に便利です。

毎月決まった日に決められた金額を送金する場合に便利です。一度の手続きでOKです。

画面の指示に従って簡単に振込でき、しかも手数料は割安です。

収納機関と金融機関の間をネットワークで接続し、インターネットバンキングにより、税金や
公共料金等のお支払いにご利用いただけます。

国内はじめ海外の有名店数百万店を加盟店にもち、買物もサイン一つでＯＫです。

自動支払は、一度の手続で公共料金、家賃、授業料、クレジット料金等がご指定の預金口座
から自動的に支払われます。自動受取では年金や配当金、給与等が自動的に入金になります。

当金庫の営業時間終了後、お店の売上等をその日のうちにお預かりいたします。

お客さまの大切な財産や預金証書、有価証券、貴金属等を安全に保管します。

医 　 療 　 保 　 険 一生涯続く「病気・ケガ」への保障の備えとなる保険です。

が 　 ん 　 保 　 険

就 労 所 得 保 障 保 険

標 準 傷 害 保 険

がんと診断された時、安心してがんと闘うための経済的備えとなる保険です。

と う し ん ア プ リ スマートフォンのアプリで入出金明細や残高を確認できるサービスです。

スマホ決済サービス お店でのお買い物やネットショッピングの代金をスマートフォンを使って支払うサービス
です。チャージ型、即時決済型があります。

ことら送金サービス 「ことら送金サービス」は、少額決済インフラ「ことら」を利用した個人間送金サービスです。

病気やケガで働けなくなった方とそのご家族の生活を守る保険です。

国内・国外を問わず、さまざまな事故によるケガを補償する保険です。

マ ル チ ペ イ メ ント
ネットワークサービス

と うし ん で ん さ い
ネ ッ ト サ ー ビ ス

毎月の掛金を運用しながら積み立てていき、原則60歳以降に受け取るしくみとなっています。
毎月いくら積み立てるか、どんな金融商品で運用するか、どのように受け取るかをご自身で
選択できる制度です。また、税制優遇制度をご利用いただけます。

個人型確定拠出年金

窓口の営業時間を気にすることなく、お持ちのパソコン・スマートフォン等から残高照会・
入出金明細照会やお振込み、Eメール通知サービス等が1年365日ご利用いただけます。

営業のご案内
2 0 2 4

24 25
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預金　
　普通預金、当座預金、懸賞金付定期預金など、地域の皆さまにとって、より便利でお役に立つ商品・サービスを

積極的にご提案しております。

当　座　預　金

特　色　(　内　容　) 期　間 金　額

会社・商店のお取引に安全で便利な手形・小切手がご利用になれ
ます。 1円以上

普　通　預　金 自由に出し入れできますので、給与・年金の受取、公共料金の自動
支払等、お財布代わりにどうぞ。 1円以上

決済用普通預金 預金保険制度により全額保護される預金です。利息はつきません。
その他のサービスは一部を除き普通預金と同様にご利用いただけます。 1円以上

貯　蓄　預　金 出し入れ自由でキャッシュカードもご利用いただけます。
（口座振替等一部に制限があります。） 1円以上

通　知　預　金 まとまったお金の短期間の運用に最適です。解約の2日以上前に
解約予告が必要です。 1万円以上7日～

納 税 準 備 預 金 納税資金を計画的に準備していただく預金です。
お利息は非課税です。（納税以外の払出しの場合には、課税されます。） 1円以上

期日指定定期預金 1年複利の有利な定期です。お預入れ1年後満期日を指定でき、
一部支払もできます。

100円以上
1千万円以下

最長3年

大 口 定 期 預 金 まとまった資金の運用に最適な定期預金です。 1千万円以上

1ヵ月～5年

ス ー パ ー 定 期 1千万円未満の定期預金です。 100円以上

譲 渡 性 預 金 まとまった資金を短期的、効率的に運用いただける預金です。 5千万円以上2週間～5年

定　期　積　金 毎月一定額を掛け込み、無理なくまとまった資金がつくれます。 千円以上1～5年

満期日指定定期積金
ハッピ ー ス タ ー

サラリーマンの方はボーナス時の増額掛込、年金をお受取りの方
は1ヵ月おきの掛込等、ライフプランにあわせた貯蓄ができます。 千円以上1～5年

消費税サポート積金 法人・事業主のための消費税納付用の短期間定期積金です。 1万円以上6ヵ月～1年

総　合　口　座 普通預金に定期預金、定期積金を担保としてセットでき、担保預積金残高
の90％以内、最高500万円まで自動融資がご利用いただけます。

財　形　預　金 勤労者財産形成制度を通じた、財産づくりのための給与天引積立
です。

財形年金預金 将来の豊かなシルバーライフの準備をどうぞ。財形住宅預金と
合算して元金550万円までお利息は非課税です。

5年以上

財形住宅預金 住宅取得のために、計画的にお積立ください。財形年金預金と
合算して元金550万円までお利息は非課税です。 千円以上

一般財形預金 貯蓄目的はご自由で、一部引出しもできます。 3年以上

各種サービス　
　キャッシュカード（通帳）を利用したご預金の出し入れをはじめ、お振込、パソコンやスマートフォン、ファックス

などを利用したお取引サービスを行っています。お客さまのニーズに合ったものをお選びいただいております。

とうしんでんさいネットサービスは、電子記録債権法に基づきでんさいネットを利用して
提供する決済サービスです。
※電子記録債権とは…
○手形の代替や売掛債権の流動化を図ることで、中小事業者の資金調達の円滑化等が期待
されています。 
○電子記録債権は、インターネット（PC）等を通じて、電子記録債権を記録・管理する電子
　債権記録機関の記録原簿へ電子記録をすることで、安全・簡易・迅速に、支払いや譲渡等
を行うことができます。

MICSキャッシュサービス

国 債 等 の 窓 口 販 売

内 　 国 　 為 　 替

キ
ャ
ッ
シ
ュ
カ
ー
ド
サ
ー
ビ
ス

あ す な ろ ネット

し ん き ん ゼ ロ
ネット サ ー ビ ス

総 合 振 込 サ ー ビ ス

為替自動振込サービス

A T M 振 込 サ ービス

各種クレジットサービス

自 　 動 　 支 　 払
自 　 動 　 受 　 取

夜 　 間 　 金 　 庫

貸 金 庫

長期国債・個人向け国債等の窓口販売を取り扱っております。

当金庫の本支店をはじめ、オンラインで結ばれた全国金融機関のご指定口座へ振込がご利
用いただけます。代金取立も、正確かつ迅速にとり行なっております。

全国信用金庫、都市銀行、地方銀行等の自動機でキャッシュカードをお使いになれるほか、
加盟各社のクレジットカードなどのお取扱いができます。

青森銀行の自動機で平日の通常時間帯は、手数料無料でお引き出し（相互利用）ができます。

ATM提携サービス ゆうちょ銀行、イオン銀行、セブン銀行、ローソン銀行、駅のATM「VIEW ALTTE」で
当金庫のキャッシュカードがご利用いただけます。

デ ビ ッ ト カ ー ド ジェイデビットマークがあるお店で、お買い物やご飲食のご利用代金を、キャッシュカードを
使ってお客さまの口座から即時に決済できます。お申し込みは特に必要ありません。

個人・法人インターネットバンキング

ビジネス・マッチングサービス 売りたい、買いたい等、多種多様な企業のビジネスニーズを全国の信用金庫のネットワーク
を介して結びつけるサービスです。

年金お受取りサービス 年金をお受取りになられている方やこれからお受取りになられる方に、たくさんの特典を
ご用意しております。また、年金お受取り手続きのお手伝いもいたしております。

全国信用金庫の自動機でお引き出し・お預け入れができ、平日の通常時間帯、土曜日８時45分～14時
までのお取扱いは手数料無料です。なお、土曜日の手数料を有料としている信金が一部あります。

毎月多数の送金がある場合に便利です。

毎月決まった日に決められた金額を送金する場合に便利です。一度の手続きでOKです。

画面の指示に従って簡単に振込でき、しかも手数料は割安です。

収納機関と金融機関の間をネットワークで接続し、インターネットバンキングにより、税金や
公共料金等のお支払いにご利用いただけます。

国内はじめ海外の有名店数百万店を加盟店にもち、買物もサイン一つでＯＫです。

自動支払は、一度の手続で公共料金、家賃、授業料、クレジット料金等がご指定の預金口座
から自動的に支払われます。自動受取では年金や配当金、給与等が自動的に入金になります。

当金庫の営業時間終了後、お店の売上等をその日のうちにお預かりいたします。

お客さまの大切な財産や預金証書、有価証券、貴金属等を安全に保管します。

医 　 療 　 保 　 険 一生涯続く「病気・ケガ」への保障の備えとなる保険です。

が 　 ん 　 保 　 険

就 労 所 得 保 障 保 険

標 準 傷 害 保 険

がんと診断された時、安心してがんと闘うための経済的備えとなる保険です。

と う し ん ア プ リ スマートフォンのアプリで入出金明細や残高を確認できるサービスです。

スマホ決済サービス お店でのお買い物やネットショッピングの代金をスマートフォンを使って支払うサービス
です。チャージ型、即時決済型があります。

ことら送金サービス 「ことら送金サービス」は、少額決済インフラ「ことら」を利用した個人間送金サービスです。

病気やケガで働けなくなった方とそのご家族の生活を守る保険です。

国内・国外を問わず、さまざまな事故によるケガを補償する保険です。

マ ル チ ペ イ メ ント
ネットワークサービス

と うし ん で ん さ い
ネ ッ ト サ ー ビ ス

毎月の掛金を運用しながら積み立てていき、原則60歳以降に受け取るしくみとなっています。
毎月いくら積み立てるか、どんな金融商品で運用するか、どのように受け取るかをご自身で
選択できる制度です。また、税制優遇制度をご利用いただけます。

個人型確定拠出年金

窓口の営業時間を気にすることなく、お持ちのパソコン・スマートフォン等から残高照会・
入出金明細照会やお振込み、Eメール通知サービス等が1年365日ご利用いただけます。

営業のご案内
2 0 2 4

24 25
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主な手数料

ATM利用手数料（当金庫のカードご利用のお客さま）

◎左記・上記手数料には、消費税相当分が含まれております。以上は主な手数料です。詳しくは、窓口でお問い合わせください。

無　料

ATM利用手数料（当金庫のカードご利用のお客さま）

※お振込みの場合は、提携機関所定の振込手数料が
別途必要です。

※残高照会は無料でご利用いただけます。
※一部信用金庫を除き、通帳はご利用いただけません。
※ＡＴＭ設置場所により、ご利用時間の異なる場合が
ございます。

　詳しくは提携機関のホームページをご確認いただく
か、窓口にお問い合わせください。  

本サービスの対象とならないしんきんＡＴＭが一部
ございます。
無料時間帯以外および日曜・祝日は、ＡＴＭ設置信
用金庫所定の手数料が必要です。

※土曜日が祝日の場合は、祝日扱いとなります。
※国民の休日、年末年始等金融機関休業日は祝日扱い
となります。

※店外ＡＴＭによっては、ご利用時間の異なる場合がご
ざいます。詳しくは本誌の50頁をご確認ください。

※当金庫のＡＴＭはすべて通帳繰越が可能です（青森
銀行共同出張所および提携機関ＡＴＭ除く）。

※お振込みの場合は、下記のＡＴＭ振込手数料を別途
頂戴いたします。

青森銀行

お
引
出
し

お引出し

平日
8：00 18：00 21：00

無　料
110円

110円

110円
土曜日
日・祝日

お振込み 残高照会 お引出し お預入れ お振込み 残高照会

お引出し お預入れ

お振込み 残高照会

お引出し お預入れ お振込み 残高照会

お引出し 残高照会

お引出し お預入れ 残高照会 お引出し お振込み 残高照会

お
引
出
し

平日
8：00 8：45 9:00 14:00 18：00 21：00

110円
220円

土曜日
日・祝日

220円220円
220円 220円

220円 220円

110円

お
引
出
し

平日
7：00 8：00 8：45 9:00 14:00 18：00 23：00

110円
220円

220円 220円土曜日
日・祝日

220円220円 110円

お
預
入
れ

平日
110円
220円

土曜日
日・祝日

220円220円 110円

お
引
出
し

平日
8：00 8：45 18：00 21：00

220円
土曜日
日・祝日

220円220円 110円

お
預
入
れ

平日
220円

220円

220円
土曜日
日・祝日

220円220円 110円

お
引
出
し

平日
7：00 8：00 23：00

土曜日
日・祝日

休止

休止
休止

休止

110円
110円
110円

お
引
出
し

平日
8：00 21：00

土曜日
日・祝日

各金融機関所定の手数料
各金融機関所定の手数料
各金融機関所定の手数料

お
預
入
れ

平日
土曜日
日・祝日

休止
休止

110円
110円
110円

お引出し お預入れ 残高照会お引出し お預入れ 残高照会

お
引
出
し

平日
7：00 8：00 23：00

土曜日
日・祝日

休止
休止

110円
110円
110円

お
預
入
れ

平日
土曜日
日・祝日

休止
休止

110円
110円
110円

お
引
出
し

平日
8：00 8：45 9:00 14:00 18：00 21：00

無　料土曜日
日・祝日

無　料

お
預
入
れ

平日
土曜日
日・祝日

無　料

お
引
出
し

平日
8：00 14:00 18：00 19：00 21：00 8：00 19：00 21：00

110円
110円

土曜日
日・祝日

110円無　料
無　料

お
預
入
れ

平日
土曜日
日・祝日

無　料
無　料

全国の信用金庫 全国キャッシュサービス
加盟の提携金融機関

で

ATMのご利用

当金庫のキャッシュカードをご利用
提携機関ATM

全国キャッシュサービス

あすなろNET

駅のATM
「VIEW ALTTE」

手数料
2 0 2 4

振込手数料
利用区分 振込先 振込金額 手数料

窓 

口

当金庫指定の振込用紙、
企業作成の振込依頼書による

お振込みの場合

同一店舗内
５万円未満 ３３０円
５万円以上 ５５０円

当金庫本支店
５万円未満 ３３０円
５万円以上 ５５０円

他金融機関
５万円未満 ６００円
５万円以上 ７７０円

Ａ
Ｔ
Ｍ

当金庫の
キャッシュカードを

ご利用の場合

同一店舗内
５万円未満

無料
５万円以上

当金庫本支店
５万円未満 １１０円
５万円以上 ３３０円

他金融機関
５万円未満 ３８０円
５万円以上 ５５０円

現金によるお振込みの場合

同一店舗内
５万円未満 ２２０円
５万円以上 ４４０円

当金庫本支店
５万円未満 ２２０円
５万円以上 ４４０円

他金融機関
５万円未満 ４９０円
５万円以上 ６６０円

※１  当金庫のキャッシュカードによるお振込みの場合で、同一店舗内
とは「キャッシュカード発行店舗」と「お振込先口座のある店舗」が
同一店舗であることをいいます。

※２  現金によるお振込みの場合で、同一店舗内とは「ATM設置店」と
「お振込先口座のある店舗」が同一店舗であることをいいます。

※３  インターネットバンキングやホームバンキング、ファームバンキン
グ、テレホンバンキング、為替自動振込をご利用いただきますと、
窓口やATMご利用による振込手数料よりお得にご利用いただけ
ます。詳しくは窓口にお問い合わせください（別途ご契約（事前
お手続き）が必要となります）。

融資手数料
項目　 手数料

不動産
担保調査
手数料
および

新規取扱
手数料

担保調査
・ 設定金額に関係なく一律申し受けます。
・ 事業資金および非事業資金に関係な

く申し受けます。
５５，０００円

住宅ローン
とうしん
フラット３５

・ 融資金額を問わず一律申し受けます。
・ 新型住宅ローンおよびしんきん保証

基金付住宅ローン（無担保住宅ロー
ン含む）が対象となります。

不動産
担保変更
手数料

極度額変更（増額・減額）

２２，０００円追加担保設定・順位変更 ※１
担保抹消書類発行

（全部・一部） ※２ ※３
・ 併用委任状1枚発行につき

1件とさせていただきます。

条件変更
手数料

条件変更 ※４ ※５ ※６ ５，５００円
一部繰上償還（証書貸付） ※４ ※５ ※６ ２２，０００円
固定金利選択（金利選択型のみ） ※４ ※９ ５，５００円
住宅ローン全額繰上償還（無担保住宅ローン含む）
 ※４ ※７ ※１０ ３３，０００円

事業性資金証書貸付全額繰上償還 ※４ ※８ １１，０００円
※１  ご融資条件に係る場合は除きます。
※２  普通抵当権の全部抹消は除きます。
※３  平成14年4月30日以前実行の新型住宅ローン（根抵当権扱い）の全部抹消は除きます。
※４  １債権毎に１件として申し受けます。（債務引受および保証人加入・脱退案件を除きます）
※５  保証会社提携個人ローン商品および消費性カードローンは不要とさせていただきます。
※６  平成１２年５月１日以降実行の貸出が対象となります。ただし、しんきん保証基金保証

付リフォームローンは平成２７年４月１日以降実行の貸出が対象となります。
※７  平成１４年５月１日以降実行の貸出が対象となります。ただし、しんきん保証基金保証

付リフォームローンは平成２７年４月１日以降実行の貸出が対象となります。
※８  「既貸決済」が保証協会等の条件の場合で、同一のお客さまに対し新規貸出と同一日

に既貸決済が行われる場合を除きます。
※９  固定金利特約期間終了時に固定金利特約の再選択をした場合は、金利変更の有無に

関わらず、「固定金利選択（金利選択型のみ）」手数料のみ申し受けます。
※10   当金庫内で住宅ローンを借換した場合、新規取扱手数料のみ申し受けます。（「住宅

ローン全額繰上償還」手数料は不要とさせていただきます）

発行・再発行手数料
項　目 手数料

発
行

自己宛小切手 １通 ５５０円
専用約束手形用紙代 １枚 ５５０円
小切手帳 １冊 ５，５００円
手形帳 １冊 ２，７５０円
普通預金入金帳 １冊 ２，２００円
夜間金庫入金帳 １冊 ５，５００円

残高利息証明書
（金融機関宛含む）

金庫制定書式（包括発行）

１通

４４０円
金庫制定書式（都度発行） ６６０円
金庫制定書式外

（監査法人向けの残高証明書も含みます） ２，２００円

取引明細表
税務署

１枚
２２円

税務署以外 ２２０円

再
発
行

通帳（通帳レスからの再発行を含みます）・証書

１件 １，１００円

キャッシュカード
インターネットバンキングお客さまカード
インターネットバンキング画像認証カード
貸金庫ご利用カード
ハードウェアトークン

基本手数料
項　目 手数料

アンサーＦＡＸ通知 １ヶ月 １，１００円
ホームバンキング（照会・振込）
ファームバンキング（照会・振込・一括データ伝送） １ヶ月 ３，３００円

インターネットバンキング（個人向け） － 無料
法人インターネットバンキング １ヶ月 ３，３００円

保護預り・貸金庫・夜間金庫手数料
項　目 手数料

保護預り

1ヶ月

１，１００円
貸金庫 １，１００円

全自動
貸金庫

小　高さ60㎜・幅260㎜・奥行350㎜ １，１００円
中　高さ100㎜・幅260㎜・奥行350㎜ １，８７０円
大　高さ140㎜・幅260㎜・奥行350㎜ ２，６４０円

夜間金庫 ５，５００円

両替・大量硬貨入出金手数料
項　目 硬貨の合計枚数 手数料

両替手数料

１～５０枚 無料
５１～５００枚 ４４０円

５０１～１，０００枚 ６６０円
１，００１枚～２，０００枚 ９９０円
２，００１枚～３，０００枚 １，３２０円
３，００１枚～４，０００枚 １，６５０円
４，００１枚～５，０００枚 ２，２００円

５，００１枚以上 ２，７５０円
以降１，０００枚ごと ５５０円

※　硬貨間の両替の場合は、お持込み枚数とお受取り枚数のいずれか多い枚数とさせて
いただきます。
※　同日中に複数回のお取扱いがあった場合は、その合計枚数に応じた手数料とさせてい
ただきます。
※　以下の場合につきましては、無料とさせていただきます。
　①　汚損した紙幣・硬貨の両替
　②　記念硬貨の両替（当金庫が新規発行の記念硬貨をお客さまに両替する場合）
　③　紙幣から紙幣の両替
　④　社会貢献に繋がる寄付金や義援金等

項　目 硬貨の合計枚数 手数料

大量硬貨入出金手数料

３００枚以下 無料
３０１～５００枚 ４４０円

５０１～１，０００枚 ６６０円
１，００１枚～２，０００枚 ９９０円

２，００１枚以上 １，３２０円
以降１，０００枚ごと ５５０円

※ 数量のわからない硬貨をご持参して入金する場合は、入金する枚数に応じた手数料とい
たします。なお、「無料」に該当する枚数の入金（枚数を指定する入金を含みます）であっ
ても、当金庫で数えた場合は４４０円の手数料を申し受けいたします。

※ お取扱い回数（１日あたり）および同一口座であるか否かにかかわらず、合計枚数に応じた
手数料といたします。

※ 以下の場合に手数料の対象とさせていただきます。
　①当座預金、普通預金、貯蓄預金、納税準備預金への入出金
　②お振込み
　③国庫金（歳入金等）以外の税金、公共料金等、各種料金の払込み
※ 社会福祉事業への寄付金・義援金の払込みは無料です。

未利用口座管理手数料
項　目 手数料

未利用口座管理手数料 年間 １，３２０円
※対象預金の種類
　普通預金口座、貯蓄預金口座、決済用普通預金口座（通帳レス口座を含みます）
※未利用となる口座
　 最後の預入または払戻（当該口座の利息元加および未利用口座管理手数料の引落しを

除きます）から２年以上、一度も預入または払戻がない口座（盗難、紛失等により利用が
停止されている口座を含みます）

※未利用期間の条件
　以下の日付のいずれか遅い日から起算して２年以上とします。
　①２０２１年６月１日
　②最後の預入または払戻の翌日
※対象外となる口座
　①口座の残高が１万円以上の場合
　② 同一支店で、金融資産（定期性預金・国債・保険等）または融資取引（カードローン契約

を含みます）がある場合

紙帳票取扱手数料
項　目 手数料

紙帳票
取扱

手数料

⑴当金庫所定の様式
　①振込依頼書（単票式）
　　※５枚以上の受付
　②振込依頼書（連記式）
　③総合振込依頼書（登録式）
　　※給与振込・賞与振込含む
⑵当金庫所定の様式以外
　① お客さま等が作成する全ての振込依頼書（単票式）
　　※５枚以上の受付
　② お客さま等が作成する全ての振込依頼書（連記式）

２，２００円　
／受付１回

※ 振込指定日ごと、振込種類（総合振込・給与振込・賞与振込等）ごと、対象帳票ごとに１回と
させていただきます。

※所定の振込手数料は別途お支払いいただきます。
※窓口以外の受付も対象とさせていただきます。

※１

※2

26 27
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主な手数料

ATM利用手数料（当金庫のカードご利用のお客さま）

◎左記・上記手数料には、消費税相当分が含まれております。以上は主な手数料です。詳しくは、窓口でお問い合わせください。

無　料

ATM利用手数料（当金庫のカードご利用のお客さま）

※お振込みの場合は、提携機関所定の振込手数料が
別途必要です。

※残高照会は無料でご利用いただけます。
※一部信用金庫を除き、通帳はご利用いただけません。
※ＡＴＭ設置場所により、ご利用時間の異なる場合が
ございます。

　詳しくは提携機関のホームページをご確認いただく
か、窓口にお問い合わせください。  

本サービスの対象とならないしんきんＡＴＭが一部
ございます。
無料時間帯以外および日曜・祝日は、ＡＴＭ設置信
用金庫所定の手数料が必要です。

※土曜日が祝日の場合は、祝日扱いとなります。
※国民の休日、年末年始等金融機関休業日は祝日扱い
となります。

※店外ＡＴＭによっては、ご利用時間の異なる場合がご
ざいます。詳しくは本誌の50頁をご確認ください。

※当金庫のＡＴＭはすべて通帳繰越が可能です（青森
銀行共同出張所および提携機関ＡＴＭ除く）。

※お振込みの場合は、下記のＡＴＭ振込手数料を別途
頂戴いたします。

青森銀行

お
引
出
し

お引出し

平日
8：00 18：00 21：00

無　料
110円

110円

110円
土曜日
日・祝日

お振込み 残高照会 お引出し お預入れ お振込み 残高照会

お引出し お預入れ

お振込み 残高照会

お引出し お預入れ お振込み 残高照会

お引出し 残高照会

お引出し お預入れ 残高照会 お引出し お振込み 残高照会

お
引
出
し

平日
8：00 8：45 9:00 14:00 18：00 21：00

110円
220円

土曜日
日・祝日

220円220円
220円 220円

220円 220円

110円

お
引
出
し

平日
7：00 8：00 8：45 9:00 14:00 18：00 23：00

110円
220円

220円 220円土曜日
日・祝日

220円220円 110円

お
預
入
れ

平日
110円
220円

土曜日
日・祝日

220円220円 110円

お
引
出
し

平日
8：00 8：45 18：00 21：00

220円
土曜日
日・祝日

220円220円 110円

お
預
入
れ

平日
220円

220円

220円
土曜日
日・祝日

220円220円 110円

お
引
出
し

平日
7：00 8：00 23：00

土曜日
日・祝日

休止

休止
休止

休止

110円
110円
110円

お
引
出
し

平日
8：00 21：00

土曜日
日・祝日

各金融機関所定の手数料
各金融機関所定の手数料
各金融機関所定の手数料

お
預
入
れ

平日
土曜日
日・祝日

休止
休止

110円
110円
110円

お引出し お預入れ 残高照会お引出し お預入れ 残高照会

お
引
出
し

平日
7：00 8：00 23：00

土曜日
日・祝日

休止
休止

110円
110円
110円

お
預
入
れ

平日
土曜日
日・祝日

休止
休止

110円
110円
110円

お
引
出
し

平日
8：00 8：45 9:00 14:00 18：00 21：00

無　料土曜日
日・祝日

無　料

お
預
入
れ

平日
土曜日
日・祝日

無　料

お
引
出
し

平日
8：00 14:00 18：00 19：00 21：00 8：00 19：00 21：00

110円
110円

土曜日
日・祝日

110円無　料
無　料

お
預
入
れ

平日
土曜日
日・祝日

無　料
無　料

全国の信用金庫 全国キャッシュサービス
加盟の提携金融機関

で

ATMのご利用

当金庫のキャッシュカードをご利用
提携機関ATM

全国キャッシュサービス

あすなろNET

駅のATM
「VIEW ALTTE」

手 数 料
2 0 2 4

振込手数料
利用区分 振込先 振込金額 手数料

窓 

口

当金庫指定の振込用紙、
企業作成の振込依頼書による

お振込みの場合

同一店舗内
５万円未満 ３３０円
５万円以上 ５５０円

当金庫本支店
５万円未満 ３３０円
５万円以上 ５５０円

他金融機関
５万円未満 ６００円
５万円以上 ７７０円

Ａ
Ｔ
Ｍ

当金庫の
キャッシュカードを

ご利用の場合

同一店舗内
５万円未満

無料
５万円以上

当金庫本支店
５万円未満 １１０円
５万円以上 ３３０円

他金融機関
５万円未満 ３８０円
５万円以上 ５５０円

現金によるお振込みの場合

同一店舗内
５万円未満 ２２０円
５万円以上 ４４０円

当金庫本支店
５万円未満 ２２０円
５万円以上 ４４０円

他金融機関
５万円未満 ４９０円
５万円以上 ６６０円

※１  当金庫のキャッシュカードによるお振込みの場合で、同一店舗内
とは「キャッシュカード発行店舗」と「お振込先口座のある店舗」が
同一店舗であることをいいます。

※２  現金によるお振込みの場合で、同一店舗内とは「ATM設置店」と
「お振込先口座のある店舗」が同一店舗であることをいいます。

※３  インターネットバンキングやホームバンキング、ファームバンキン
グ、テレホンバンキング、為替自動振込をご利用いただきますと、
窓口やATMご利用による振込手数料よりお得にご利用いただけ
ます。詳しくは窓口にお問い合わせください（別途ご契約（事前
お手続き）が必要となります）。

融資手数料
項目　 手数料

不動産
担保調査
手数料
および

新規取扱
手数料

担保調査
・ 設定金額に関係なく一律申し受けます。
・ 事業資金および非事業資金に関係な

く申し受けます。
５５，０００円

住宅ローン
とうしん
フラット３５

・ 融資金額を問わず一律申し受けます。
・ 新型住宅ローンおよびしんきん保証

基金付住宅ローン（無担保住宅ロー
ン含む）が対象となります。

不動産
担保変更
手数料

極度額変更（増額・減額）

２２，０００円追加担保設定・順位変更 ※１
担保抹消書類発行

（全部・一部） ※２ ※３
・ 併用委任状1枚発行につき

1件とさせていただきます。

条件変更
手数料

条件変更 ※４ ※５ ※６ ５，５００円
一部繰上償還（証書貸付） ※４ ※５ ※６ ２２，０００円
固定金利選択（金利選択型のみ） ※４ ※９ ５，５００円
住宅ローン全額繰上償還（無担保住宅ローン含む）
 ※４ ※７ ※１０ ３３，０００円

事業性資金証書貸付全額繰上償還 ※４ ※８ １１，０００円
※１  ご融資条件に係る場合は除きます。
※２  普通抵当権の全部抹消は除きます。
※３  平成14年4月30日以前実行の新型住宅ローン（根抵当権扱い）の全部抹消は除きます。
※４  １債権毎に１件として申し受けます。（債務引受および保証人加入・脱退案件を除きます）
※５  保証会社提携個人ローン商品および消費性カードローンは不要とさせていただきます。
※６  平成１２年５月１日以降実行の貸出が対象となります。ただし、しんきん保証基金保証

付リフォームローンは平成２７年４月１日以降実行の貸出が対象となります。
※７  平成１４年５月１日以降実行の貸出が対象となります。ただし、しんきん保証基金保証

付リフォームローンは平成２７年４月１日以降実行の貸出が対象となります。
※８  「既貸決済」が保証協会等の条件の場合で、同一のお客さまに対し新規貸出と同一日

に既貸決済が行われる場合を除きます。
※９  固定金利特約期間終了時に固定金利特約の再選択をした場合は、金利変更の有無に

関わらず、「固定金利選択（金利選択型のみ）」手数料のみ申し受けます。
※10   当金庫内で住宅ローンを借換した場合、新規取扱手数料のみ申し受けます。（「住宅

ローン全額繰上償還」手数料は不要とさせていただきます）

発行・再発行手数料
項　目 手数料

発
行

自己宛小切手 １通 ５５０円
専用約束手形用紙代 １枚 ５５０円
小切手帳 １冊 ５，５００円
手形帳 １冊 ２，７５０円
普通預金入金帳 １冊 ２，２００円
夜間金庫入金帳 １冊 ５，５００円

残高利息証明書
（金融機関宛含む）

金庫制定書式（包括発行）

１通

４４０円
金庫制定書式（都度発行） ６６０円
金庫制定書式外

（監査法人向けの残高証明書も含みます） ２，２００円

取引明細表
税務署

１枚
２２円

税務署以外 ２２０円

再
発
行

通帳（通帳レスからの再発行を含みます）・証書

１件 １，１００円

キャッシュカード
インターネットバンキングお客さまカード
インターネットバンキング画像認証カード
貸金庫ご利用カード
ハードウェアトークン

基本手数料
項　目 手数料

アンサーＦＡＸ通知 １ヶ月 １，１００円
ホームバンキング（照会・振込）
ファームバンキング（照会・振込・一括データ伝送） １ヶ月 ３，３００円

インターネットバンキング（個人向け） － 無料
法人インターネットバンキング １ヶ月 ３，３００円

保護預り・貸金庫・夜間金庫手数料
項　目 手数料

保護預り

1ヶ月

１，１００円
貸金庫 １，１００円

全自動
貸金庫

小　高さ60㎜・幅260㎜・奥行350㎜ １，１００円
中　高さ100㎜・幅260㎜・奥行350㎜ １，８７０円
大　高さ140㎜・幅260㎜・奥行350㎜ ２，６４０円

夜間金庫 ５，５００円

両替・大量硬貨入出金手数料
項　目 硬貨の合計枚数 手数料

両替手数料

１～５０枚 無料
５１～５００枚 ４４０円

５０１～１，０００枚 ６６０円
１，００１枚～２，０００枚 ９９０円
２，００１枚～３，０００枚 １，３２０円
３，００１枚～４，０００枚 １，６５０円
４，００１枚～５，０００枚 ２，２００円

５，００１枚以上 ２，７５０円
以降１，０００枚ごと ５５０円

※　硬貨間の両替の場合は、お持込み枚数とお受取り枚数のいずれか多い枚数とさせて
いただきます。
※　同日中に複数回のお取扱いがあった場合は、その合計枚数に応じた手数料とさせてい
ただきます。
※　以下の場合につきましては、無料とさせていただきます。
　①　汚損した紙幣・硬貨の両替
　②　記念硬貨の両替（当金庫が新規発行の記念硬貨をお客さまに両替する場合）
　③　紙幣から紙幣の両替
　④　社会貢献に繋がる寄付金や義援金等

項　目 硬貨の合計枚数 手数料

大量硬貨入出金手数料

３００枚以下 無料
３０１～５００枚 ４４０円

５０１～１，０００枚 ６６０円
１，００１枚～２，０００枚 ９９０円

２，００１枚以上 １，３２０円
以降１，０００枚ごと ５５０円

※ 数量のわからない硬貨をご持参して入金する場合は、入金する枚数に応じた手数料とい
たします。なお、「無料」に該当する枚数の入金（枚数を指定する入金を含みます）であっ
ても、当金庫で数えた場合は４４０円の手数料を申し受けいたします。

※ お取扱い回数（１日あたり）および同一口座であるか否かにかかわらず、合計枚数に応じた
手数料といたします。

※ 以下の場合に手数料の対象とさせていただきます。
　①当座預金、普通預金、貯蓄預金、納税準備預金への入出金
　②お振込み
　③国庫金（歳入金等）以外の税金、公共料金等、各種料金の払込み
※ 社会福祉事業への寄付金・義援金の払込みは無料です。

未利用口座管理手数料
項　目 手数料

未利用口座管理手数料 年間 １，３２０円
※対象預金の種類
　普通預金口座、貯蓄預金口座、決済用普通預金口座（通帳レス口座を含みます）
※未利用となる口座
　 最後の預入または払戻（当該口座の利息元加および未利用口座管理手数料の引落しを

除きます）から２年以上、一度も預入または払戻がない口座（盗難、紛失等により利用が
停止されている口座を含みます）

※未利用期間の条件
　以下の日付のいずれか遅い日から起算して２年以上とします。
　①２０２１年６月１日
　②最後の預入または払戻の翌日
※対象外となる口座
　①口座の残高が１万円以上の場合
　② 同一支店で、金融資産（定期性預金・国債・保険等）または融資取引（カードローン契約

を含みます）がある場合

紙帳票取扱手数料
項　目 手数料

紙帳票
取扱

手数料

⑴当金庫所定の様式
　①振込依頼書（単票式）
　　※５枚以上の受付
　②振込依頼書（連記式）
　③総合振込依頼書（登録式）
　　※給与振込・賞与振込含む
⑵当金庫所定の様式以外
　① お客さま等が作成する全ての振込依頼書（単票式）
　　※５枚以上の受付
　② お客さま等が作成する全ての振込依頼書（連記式）

２，２００円　
／受付１回

※ 振込指定日ごと、振込種類（総合振込・給与振込・賞与振込等）ごと、対象帳票ごとに１回と
させていただきます。

※所定の振込手数料は別途お支払いいただきます。
※窓口以外の受付も対象とさせていただきます。

※１

※2
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信金中央金庫（信金中金）は、信用金庫の出資によって設立された協同組織の金融機関であり、全国
の信用金庫を会員とする「信用金庫のセントラルバンク」として１９５０年に設立されました。
信金中金は、信用金庫の業務や経営にかかるサポートのほか、信用金庫業界の資金運用機能などを
有しております。
信金中金の２０２４年３月末現在の資金量は、信用金庫から預けられた資金と金融債を発行して調達

した資金等を合わせて約３４兆円にのぼっています。信金中金は、わが国有数の規模を有する金融機関
であり、数少ない金融債発行機関でもあります。

強固なネットワーク

地域金融に貢献

●運用資産
・・・・・・・・・・・・・・・・・約45兆円
●単体自己資本比率（国内基準）
・・・・・・・・・・・・・・・・・・25.75％
●単体不良債権比率
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・0.24％

信金中金
●預金量
・・・・・・・・・・・・・・・・約161兆円
●信用金庫数　
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・254金庫
●役職員数
・・・・・・・・・・・・・・・・約9万7千人

信用金庫

信用金庫の業務にかかるサポート

上記計数は、2024年3月末現在 上記計数は、2024年3月末現在

総合力で地域金融をバックアップ 邦銀トップクラスの格付

格付機関           長期格付信金中金グループ

金融関連業務証券業務

し
ん
き
ん
証
券
㈱
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金
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ン
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その他業務
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ん
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域
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ムーディーズ（Moody's） A1

S＆Pグローバル・レーティング（S＆P） A

格付投資情報センター（R＆I） A+

日本格付研究所（JCR） AA

2024年3月末現在

・中小企業のビジネスマッチング
や海外展開のサポート
・個人の資産形成や相続にかか
る業務のサポート
・地域創生やフィンテックの活用
など

信用金庫の経営にかかるサポート

・信用金庫の資金運用・リスク
管理のサポート
・信用金庫向け金融商品の提供
・信用金庫の業務効率化のサポ
ート
・信用金庫の経営課題の解決
サポート

信用金庫業界の資金運用

・信用金庫から預け入れられた
預金や金融債を発行して調達
した資金を、国内外の金融商
品や事業会社などへの貸出に
より運用
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ん
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信
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とうしんの歩み

とうしんの歩み・ネットワーク
2 0 2 4

1927年 10月 有限責任弘前信用組合創立

1943年 8月 弘前信用組合に組織変更

1948年 10月 黒石信用組合創立

1951年 10月 弘前信用組合から弘前信用金庫に組織変更

1952年 3月 黒石信用組合から黒石信用金庫に組織変更

1971年 7月 弘前信用金庫・黒石信用金庫が合併し、
東奥信用金庫を創立

1973年 12月 日本銀行青森支店と当座預金取引開始

1977年 8月 本店新築オープン

1978年 10月 両替商業務の取扱開始

1981年 3月 東北地区信用金庫共同事務センターオンライン
に全店加入

1982年 7月 日本銀行歳入代理店に全店指定

1983年 8月 国債等の窓口販売取扱開始

1984年 3月 第１号店外ＡＴＭ（現金自動預入支払機）を
弘前市役所に設置

7月 全店ＣＤ・ＡＴＭ設置完了

1988年 7月 パートタイマー制度導入（愛称：ひまわりさん）

10月 県内初のCI（コーポレートアイデンティティー）
を導入

1989年 1月 第３次オンラインに乗り換え

11月 鷹揚東支店・鷹揚南支店同時オープン

1990年 9月 鷹揚西支店オープン

1994年 3月 駅前再開発ビル内に
大町支店移転新築オープン

1995年 10月 岩木支店移転新築オープン

1998年 10月 鷹揚東支店、鷹揚南支店、鷹揚西支店の店名を
それぞれ高崎支店、松原支店、桔梗野支店に
変更

2001年 5月 保険募集業務の取扱いを開始

9月 吉乃町支店を黒石支店に統合

2003年 2月 個人向け国債の窓口販売取扱いを開始

4月 生命保険の窓口販売取扱いを開始

8月 ｢とうしんインターネットバンキング｣取扱い開始

11月 平賀支店移転新築オープン

2004年 7月 黒石支店リニューアルオープン

2005年 9月 田舎館支店新築オープン

2006年 11月 和徳支店リニューアルオープン

2009年 10月 大町支店移転オープン

11月 石川支店新築オープン

12月 大鰐支店移転新築オープン

2010年 6月 個人向け国債（３年）の取扱いを開始

2011年 9月 標準傷害保険の取扱いを開始

2013年 2月 「経営革新等支援機関」に認定

〃    でんさいサービスの取扱いを開始

7月 下町支店ＡＴＭコーナーリニューアル

2015年 6月 「弘前市空き家・空き地の利活用に関する
パートナーシップ協定」締結

2017年 1月 個人型確定拠出年金の取扱いを開始

10月 国立大学法人弘前大学との
連携協力に関する協定を締結

2018年 4月 五所川原支店新築オープン

10月 本支店・他金融機関あて即時振込の
取扱時間拡大

2019年 3月 「しんきん日本海連携協定」締結

7月 地区内転入予定者への融資取扱いを開始

10月 「とうしんアプリ」の取扱いを開始

12月 「メルペイ」への即時口座連携サービスの開始

2020年 3月 「後見支援預金」の取扱いを開始

4月 石川支店、松原支店をサテライト店舗
（預金特化型店舗）へ変更
大鰐支店、石川支店、松原支店、桔梗野支店で
昼時間の窓口休業を開始

10月 桔梗野支店を本店に統合

2021年 2月 城東支店移転新築オープン
（高崎支店を城東支店に統合）

3月 「東奥信用金庫SDGs宣言」および
「青森県内2信用金庫『SDGs共同宣言』」の公表

4月 温湯支店、浜の町支店、茂森支店を
サテライト店舗（預金特化型店舗）へ変更し
同時に昼時間の窓口休業を開始

12月 日本政策金融公庫協調融資「スリーエス」の
取扱いを開始

2022年 2月 「県内中小企業・小規模事業者の販路拡大支援
に向けたアライアンス」に関する協定締結

4月 お取引先企業のプロフェッショナル人材活用に
係る県内2信用金庫と人材紹介会社7社との
業務連携を開始
尾上支店をサテライト店舗（預金特化型店舗）
へ変更
大町支店、岩木支店、尾上支店、藤崎支店、
田舎館支店で昼時間の窓口休業を開始

9月 松原支店を富田支店に統合
公益財団法人21あおもり産業総合支援
センターとの連携協力協定締結

10月 Web完結ローンの取扱いを開始

12月 電話リレーサービスへの対応を開始

2023年 4月 大鰐支店、田舎館支店をサテライト店舗
（預金特化型店舗）へ変更

11月 黒石支店新築オープン

2024年 4月 とうしん住宅ローンネット申込み開始

ATMでの「地方税統一QRコード」納付の取扱い
開始
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信金中央金庫（信金中金）は、信用金庫の出資によって設立された協同組織の金融機関であり、全国
の信用金庫を会員とする「信用金庫のセントラルバンク」として１９５０年に設立されました。
信金中金は、信用金庫の業務や経営にかかるサポートのほか、信用金庫業界の資金運用機能などを
有しております。
信金中金の２０２４年３月末現在の資金量は、信用金庫から預けられた資金と金融債を発行して調達

した資金等を合わせて約３４兆円にのぼっています。信金中金は、わが国有数の規模を有する金融機関
であり、数少ない金融債発行機関でもあります。

強固なネットワーク

地域金融に貢献

●運用資産
・・・・・・・・・・・・・・・・・約45兆円
●単体自己資本比率（国内基準）
・・・・・・・・・・・・・・・・・・25.75％
●単体不良債権比率
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・0.24％

信金中金
●預金量
・・・・・・・・・・・・・・・・約161兆円
●信用金庫数　
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・254金庫
●役職員数
・・・・・・・・・・・・・・・・約9万7千人

信用金庫

信用金庫の業務にかかるサポート

上記計数は、2024年3月末現在 上記計数は、2024年3月末現在

総合力で地域金融をバックアップ 邦銀トップクラスの格付

格付機関           長期格付信金中金グループ

金融関連業務証券業務

し
ん
き
ん
証
券
㈱

信
金
イ
ン
タ
ー
ナ
シ
ョ
ナ
ル
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その他業務

し
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ん
地
域
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信
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ムーディーズ（Moody's） A1

S＆Pグローバル・レーティング（S＆P） A

格付投資情報センター（R＆I） A+

日本格付研究所（JCR） AA

2024年3月末現在

・中小企業のビジネスマッチング
や海外展開のサポート
・個人の資産形成や相続にかか
る業務のサポート
・地域創生やフィンテックの活用
など

信用金庫の経営にかかるサポート

・信用金庫の資金運用・リスク
管理のサポート
・信用金庫向け金融商品の提供
・信用金庫の業務効率化のサポ
ート
・信用金庫の経営課題の解決
サポート

信用金庫業界の資金運用

・信用金庫から預け入れられた
預金や金融債を発行して調達
した資金を、国内外の金融商
品や事業会社などへの貸出に
より運用

し
ん
き
ん
ア
セ
ッ
ト

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
投
信
㈱

とうしんの歩み

とうしんの歩み・ネットワーク
2 0 2 4

1927年 10月 有限責任弘前信用組合創立

1943年 8月 弘前信用組合に組織変更

1948年 10月 黒石信用組合創立

1951年 10月 弘前信用組合から弘前信用金庫に組織変更

1952年 3月 黒石信用組合から黒石信用金庫に組織変更

1971年 7月 弘前信用金庫・黒石信用金庫が合併し、
東奥信用金庫を創立

1973年 12月 日本銀行青森支店と当座預金取引開始

1977年 8月 本店新築オープン

1978年 10月 両替商業務の取扱開始

1981年 3月 東北地区信用金庫共同事務センターオンライン
に全店加入

1982年 7月 日本銀行歳入代理店に全店指定

1983年 8月 国債等の窓口販売取扱開始

1984年 3月 第１号店外ＡＴＭ（現金自動預入支払機）を
弘前市役所に設置

7月 全店ＣＤ・ＡＴＭ設置完了

1988年 7月 パートタイマー制度導入（愛称：ひまわりさん）

10月 県内初のCI（コーポレートアイデンティティー）
を導入

1989年 1月 第３次オンラインに乗り換え

11月 鷹揚東支店・鷹揚南支店同時オープン

1990年 9月 鷹揚西支店オープン

1994年 3月 駅前再開発ビル内に
大町支店移転新築オープン

1995年 10月 岩木支店移転新築オープン

1998年 10月 鷹揚東支店、鷹揚南支店、鷹揚西支店の店名を
それぞれ高崎支店、松原支店、桔梗野支店に
変更

2001年 5月 保険募集業務の取扱いを開始

9月 吉乃町支店を黒石支店に統合

2003年 2月 個人向け国債の窓口販売取扱いを開始

4月 生命保険の窓口販売取扱いを開始

8月 ｢とうしんインターネットバンキング｣取扱い開始

11月 平賀支店移転新築オープン

2004年 7月 黒石支店リニューアルオープン

2005年 9月 田舎館支店新築オープン

2006年 11月 和徳支店リニューアルオープン

2009年 10月 大町支店移転オープン

11月 石川支店新築オープン

12月 大鰐支店移転新築オープン

2010年 6月 個人向け国債（３年）の取扱いを開始

2011年 9月 標準傷害保険の取扱いを開始

2013年 2月 「経営革新等支援機関」に認定

〃    でんさいサービスの取扱いを開始

7月 下町支店ＡＴＭコーナーリニューアル

2015年 6月 「弘前市空き家・空き地の利活用に関する
パートナーシップ協定」締結

2017年 1月 個人型確定拠出年金の取扱いを開始

10月 国立大学法人弘前大学との
連携協力に関する協定を締結

2018年 4月 五所川原支店新築オープン

10月 本支店・他金融機関あて即時振込の
取扱時間拡大

2019年 3月 「しんきん日本海連携協定」締結

7月 地区内転入予定者への融資取扱いを開始

10月 「とうしんアプリ」の取扱いを開始

12月 「メルペイ」への即時口座連携サービスの開始

2020年 3月 「後見支援預金」の取扱いを開始

4月 石川支店、松原支店をサテライト店舗
（預金特化型店舗）へ変更
大鰐支店、石川支店、松原支店、桔梗野支店で
昼時間の窓口休業を開始

10月 桔梗野支店を本店に統合

2021年 2月 城東支店移転新築オープン
（高崎支店を城東支店に統合）

3月 「東奥信用金庫SDGs宣言」および
「青森県内2信用金庫『SDGs共同宣言』」の公表

4月 温湯支店、浜の町支店、茂森支店を
サテライト店舗（預金特化型店舗）へ変更し
同時に昼時間の窓口休業を開始

12月 日本政策金融公庫協調融資「スリーエス」の
取扱いを開始

2022年 2月 「県内中小企業・小規模事業者の販路拡大支援
に向けたアライアンス」に関する協定締結

4月 お取引先企業のプロフェッショナル人材活用に
係る県内2信用金庫と人材紹介会社7社との
業務連携を開始
尾上支店をサテライト店舗（預金特化型店舗）
へ変更
大町支店、岩木支店、尾上支店、藤崎支店、
田舎館支店で昼時間の窓口休業を開始

9月 松原支店を富田支店に統合
公益財団法人21あおもり産業総合支援
センターとの連携協力協定締結

10月 Web完結ローンの取扱いを開始

12月 電話リレーサービスへの対応を開始

2023年 4月 大鰐支店、田舎館支店をサテライト店舗
（預金特化型店舗）へ変更

11月 黒石支店新築オープン

2024年 4月 とうしん住宅ローンネット申込み開始

ATMでの「地方税統一QRコード」納付の取扱い
開始
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【単位：百万円】

2024年3月末 2024年3月末

財務諸表

■貸借対照表

科     目 科     目
（資産の部）
現金 
預け金
買入金銭債権 
有価証券 
国債
地方債
社債
株式
その他の証券
貸出金
割引手形
手形貸付
証書貸付
当座貸越
その他資産
未決済為替貸
信金中金出資金
未収収益
その他の資産
有形固定資産
建物
土地
リース資産
建設仮勘定
その他の有形固定資産
無形固定資産
ソフトウェア
その他の無形固定資産
前払年金費用 
繰延税金資産 
債務保証見返 
貸倒引当金 
　（うち個別貸倒引当金）

資産の部合計

（負債の部）

預金積金

当座預金

普通預金

貯蓄預金

通知預金

定期預金

定期積金

その他の預金

借用金

借入金

その他負債

未決済為替借

未払費用

給付補塡備金

未払法人税等

前受収益

払戻未済金

払戻未済持分

リース債務

資産除去債務

その他の負債

役員賞与引当金

役員退職慰労引当金

偶発損失引当金

睡眠預金払戻損失引当金

債務保証

負債の部合計

（純資産の部）

出資金

普通出資金

利益剰余金

利益準備金

その他利益剰余金

特別積立金

（経営基盤強化積立金）

当期未処分剰余金

処分未済持分

会員勘定合計

その他有価証券評価差額金

評価・換算差額等合計

純資産の部合計

負債及び純資産の部合計

2,703

46,822

41

64,528

21,525

3,006

22,567

11

17,418

83,088

97

5,934

72,927

4,127

1,367

24

1,009

238

95

2,765

1,161

1,304

23

5

270

16

1

14

246

498

23

△ 1,555

（△ 1,423）

200,546

2023年3月末

2,811

48,036

161

69,621

34,177

4,029

15,502 

11 

15,900

82,886

83 

6,080 

72,285 

4,436 

1,050 

13 

749 

230 

57 

2,587

916 

1,312 

62

115

181

19

5

14 

116

358

32

△ 1,661

（△ 1,427）

206,022

181,815

2,209

100,203

54

40

70,991

4,431

3,886

10,000

10,000

461

37

108

0

27

29

24

18

23

95

96

6

62

77

13

23

192,460

　

1,246

1,246

9,300

1,268

8,031

5,570

(2,500)

2,461

△ 0

10,546

△ 2,460

△ 2,460

8,086

200,546

2023年3月末

183,012

2,123 

97,520 

54 

40

74,154 

4,917

4,202

14,100 

14,100 

476

22 

115

0 

15 

32 

20

5 

63

116

84

6

57 

112 

13

32 

197,812

　

1,268

1,268

8,951

1,289

7,662

5,570 

(2,500)

2,092

△ 57

10,162

△ 1,952

△ 1,952

8,209

206,022

■貸借対照表の注記事項（2024年3月末）

2 0 2 4

資 料 編

（注）   1. 　記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
  2. 　有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、その他有価証券については時価法（売却原価は主として移動平均法により算定）、ただ
し市場価格のない株式等については移動平均法による原価法により行っております。なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。

  ３．　デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。
  ４． 　有形固定資産（リース資産を除く）の減価償却は、定率法（ただし、1998年4月1日以後に取得した建物（建物附属設備を除く。）並びに2016年4月1日以後に取得した建物附
属設備及び構築物については定額法）を採用しております。
　また、主な耐用年数は次のとおりであります。
　　　建　物　  6年～50年
　　　動　産　  2年～20年

  ５． 　無形固定資産の減価償却は、定額法により償却しております。なお、自金庫利用のソフトウェアについては、金庫内における利用可能期間（主として5年）に基づいて償却しております。
  6． 　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」中のリース資産の減価償却は、リース期間を耐用年数とした定額法により償却しております。なお、残存価額に
ついては、リース契約上に残価保証の取決めがあるものは当該残価保証額とし、それ以外のものは零としております。

  7． 　貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。
　日本公認会計士協会 銀行等監査特別委員会報告第４号「銀行等金融機関の資産の自己査定並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査に関する実務指針」（2022年4月14日）に
規定する正常先債権及び要注意先債権に相当する債権については、一定の種類毎に分類し、過去の一定期間における各々の貸倒実績から算出した貸倒実績率等に基づき計上して
おります。破綻懸念先債権に相当する債権については、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち必要と認める額を計上しており
ます。破綻先債権及び実質破綻先債権に相当する債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除した残額を計上しております。
　すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、当該部署から独立した資産監査部署が査定結果を監査しております。

  8． 　役員賞与引当金は、役員への賞与の支払いに備えるため、役員に対する賞与の支給見込額のうち、当事業年度に帰属する額を計上しております。
  9． 　退職給付引当金は、職員の退職給付に備えるため、企業会計基準適用指針第25号「退職給付に関する会計基準の適用指針」（2015年3月26日）に定める簡便法（直近の年金
財政計算上の数理債務を基礎として退職給付を計算する方法）により、当事業年度末における必要額を計上しております。

10． 　当金庫は、複数事業主（信用金庫等）により設立された企業年金制度（総合設立型厚生年金基金）に加入しており、当金庫の拠出に対応する年金資産の額を合理的に計算すること
ができないため、当該企業年金制度への拠出額を退職給付費用として処理しております。
　なお、当該企業年金制度全体の直近の積立状況及び制度全体の拠出等に占める当金庫の割合並びにこれらに関する補足説明は次のとおりであります。
　① 制度全体の積立状況に関する事項（2023年3月31日現在）
　 　年金資産の額  1,680,937百万円
　 　年金財政計算上の数理債務の額
　 　と最低責任準備金の額との合計額  1,770,192百万円
　 　差引額  △　89,255百万円
　② 制度全体に占める当金庫の掛金拠出割合（2023年3月31日現在）
　 　0.2015％
　③ 補足説明
　  　上記①の差引額の主な要因は、年金財政計算上の過去勤務債務残高147,969百万円であります。本制度における過去勤務債務の償却方法は期間19年0カ月の元利均
等定率償却であり、当金庫は、当事業年度の財務諸表上、当該償却に充てられる特別掛金31百万円を費用処理しております。なお、特別掛金の額は、予め定められた掛金率を
掛金拠出時の標準給与の額に乗じることで算定されるため、上記②の割合は当金庫の実際の負担割合とは一致しません。

11． 　役員退職慰労引当金は、役員への退職慰労金の支払いに備えるため、役員に対する退職慰労金の支給見積額のうち、当事業年度末までに発生していると認められる額を計上しております。
12． 　睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金について、預金者からの払戻請求に備えるため、将来の払戻請求に応じて発生する損失を見積り、必要と認める額を計上しております。
13． 　偶発損失引当金は、信用保証協会への負担金の支払いに備えるため、将来の負担金支払見込額を計上しております。
14． 　役務取引等収益は、役務提供の対価として収受する収益であり、内訳として「受入為替手数料」「その他の受入手数料」「その他の役務取引等収益」があります。このうち、受入為
替手数料は、為替業務から収受する受入手数料であり、送金、代金取立等の内国為替業務に基づくものがあります。
　 為替業務及びその他の役務取引等にかかる履行義務は、通常、対価の受領と同時期に充足されるため、原則として、一時点で収益を認識しております。なお、履行義務の充足が
１年超となる取引はありません。

15． 　消費税及び地方消費税（以下「消費税等」という。）の会計処理において、固定資産に係る控除対象外消費税等は「その他の資産」に計上し、5年間で均等償却を行っております。
16．　会計上の見積りにより当事業年度に係る財務諸表にその額を計上した項目であって、翌事業年度に係る財務諸表に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりです。 
　貸倒引当金　　　1,555百万円 
　貸倒引当金の算出方法は、重要な会計方針として７．に記載しております。
　主要な仮定は、「債務者区分の判定における貸出先の将来の業績見通し」であります。「債務者区分の判定における貸出先の将来の業績見通し」は、各債務者の収益獲得能力を
個別に評価し、設定しております。
　なお、個別貸出先の業績変化等により、当初の見積りに用いた仮定が変化した場合は、翌事業年度に係る財務諸表における貸倒引当金に重要な影響を及ぼす可能性があり
ます。

17． 　理事及び監事との間の取引による理事及び監事に対する金銭債権総額565百万円
18． 　有形固定資産の減価償却累計額3,393百万円
19．　信用金庫法及び金融機能の再生のための緊急措置に関する法律に基づく債権は次のとおりであります。なお、債権は、貸借対照表の「有価証券」中の社債（その元本の償還及び利息の支払の
全部又は一部について保証しているものであって、当該社債の発行が有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）によるものに限る。）、貸出金、外国為替、「その他資産」中の未収利息及び仮
払金並びに債務保証見返の各勘定に計上されるもの並びに注記されている有価証券の貸付けを行っている場合のその有価証券（使用貸借又は賃貸借契約によるものに限る。）であります。
破産更生債権及びこれらに準ずる債権額　  　525百万円
危険債権額　　　　　　　　　　　　　　2,473百万円
三月以上延滞債権額　　　　　　　　　　    　 2百万円
貸出条件緩和債権額　　　　　　　　　　   946百万円
合計額　　　　　　　　　　　　　　　　3,947百万円
　破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立て等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれらに準ず
る債権であります。
　危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収及び利息の受取りができない可能性の高い債
権で破産更生債権及びこれらに準ずる債権に該当しないものであります。
　三月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上遅延している貸出金で破産更生債権及びこれらに準ずる債権並びに危険債権に該当しないもの
であります。
　貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを
行った貸出金で破産更生債権及びこれらに準ずる債権、危険債権並びに三月以上延滞債権に該当しないものであります。
　なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。

20． 　手形割引は、業種別委員会実務指針第24号に基づき金融取引として処理しております。これにより受け入れた商業手形は、売却又は（再）担保という方法で自由に処分できる権
利を有しておりますが、その額面金額は97百万円であります。

21．　担保に供している資産は次のとおりであります。
　担保に供している資産
　　有価証券　12,400百万円
　担保資産に対応する債務
　　預金　　　　　　9百万円
　　借用金　   10,000百万円
　上記のほか、為替決済等の取引の担保あるいは根担保として、預け金8,700百万円を差し入れております。

22.　出資１口当たりの純資産額324円45銭
23.　金融商品の状況に関する事項
⑴ 金融商品に対する取組方針
　 当金庫は、預金業務、融資業務及び市場運用業務などの金融業務を行っております。
　 このため、金利変動による不利な影響が生じないように、資産及び負債の総合的管理（ALM）をしております。
⑵ 金融商品の内容及びそのリスク
　 当金庫が保有する金融資産は、主として事業地区内のお客様に対する貸出金です。30 31

Stoshin2024_B00_p30-p47.indd   30-31Stoshin2024_B00_p30-p47.indd   30-31 2024/06/25   13:432024/06/25   13:43



【単位：百万円】

2024年3月末 2024年3月末

財務諸表

■貸借対照表

科     目 科     目
（資産の部）
現金 
預け金
買入金銭債権 
有価証券 
国債
地方債
社債
株式
その他の証券
貸出金
割引手形
手形貸付
証書貸付
当座貸越
その他資産
未決済為替貸
信金中金出資金
未収収益
その他の資産
有形固定資産
建物
土地
リース資産
建設仮勘定
その他の有形固定資産
無形固定資産
ソフトウェア
その他の無形固定資産
前払年金費用 
繰延税金資産 
債務保証見返 
貸倒引当金 
　（うち個別貸倒引当金）

資産の部合計

（負債の部）

預金積金

当座預金

普通預金

貯蓄預金

通知預金

定期預金

定期積金

その他の預金

借用金

借入金

その他負債

未決済為替借

未払費用

給付補塡備金

未払法人税等

前受収益

払戻未済金

払戻未済持分

リース債務

資産除去債務

その他の負債

役員賞与引当金

役員退職慰労引当金

偶発損失引当金

睡眠預金払戻損失引当金

債務保証

負債の部合計

（純資産の部）

出資金

普通出資金

利益剰余金

利益準備金

その他利益剰余金

特別積立金

（経営基盤強化積立金）

当期未処分剰余金

処分未済持分

会員勘定合計

その他有価証券評価差額金

評価・換算差額等合計

純資産の部合計

負債及び純資産の部合計

2,703

46,822

41

64,528

21,525

3,006

22,567

11

17,418

83,088

97

5,934

72,927

4,127

1,367

24

1,009

238

95

2,765

1,161

1,304

23

5

270

16

1

14

246

498

23

△ 1,555

（△ 1,423）

200,546

2023年3月末

2,811

48,036

161

69,621

34,177

4,029

15,502 

11 

15,900

82,886

83 

6,080 

72,285 

4,436 

1,050 

13 

749 

230 

57 

2,587

916 

1,312 

62

115

181

19

5

14 

116

358

32

△ 1,661

（△ 1,427）

206,022

181,815

2,209

100,203

54

40

70,991

4,431

3,886

10,000

10,000

461

37

108

0

27

29

24

18

23

95

96

6

62

77

13

23

192,460

　

1,246

1,246

9,300

1,268

8,031

5,570

(2,500)

2,461

△ 0

10,546

△ 2,460

△ 2,460

8,086

200,546

2023年3月末

183,012

2,123 

97,520 

54 

40

74,154 

4,917

4,202

14,100 

14,100 

476

22 

115

0 

15 

32 

20

5 

63

116

84

6

57 

112 

13

32 

197,812

　

1,268

1,268

8,951

1,289

7,662

5,570 

(2,500)

2,092

△ 57

10,162

△ 1,952

△ 1,952

8,209

206,022

■貸借対照表の注記事項（2024年3月末）

2 0 2 4

資 料 編

（注）   1. 　記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
  2. 　有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、その他有価証券については時価法（売却原価は主として移動平均法により算定）、ただ
し市場価格のない株式等については移動平均法による原価法により行っております。なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。

  ３．　デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。
  ４． 　有形固定資産（リース資産を除く）の減価償却は、定率法（ただし、1998年4月1日以後に取得した建物（建物附属設備を除く。）並びに2016年4月1日以後に取得した建物附
属設備及び構築物については定額法）を採用しております。
　また、主な耐用年数は次のとおりであります。
　　　建　物　  6年～50年
　　　動　産　  2年～20年

  ５． 　無形固定資産の減価償却は、定額法により償却しております。なお、自金庫利用のソフトウェアについては、金庫内における利用可能期間（主として5年）に基づいて償却しております。
  6． 　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」中のリース資産の減価償却は、リース期間を耐用年数とした定額法により償却しております。なお、残存価額に
ついては、リース契約上に残価保証の取決めがあるものは当該残価保証額とし、それ以外のものは零としております。

  7． 　貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。
　日本公認会計士協会 銀行等監査特別委員会報告第４号「銀行等金融機関の資産の自己査定並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査に関する実務指針」（2022年4月14日）に
規定する正常先債権及び要注意先債権に相当する債権については、一定の種類毎に分類し、過去の一定期間における各々の貸倒実績から算出した貸倒実績率等に基づき計上して
おります。破綻懸念先債権に相当する債権については、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち必要と認める額を計上しており
ます。破綻先債権及び実質破綻先債権に相当する債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除した残額を計上しております。
　すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、当該部署から独立した資産監査部署が査定結果を監査しております。

  8． 　役員賞与引当金は、役員への賞与の支払いに備えるため、役員に対する賞与の支給見込額のうち、当事業年度に帰属する額を計上しております。
  9． 　退職給付引当金は、職員の退職給付に備えるため、企業会計基準適用指針第25号「退職給付に関する会計基準の適用指針」（2015年3月26日）に定める簡便法（直近の年金
財政計算上の数理債務を基礎として退職給付を計算する方法）により、当事業年度末における必要額を計上しております。

10． 　当金庫は、複数事業主（信用金庫等）により設立された企業年金制度（総合設立型厚生年金基金）に加入しており、当金庫の拠出に対応する年金資産の額を合理的に計算すること
ができないため、当該企業年金制度への拠出額を退職給付費用として処理しております。
　なお、当該企業年金制度全体の直近の積立状況及び制度全体の拠出等に占める当金庫の割合並びにこれらに関する補足説明は次のとおりであります。
　① 制度全体の積立状況に関する事項（2023年3月31日現在）
　 　年金資産の額  1,680,937百万円
　 　年金財政計算上の数理債務の額
　 　と最低責任準備金の額との合計額  1,770,192百万円
　 　差引額  △　89,255百万円
　② 制度全体に占める当金庫の掛金拠出割合（2023年3月31日現在）
　 　0.2015％
　③ 補足説明
　  　上記①の差引額の主な要因は、年金財政計算上の過去勤務債務残高147,969百万円であります。本制度における過去勤務債務の償却方法は期間19年0カ月の元利均
等定率償却であり、当金庫は、当事業年度の財務諸表上、当該償却に充てられる特別掛金31百万円を費用処理しております。なお、特別掛金の額は、予め定められた掛金率を
掛金拠出時の標準給与の額に乗じることで算定されるため、上記②の割合は当金庫の実際の負担割合とは一致しません。

11． 　役員退職慰労引当金は、役員への退職慰労金の支払いに備えるため、役員に対する退職慰労金の支給見積額のうち、当事業年度末までに発生していると認められる額を計上しております。
12． 　睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金について、預金者からの払戻請求に備えるため、将来の払戻請求に応じて発生する損失を見積り、必要と認める額を計上しております。
13． 　偶発損失引当金は、信用保証協会への負担金の支払いに備えるため、将来の負担金支払見込額を計上しております。
14． 　役務取引等収益は、役務提供の対価として収受する収益であり、内訳として「受入為替手数料」「その他の受入手数料」「その他の役務取引等収益」があります。このうち、受入為
替手数料は、為替業務から収受する受入手数料であり、送金、代金取立等の内国為替業務に基づくものがあります。
　 為替業務及びその他の役務取引等にかかる履行義務は、通常、対価の受領と同時期に充足されるため、原則として、一時点で収益を認識しております。なお、履行義務の充足が
１年超となる取引はありません。

15． 　消費税及び地方消費税（以下「消費税等」という。）の会計処理において、固定資産に係る控除対象外消費税等は「その他の資産」に計上し、5年間で均等償却を行っております。
16．　会計上の見積りにより当事業年度に係る財務諸表にその額を計上した項目であって、翌事業年度に係る財務諸表に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりです。 
　貸倒引当金　　　1,555百万円 
　貸倒引当金の算出方法は、重要な会計方針として７．に記載しております。
　主要な仮定は、「債務者区分の判定における貸出先の将来の業績見通し」であります。「債務者区分の判定における貸出先の将来の業績見通し」は、各債務者の収益獲得能力を
個別に評価し、設定しております。
　なお、個別貸出先の業績変化等により、当初の見積りに用いた仮定が変化した場合は、翌事業年度に係る財務諸表における貸倒引当金に重要な影響を及ぼす可能性があり
ます。

17． 　理事及び監事との間の取引による理事及び監事に対する金銭債権総額565百万円
18． 　有形固定資産の減価償却累計額3,393百万円
19．　信用金庫法及び金融機能の再生のための緊急措置に関する法律に基づく債権は次のとおりであります。なお、債権は、貸借対照表の「有価証券」中の社債（その元本の償還及び利息の支払の
全部又は一部について保証しているものであって、当該社債の発行が有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）によるものに限る。）、貸出金、外国為替、「その他資産」中の未収利息及び仮
払金並びに債務保証見返の各勘定に計上されるもの並びに注記されている有価証券の貸付けを行っている場合のその有価証券（使用貸借又は賃貸借契約によるものに限る。）であります。
破産更生債権及びこれらに準ずる債権額　  　525百万円
危険債権額　　　　　　　　　　　　　　2,473百万円
三月以上延滞債権額　　　　　　　　　　    　 2百万円
貸出条件緩和債権額　　　　　　　　　　   946百万円
合計額　　　　　　　　　　　　　　　　3,947百万円
　破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立て等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれらに準ず
る債権であります。
　危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収及び利息の受取りができない可能性の高い債
権で破産更生債権及びこれらに準ずる債権に該当しないものであります。
　三月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上遅延している貸出金で破産更生債権及びこれらに準ずる債権並びに危険債権に該当しないもの
であります。
　貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを
行った貸出金で破産更生債権及びこれらに準ずる債権、危険債権並びに三月以上延滞債権に該当しないものであります。
　なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。

20． 　手形割引は、業種別委員会実務指針第24号に基づき金融取引として処理しております。これにより受け入れた商業手形は、売却又は（再）担保という方法で自由に処分できる権
利を有しておりますが、その額面金額は97百万円であります。

21．　担保に供している資産は次のとおりであります。
　担保に供している資産
　　有価証券　12,400百万円
　担保資産に対応する債務
　　預金　　　　　　9百万円
　　借用金　   10,000百万円
　上記のほか、為替決済等の取引の担保あるいは根担保として、預け金8,700百万円を差し入れております。

22.　出資１口当たりの純資産額324円45銭
23.　金融商品の状況に関する事項
⑴ 金融商品に対する取組方針
　 当金庫は、預金業務、融資業務及び市場運用業務などの金融業務を行っております。
　 このため、金利変動による不利な影響が生じないように、資産及び負債の総合的管理（ALM）をしております。
⑵ 金融商品の内容及びそのリスク
　 当金庫が保有する金融資産は、主として事業地区内のお客様に対する貸出金です。30 31
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　 また、有価証券は、主に債券及び投資信託であり、満期保有目的及び純投資目的で保有しております。
　 これらは、それぞれ発行体の信用リスク及び金利の変動リスク、市場価格の変動リスクに晒されております。
　 一方、金融負債は主としてお客様からの預金であり、流動性リスクに晒されております。
⑶ 金融商品に係るリスク管理体制
　① 信用リスクの管理
　 �　当金庫は、リスク管理の基本方針及びリスク管理規程に従い、貸出金について、個別案件ごとの与信審査、与信限度額、信用情報管理、保証や担保の設定、問題債権への対
応など与信管理に関する体制を整備し運営しております。

　 �　これらの与信管理は、各営業店のほか融資部により行われ、また、定期的に経営陣による理事会や常勤会を開催し、審議・報告を行っております。
　 �　さらに、与信管理の状況については、総務部がチェックしております。
　 �　有価証券の発行体の信用リスクに関しては、総合企画部において、信用情報や時価の把握を定期的に行うことで管理しております。
　② 市場リスクの管理
　　ⅰ 金利リスクの管理
　 　�　当金庫は、ALMによって金利の変動リスクを管理しております。
　 　�　ALMに関する方針に基づき、常勤会において実施状況の把握・確認、今後の対応等の協議を行っております。
　 　�　日常的には総合企画部において金融資産及び負債の金利や期間を総合的に把握し、ギャップ分析や金利感応度分析等によりモニタリングを行い、月次ベースでALM委

員会に報告しております。
　　ⅱ 為替リスクの管理

　当金庫は運用のための外貨建て資産を保有していないものの、投資信託の一部に為替の影響を受けるものがあることから、月次ベースで為替感応度を計測・分析しALM
委員会に報告しております。

　　ⅲ 価格変動リスクの管理
　 　��　有価証券を含む市場運用商品の保有については、常勤会の決議に基づき、理事会の監督の下、資金運用規程に従い行われております。
　 　��　このうち、総合企画部では、市場運用商品の購入を行っており、事前審査、投資限度額の設定のほか、継続的なモニタリングを通じて、価格変動リスクの軽減を図っております。
　 　��　これらの情報は総合企画部を通じ、理事会及び常勤会において定期的に報告されております。
　　ⅳ 市場リスクに係る定量的情報
　 　��　当金庫において、主要なリスク変数である金利リスクの影響を受ける主たる金融商品は、「預け金」、「有価証券」のうち債券及び投資信託、「貸出金」、「預金積金」、「借用

金」であります。
　当金庫では、これらの金融資産及び金融負債について、「信用金庫法施行規則第132条第1項第5号ニ等の規定に基づき、自己資本の充実の状況等について金融庁長官
が別に定める事項」（2014年金融庁告示第8号）において通貨ごとに規定された金利ショックを用いた経済価値の変動額を市場リスク量とし、金利の変動リスクの管理にあ
たっての定量的分析に利用しております。
　当該変動額の算定にあたっては、対象の金融資産及び金融負債をそれぞれ金利期日に応じて適切な期間に残高を分解し、期間ごとの金利変動幅を用いております。
　なお、金利以外のすべてのリスク変数が一定であると仮定し、当事業年度末において、上方パラレルシフト（指標金利の上昇をいい、日本円金利の場合1.00％上昇等、通
貨ごとに上昇幅が異なる）が生じた場合、対象となる金融商品の経済価値は6,471百万円減少するものと把握しております。
　当該変動額は、金利を除くリスク変数が一定の場合を前提としており、金利とその他のリスク変数との相関を考慮しておりません。
　また、金利の合理的な予想変動幅を超える変動が生じた場合には、算定額を超える影響が生じる可能性があります。

　③ 資金調達に係る流動性リスクの管理
　 �　当金庫は、ALMを通して、適時に資金管理を行うほか、資金調達手段の多様化、市場環境を考慮した長短の調達バランスの調整などによって、流動性リスクを管理しております。
⑷ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　�金融商品の時価の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件等によった場合、当該価額が異なることもあります。
　なお、金融商品のうち預け金、貸出金、預金積金、借用金については、簡便な計算により算出した時価に代わる金額を開示しております。

24．　金融商品の時価等に関する事項
　2024年3月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりであります（時価等の評価技法（算定方法）については（注１）参照）。なお、市場価格のな
い株式等は、次表には含めておりません(（注２）参照)。また、現金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。
　また、重要性の乏しい科目については記載を省略しております。

（単位：百万円）
貸借対照表計上額 時　価 差　額

⑴　預け金（＊１） 46,822 47,049 227
　　未収収益（預け金利息） 59 59 －

46,882 47,109 227
⑵　有価証券 64,517 64,548 31
　　　売買目的有価証券 － － －
　　　満期保有目的の債券 10,748 10,780 31
　　　その他有価証券（＊３） 53,768 53,768 －
　　未収収益（有価証券利息配当金） 61 61 －

64,578 64,609 31
⑶　貸出金（＊１） 83,088 84,419 1,331
　　未収収益（貸出金利息） 117 117 －
　　貸倒引当金（＊２）������ △�1,550 △�1,550 －

81,655 82,986 1,331
金融資産計 193,116 194,705 1,589

⑴　預金積金（＊１） 181,815 181,671 △�143
　　未払費用（預金利息） 1 1 －
　 181,817 181,673 △�143
⑵　借用金（＊１） 10,000 9,930 △�69
　　未払費用（借用金利息） 0 0 －

10,000 9,930 △�69
金融負債計 191,817 191,604 △�213

（＊１）預け金、貸出金、預金積金、借用金の「時価」には、「簡便な計算により算出した時価に代わる金額」を記載しております。
（＊２）貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。
（＊３）その他有価証券には、企業会計基準適用指針第31号「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（2021年6月17日）第24-9項の基準価額を時価とみなす取扱いを

適用した投資信託が含まれております。
（注１）金融商品の時価等の評価技法（算定方法）
　金融資産
　 ⑴ 預け金
　　�　満期のない預け金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。満期のある預け金については、残存期間に基づく区分ごと
に、市場金利（SWAP）で割り引いた現在価値を時価に代わる金額として記載しております。

　 ⑵ 有価証券
　　�　債券は取引所の価格または取引金融機関から提示された価格によっております。投資信託は、取引所の価格又は公表されている基準価額によっております。
　　�　なお、保有目的区分ごとの有価証券に関する注記事項については25．から26．に記載しております。
　 ⑶ 貸出金
　　�　貸出金は、以下の①～④の合計額から、貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除する方法により算定し、その算出結果を時価に代わる金額として記載
しております。
① 破綻懸念先債権、実質破綻先債権及び破綻先債権等、将来キャッシュ・フローの見積りが困難な債権については、貸借対照表中の貸出金勘定に計上している額（貸倒引
当金控除前の金額。以下「貸出金計上額」という。）
② ①以外のうち、変動金利によるものは貸出金計上額
③ ①以外のうち、固定金利によるものは貸出金の期間に基づく区分ごとに、元利金の合計額を市場金利（SWAP）で割り引いた価額
④ ①以外のうち、当座貸越は貸出金計上額

　金融負債
　　⑴ 預金積金
　�　要求払預金については、決算日に要求された場合の支払額（帳簿価額）を時価とみなしております。また、定期性預金の時価は、一定の期間ごとに区分して、将来のキャッ
シュ・フローを割り引いて現在価値を算定し、その算出結果を時価に代わる金額として記載しております。その割引率は、市場金利（SWAP）を用いております。

　　⑵ 借用金
　�　借用金については、一定の期間ごとに区分した当該借用金の元利金の合計額を市場金利（SWAP）で割り引いて現在価値を算定し、その算出結果を時価に代わる金額と
して記載しております。

（注２）�市場価格のない株式等の貸借対照表計上額は次のとおりであり、金融商品の時価情報には含まれておりません。
（単位：百万円）

区　分 貸借対照表計上額
非上場株式（＊） 11
信金中央金庫出資金（＊） 1,009

（＊）非上場株式及び信金中央金庫出資金については、企業会計基準適用指針第19号「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（2020年3月31日）第5項に基づき、時価
開示の対象とはしておりません。

（注３）金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額
（単位：百万円）

1年以内 1年超5年以内 5年超10年以内 10年超
預け金（＊） 30,200 7,600 1,200 1,200
有価証券（＊） 4,331 9,578 18,842 23,855
　満期保有目的の債券 － 4,300 6,500 －
　その他有価証券のうち満期があるもの 4,331 5,278 12,342 23,855
貸出金（＊） 13,273 23,569 16,782 24,689

合　計 47,804 40,747 36,824 49,744
（＊）�預け金、有価証券、貸出金のうち期間の定めがないものは含めておりません。また貸出金のうち、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等、償還予定額が見込め

ないものは含めておりません。
（注４）借用金及びその他の有利子負債の決算日後の返済予定額

（単位：百万円）
1年以内 1年超5年以内 5年超10年以内 10年超

預金積金 175,943 5,761 7 101
借用金 5,000 5,000 － －

合　計 180,943 10,761 7 101
（＊）�預金積金のうち、要求払預金は「１年以内」に含めて開示しております。

25．�　有価証券の時価及び評価差額等に関する事項は次のとおりであります。これらには、「国債」、「地方債」、「社債」、「株式」、「その他の証券」が含まれております。以下、26．まで同
様であります。
　満期保有目的の債券

種類 貸借対照表計上額（百万円） 時価（百万円） 差額（百万円）

時価が貸借対照表計上額を超えるもの

国債 － － －
地方債 － － －
社債 4,870 4,926 56
その他 699 701 1

小計 5,570 5,627 57

時価が貸借対照表計上額を超えないもの

国債 － － －
地方債 － － －
社債 5,078 5,056 △�21
その他 100 95 △�4

小計 5,178 5,152 △�25
合　計 10,748 10,780 31

　その他有価証券
種類 貸借対照表計上額（百万円） 取得原価（百万円） 差額（百万円）

貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの

株式 － － －
債券 6,700 6,555 145
　国債 2,058 1,928 130
　地方債 3,006 3,000 6
　社債 1,635 1,626 8
その他 5,427 5,176 251

小計 12,128 11,731 396

貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの

株式 － － －
債券 30,449 33,256 △�2,807
　国債 19,466 21,983 △�2,516
　地方債 － － －
　社債 10,982 11,272 △�290
その他 11,190 11,720 △�529

小計 41,640 44,976 △�3,336
合　計 53,768 56,708 △�2,939

26．　当事業年度中に売却したその他有価証券
売却額（百万円） 売却益の合計額（百万円） 売却損の合計額（百万円）

株式 － － －
債券 11,265 295 △�445
　国債 11,265 295 △�445
　地方債 － － －
　社債 － － －
その他 715 36 △�19

合計 11,980 332 △�464
27.�　当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資
金を貸し付けることを約する契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は、12,936百万円であります。このうち契約残存期間が１年以内のものが5,359百万円あり
ます。
　なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが必ずしも当金庫の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではあり
ません。これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、当金庫が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をするこ
とができる旨の条項が付けられております。また、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定めている金庫内手続に基づき
顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。

28.　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、それぞれ以下のとおりであります。
繰延税金資産
　貸倒引当金� 358百万円
　役員退職慰労引当金� 17　　　
　未払賞与� 18　　　
　その他有価証券に係る評価差額� 479　　　
　その他� � � � 87　　　
繰延税金資産小計� 961　　　
評価性引当額� △�379　　　
繰延税金資産合計� 581　　　
繰延税金負債合計� 82　　　
繰延税金資産の純額� � ��　498百万円��
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　 また、有価証券は、主に債券及び投資信託であり、満期保有目的及び純投資目的で保有しております。
　 これらは、それぞれ発行体の信用リスク及び金利の変動リスク、市場価格の変動リスクに晒されております。
　 一方、金融負債は主としてお客様からの預金であり、流動性リスクに晒されております。
⑶ 金融商品に係るリスク管理体制
　① 信用リスクの管理
　 �　当金庫は、リスク管理の基本方針及びリスク管理規程に従い、貸出金について、個別案件ごとの与信審査、与信限度額、信用情報管理、保証や担保の設定、問題債権への対
応など与信管理に関する体制を整備し運営しております。

　 �　これらの与信管理は、各営業店のほか融資部により行われ、また、定期的に経営陣による理事会や常勤会を開催し、審議・報告を行っております。
　 �　さらに、与信管理の状況については、総務部がチェックしております。
　 �　有価証券の発行体の信用リスクに関しては、総合企画部において、信用情報や時価の把握を定期的に行うことで管理しております。
　② 市場リスクの管理
　　ⅰ 金利リスクの管理
　 　�　当金庫は、ALMによって金利の変動リスクを管理しております。
　 　�　ALMに関する方針に基づき、常勤会において実施状況の把握・確認、今後の対応等の協議を行っております。
　 　�　日常的には総合企画部において金融資産及び負債の金利や期間を総合的に把握し、ギャップ分析や金利感応度分析等によりモニタリングを行い、月次ベースでALM委

員会に報告しております。
　　ⅱ 為替リスクの管理

　当金庫は運用のための外貨建て資産を保有していないものの、投資信託の一部に為替の影響を受けるものがあることから、月次ベースで為替感応度を計測・分析しALM
委員会に報告しております。

　　ⅲ 価格変動リスクの管理
　 　��　有価証券を含む市場運用商品の保有については、常勤会の決議に基づき、理事会の監督の下、資金運用規程に従い行われております。
　 　��　このうち、総合企画部では、市場運用商品の購入を行っており、事前審査、投資限度額の設定のほか、継続的なモニタリングを通じて、価格変動リスクの軽減を図っております。
　 　��　これらの情報は総合企画部を通じ、理事会及び常勤会において定期的に報告されております。
　　ⅳ 市場リスクに係る定量的情報
　 　��　当金庫において、主要なリスク変数である金利リスクの影響を受ける主たる金融商品は、「預け金」、「有価証券」のうち債券及び投資信託、「貸出金」、「預金積金」、「借用

金」であります。
　当金庫では、これらの金融資産及び金融負債について、「信用金庫法施行規則第132条第1項第5号ニ等の規定に基づき、自己資本の充実の状況等について金融庁長官
が別に定める事項」（2014年金融庁告示第8号）において通貨ごとに規定された金利ショックを用いた経済価値の変動額を市場リスク量とし、金利の変動リスクの管理にあ
たっての定量的分析に利用しております。
　当該変動額の算定にあたっては、対象の金融資産及び金融負債をそれぞれ金利期日に応じて適切な期間に残高を分解し、期間ごとの金利変動幅を用いております。
　なお、金利以外のすべてのリスク変数が一定であると仮定し、当事業年度末において、上方パラレルシフト（指標金利の上昇をいい、日本円金利の場合1.00％上昇等、通
貨ごとに上昇幅が異なる）が生じた場合、対象となる金融商品の経済価値は6,471百万円減少するものと把握しております。
　当該変動額は、金利を除くリスク変数が一定の場合を前提としており、金利とその他のリスク変数との相関を考慮しておりません。
　また、金利の合理的な予想変動幅を超える変動が生じた場合には、算定額を超える影響が生じる可能性があります。

　③ 資金調達に係る流動性リスクの管理
　 �　当金庫は、ALMを通して、適時に資金管理を行うほか、資金調達手段の多様化、市場環境を考慮した長短の調達バランスの調整などによって、流動性リスクを管理しております。
⑷ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　�金融商品の時価の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件等によった場合、当該価額が異なることもあります。
　なお、金融商品のうち預け金、貸出金、預金積金、借用金については、簡便な計算により算出した時価に代わる金額を開示しております。

24．　金融商品の時価等に関する事項
　2024年3月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりであります（時価等の評価技法（算定方法）については（注１）参照）。なお、市場価格のな
い株式等は、次表には含めておりません(（注２）参照)。また、現金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。
　また、重要性の乏しい科目については記載を省略しております。

（単位：百万円）
貸借対照表計上額 時　価 差　額

⑴　預け金（＊１） 46,822 47,049 227
　　未収収益（預け金利息） 59 59 －

46,882 47,109 227
⑵　有価証券 64,517 64,548 31
　　　売買目的有価証券 － － －
　　　満期保有目的の債券 10,748 10,780 31
　　　その他有価証券（＊３） 53,768 53,768 －
　　未収収益（有価証券利息配当金） 61 61 －

64,578 64,609 31
⑶　貸出金（＊１） 83,088 84,419 1,331
　　未収収益（貸出金利息） 117 117 －
　　貸倒引当金（＊２）������ △�1,550 △�1,550 －

81,655 82,986 1,331
金融資産計 193,116 194,705 1,589

⑴　預金積金（＊１） 181,815 181,671 △�143
　　未払費用（預金利息） 1 1 －
　 181,817 181,673 △�143
⑵　借用金（＊１） 10,000 9,930 △�69
　　未払費用（借用金利息） 0 0 －

10,000 9,930 △�69
金融負債計 191,817 191,604 △�213

（＊１）預け金、貸出金、預金積金、借用金の「時価」には、「簡便な計算により算出した時価に代わる金額」を記載しております。
（＊２）貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。
（＊３）その他有価証券には、企業会計基準適用指針第31号「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（2021年6月17日）第24-9項の基準価額を時価とみなす取扱いを

適用した投資信託が含まれております。
（注１）金融商品の時価等の評価技法（算定方法）
　金融資産
　 ⑴ 預け金
　　�　満期のない預け金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。満期のある預け金については、残存期間に基づく区分ごと
に、市場金利（SWAP）で割り引いた現在価値を時価に代わる金額として記載しております。

　 ⑵ 有価証券
　　�　債券は取引所の価格または取引金融機関から提示された価格によっております。投資信託は、取引所の価格又は公表されている基準価額によっております。
　　�　なお、保有目的区分ごとの有価証券に関する注記事項については25．から26．に記載しております。
　 ⑶ 貸出金
　　�　貸出金は、以下の①～④の合計額から、貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除する方法により算定し、その算出結果を時価に代わる金額として記載
しております。
① 破綻懸念先債権、実質破綻先債権及び破綻先債権等、将来キャッシュ・フローの見積りが困難な債権については、貸借対照表中の貸出金勘定に計上している額（貸倒引
当金控除前の金額。以下「貸出金計上額」という。）
② ①以外のうち、変動金利によるものは貸出金計上額
③ ①以外のうち、固定金利によるものは貸出金の期間に基づく区分ごとに、元利金の合計額を市場金利（SWAP）で割り引いた価額
④ ①以外のうち、当座貸越は貸出金計上額

　金融負債
　　⑴ 預金積金
　�　要求払預金については、決算日に要求された場合の支払額（帳簿価額）を時価とみなしております。また、定期性預金の時価は、一定の期間ごとに区分して、将来のキャッ
シュ・フローを割り引いて現在価値を算定し、その算出結果を時価に代わる金額として記載しております。その割引率は、市場金利（SWAP）を用いております。

　　⑵ 借用金
　�　借用金については、一定の期間ごとに区分した当該借用金の元利金の合計額を市場金利（SWAP）で割り引いて現在価値を算定し、その算出結果を時価に代わる金額と
して記載しております。

（注２）�市場価格のない株式等の貸借対照表計上額は次のとおりであり、金融商品の時価情報には含まれておりません。
（単位：百万円）

区　分 貸借対照表計上額
非上場株式（＊） 11
信金中央金庫出資金（＊） 1,009

（＊）非上場株式及び信金中央金庫出資金については、企業会計基準適用指針第19号「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（2020年3月31日）第5項に基づき、時価
開示の対象とはしておりません。

（注３）金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額
（単位：百万円）

1年以内 1年超5年以内 5年超10年以内 10年超
預け金（＊） 30,200 7,600 1,200 1,200
有価証券（＊） 4,331 9,578 18,842 23,855
　満期保有目的の債券 － 4,300 6,500 －
　その他有価証券のうち満期があるもの 4,331 5,278 12,342 23,855
貸出金（＊） 13,273 23,569 16,782 24,689

合　計 47,804 40,747 36,824 49,744
（＊）�預け金、有価証券、貸出金のうち期間の定めがないものは含めておりません。また貸出金のうち、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等、償還予定額が見込め

ないものは含めておりません。
（注４）借用金及びその他の有利子負債の決算日後の返済予定額

（単位：百万円）
1年以内 1年超5年以内 5年超10年以内 10年超

預金積金 175,943 5,761 7 101
借用金 5,000 5,000 － －

合　計 180,943 10,761 7 101
（＊）�預金積金のうち、要求払預金は「１年以内」に含めて開示しております。

25．�　有価証券の時価及び評価差額等に関する事項は次のとおりであります。これらには、「国債」、「地方債」、「社債」、「株式」、「その他の証券」が含まれております。以下、26．まで同
様であります。
　満期保有目的の債券

種類 貸借対照表計上額（百万円） 時価（百万円） 差額（百万円）

時価が貸借対照表計上額を超えるもの

国債 － － －
地方債 － － －
社債 4,870 4,926 56
その他 699 701 1

小計 5,570 5,627 57

時価が貸借対照表計上額を超えないもの

国債 － － －
地方債 － － －
社債 5,078 5,056 △�21
その他 100 95 △�4

小計 5,178 5,152 △�25
合　計 10,748 10,780 31

　その他有価証券
種類 貸借対照表計上額（百万円） 取得原価（百万円） 差額（百万円）

貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの

株式 － － －
債券 6,700 6,555 145
　国債 2,058 1,928 130
　地方債 3,006 3,000 6
　社債 1,635 1,626 8
その他 5,427 5,176 251

小計 12,128 11,731 396

貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの

株式 － － －
債券 30,449 33,256 △�2,807
　国債 19,466 21,983 △�2,516
　地方債 － － －
　社債 10,982 11,272 △�290
その他 11,190 11,720 △�529

小計 41,640 44,976 △�3,336
合　計 53,768 56,708 △�2,939

26．　当事業年度中に売却したその他有価証券
売却額（百万円） 売却益の合計額（百万円） 売却損の合計額（百万円）

株式 － － －
債券 11,265 295 △�445
　国債 11,265 295 △�445
　地方債 － － －
　社債 － － －
その他 715 36 △�19

合計 11,980 332 △�464
27.�　当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資
金を貸し付けることを約する契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は、12,936百万円であります。このうち契約残存期間が１年以内のものが5,359百万円あり
ます。
　なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが必ずしも当金庫の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではあり
ません。これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、当金庫が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をするこ
とができる旨の条項が付けられております。また、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定めている金庫内手続に基づき
顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。

28.　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、それぞれ以下のとおりであります。
繰延税金資産
　貸倒引当金� 358百万円
　役員退職慰労引当金� 17　　　
　未払賞与� 18　　　
　その他有価証券に係る評価差額� 479　　　
　その他� � � � 87　　　
繰延税金資産小計� 961　　　
評価性引当額� △�379　　　
繰延税金資産合計� 581　　　
繰延税金負債合計� 82　　　
繰延税金資産の純額� � ��　498百万円��
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■損益計算書 【単位：千円】

経常収益
資金運用収益
貸出金利息
預け金利息
有価証券利息配当金
その他の受入利息
役務取引等収益
受入為替手数料
その他の役務収益
その他業務収益
国債等債券売却益
国債等債券償還益
その他の業務収益
その他経常収益
貸倒引当金戻入益
償却債権取立益
その他の経常収益

経常費用
資金調達費用
預金利息
給付補塡備金繰入額
借用金利息
その他の支払利息
役務取引等費用
支払為替手数料
その他の役務費用
その他業務費用
国債等債券売却損
国債等債券償還損
その他の業務費用
経費
人件費
物件費
税金
その他経常費用
貸出金償却
その他の経常費用

経常利益
特別損失
固定資産処分損
減損損失
税引前当期純利益
法人税、住民税及び事業税
法人税等調整額
法人税等合計
当期純利益
繰越金（当期首残高）
当期未処分剰余金

科　目 2023年度2022年度

■損益計算書の注記事項（2023年度）
(注)1.
2.
3.

記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
出資１口当たり当期純利益15円27銭
収益を理解するための基礎となる情報は、貸借対照表の注記において、

重要な会計方針とあわせて注記しております。

経理/経営内容

■最近5年間の主要な経営指標の推移

■利鞘

経常収益
経常利益
当期純利益
出資総額
出資総口数
純資産額
総資産額
預金積金残高
貸出金残高
有価証券残高
単体自己資本比率
出資に対する配当金
(出資1口当たり)
役員数 
　うち常勤役員数
職員数
会員数

2023年度2022年度
千円

百万円

千口

百万円

％

円

人

資金運用利回
資金調達原価率
総資金利鞘

2023年度2022年度

【単位：％】

資 料 編
2 0 2 4

2,973,749
2,660,724
1,992,751
81,004
567,421
19,546
149,453
62,467
86,986
67,833
56,747

84
11,001
95,737
95,312

－
424

2,584,410
6,014
4,130
157
663

1,063
371,248
18,831
352,417
117,142
67,835
48,406
900

2,045,510
1,293,302
682,669
69,537
44,494

－
44,494
389,338
42,421
23,303
19,117
346,916
36,670
72,685
109,356
237,560

1,855,089
2,092,650

3,388,457
2,773,024
1,997,187
120,741
636,064
19,032
162,228
63,088
99,139
308,100
295,903

63
12,133
145,103
106,173

20
38,909

2,825,992
9,596
3,408
96

5,515
576

372,796
19,166
353,629
466,146
445,192
20,292
661

1,976,663
1,178,190
713,754
84,718
790
44
745

562,464
67,380
67,380

－
495,084
69,040
53,179
122,219
372,865

2,089,040
2,461,905

2,973,749
389,338
237,560
1,268
25,366
8,209

206,022
183,012
82,886
69,621
14.01

1

12
6

169
23,465

2020年度 2021年度2019年度
3,383,725
379,312
167,762
1,325
26,503
11,014
180,401
168,123
84,848
52,503
15.18

1

12
6

186
25,621

2,975,936
67,835
13,071
1,302
26,052
10,921
201,242
180,819
85,309
60,057
14.71

1

12
6

185
25,400

2,934,750
386,193
185,751
1,289
25,783
10,149
206,480
183,130
81,601
66,891
14.34

1

12
6

173
24,734

3,388,457 
562,464 
372,865 
1,246 
24,922 
8,086 

200,546 
181,815 
83,088 
64,528 
13.89 

1 

11 
6 

166 
22,167 

1.32
1.04
0.28

1.38
1.01
0.37

■剰余金処分計算書 【単位：千円】

当期未処分剰余金

積立金取崩額 

　利益準備金取崩額

剰余金処分額

普通出資配当金

繰越金（当期末残高）

科　目 2023年度2022年度
2,092,650

20,825

20,825

24,434

24,434

2,089,040

2,461,905

22,195

22,195

24,232

24,232

2,459,868

■会計監査人監査
2023年6月16日開催の第52期通常総代会及び、

2024年6月14日開催の第53期通常総代会で報告を
行った2022年度及び2023年度の貸借対照表、損益
計算書及び承認を得た剰余金処分計算書は、信用金庫
法第38条の2第3項の規定に基づき、EY新日本有限責
任監査法人の監査を受けております。

■財務諸表の適正性、
　及び財務諸表作成に係る
　内部監査の有効性
２０２3年度における貸借対照表、損益計算書及び剰
余金処分計算書（以下、「財務諸表」という。）並びに財
務諸表作成に係る内部監査等について適正性・有効性
等を確認しております。

　　　２０２4年６月１7日

　　東奥信用金庫

理事長

■業務粗利益 【単位：千円、％】

資金運用収支
　資金運用収益
　資金調達費用
役務取引等収支
　役務取引等収益
　役務取引等費用
その他業務収支
　その他業務収益
　その他業務費用
業務粗利益
業務粗利益率

2023年度2022年度

業務粗利益
資金運用勘定平均残高

×1001. 業務粗利益率=

2. 国内業務部門と国際業務部門の区別はしておりません。

（注）

2,654,709
2,660,724

6,014
△ 221,795
149,453
371,248
△ 49,309
67,833
117,142

2,383,605
1.18

2,763,428
2,773,024

9,596
△ 210,567
162,228
372,796

△ 158,045
308,100
466,146

2,394,814
1.19

■業務純益 【単位：千円】

業 務 純 益
実質業務純益
コア業務純益
コア業務純益

（投資信託解約損益を除く。）

2023年度2022年度

(注)１．  業務純益＝業務収益－（業務費用－金銭の信託運用見合費用）
　 業務費用には、例えば人件費のうちの役員賞与等のような臨時的な経費等を含まない
こととしています。

　 また、貸倒引当金繰入額が全体として繰入超過の場合、一般貸倒引当金繰入額（また
は取崩額）を含みます。

2． 実質業務純益＝業務純益＋一般貸倒引当金繰入額
　  実質業務純益は、業務純益から、一般貸倒引当繰入額の影響を除いたものです。
3． コア業務純益＝実質業務純益－国債等債券損益
　 国債等債券損益は、国債等債券売却益、国債等債券償還益、国債等債券売却損、
　  国債等債券償還損、国債等債券償却を通算した損益です。

358,572
358,572
417,981

396,738

436,916
436,916
606,434

569,881

■資金運用収支の内訳

資金運用勘定
　うち貸出金
　うち預け金
　うち有価証券
資金調達勘定
　うち預金積金
　うち借用金

平均残高（百万円） 利息（千円） 利回り（％）

(注)1. 資金運用勘定は無利息預け金の平均残高（２０２２年度６７百万円、２０２３年度６９百万円）を控除して表示しております。
2. 国内業務部門と国際業務部門の区別はしておりません。

2023年度
199,911
82,056
46,634
70,371
193,648
182,969
10,616

2023年度
2,773,024
1,997,187
120,741
636,064
9,596
3,505
5,515

2023年度
1.38
2.43
0.25
0.90
0.005
0.001
0.050

2022年度
201,004
81,129
49,050
69,834
194,809
183,175
11,531

2022年度
2,660,724
1,992,751
81,004
567,421
6,014
4,287
663

2022年度
1.32
2.45
0.16
0.81
0.003
0.002
0.005
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■損益計算書 【単位：千円】

経常収益
資金運用収益
貸出金利息
預け金利息
有価証券利息配当金
その他の受入利息

役務取引等収益
受入為替手数料
その他の役務収益

その他業務収益
国債等債券売却益
国債等債券償還益
その他の業務収益

その他経常収益
貸倒引当金戻入益
償却債権取立益
その他の経常収益

経常費用
資金調達費用
預金利息
給付補塡備金繰入額
借用金利息
その他の支払利息

役務取引等費用
支払為替手数料
その他の役務費用

その他業務費用
国債等債券売却損
国債等債券償還損
その他の業務費用

経費
人件費
物件費
税金

その他経常費用
貸出金償却
その他の経常費用

経常利益
特別損失
固定資産処分損
減損損失

税引前当期純利益
法人税、住民税及び事業税
法人税等調整額
法人税等合計
当期純利益
繰越金（当期首残高）
当期未処分剰余金

科　目 2023年度2022年度

■損益計算書の注記事項（2023年度）
(注)1.
2.
3.

記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
出資１口当たり当期純利益15円27銭
収益を理解するための基礎となる情報は、貸借対照表の注記において、

重要な会計方針とあわせて注記しております。

経理/経営内容

■最近5年間の主要な経営指標の推移

■利鞘

経常収益
経常利益
当期純利益
出資総額
出資総口数
純資産額
総資産額
預金積金残高
貸出金残高
有価証券残高
単体自己資本比率
出資に対する配当金
(出資1口当たり)
役員数 
　うち常勤役員数
職員数
会員数

2023年度2022年度
千円

百万円

千口

百万円

％

円

人

資金運用利回
資金調達原価率
総資金利鞘

2023年度2022年度

【単位：％】

資 料 編
2 0 2 4

2,973,749
2,660,724
1,992,751
81,004
567,421
19,546
149,453
62,467
86,986
67,833
56,747

84
11,001
95,737
95,312

－
424

2,584,410
6,014
4,130
157
663

1,063
371,248
18,831
352,417
117,142
67,835
48,406
900

2,045,510
1,293,302
682,669
69,537
44,494

－
44,494
389,338
42,421
23,303
19,117
346,916
36,670
72,685
109,356
237,560

1,855,089
2,092,650

3,388,457
2,773,024
1,997,187
120,741
636,064
19,032
162,228
63,088
99,139
308,100
295,903

63
12,133
145,103
106,173

20
38,909

2,825,992
9,596
3,408
96

5,515
576

372,796
19,166
353,629
466,146
445,192
20,292
661

1,976,663
1,178,190
713,754
84,718
790
44
745

562,464
67,380
67,380

－
495,084
69,040
53,179
122,219
372,865

2,089,040
2,461,905

2,973,749
389,338
237,560
1,268
25,366
8,209

206,022
183,012
82,886
69,621
14.01

1

12
6

169
23,465

2020年度 2021年度2019年度
3,383,725
379,312
167,762
1,325
26,503
11,014
180,401
168,123
84,848
52,503
15.18

1

12
6

186
25,621

2,975,936
67,835
13,071
1,302
26,052
10,921
201,242
180,819
85,309
60,057
14.71

1

12
6

185
25,400

2,934,750
386,193
185,751
1,289
25,783
10,149
206,480
183,130
81,601
66,891
14.34

1

12
6

173
24,734

3,388,457 
562,464 
372,865 
1,246 
24,922 
8,086 

200,546 
181,815 
83,088 
64,528 
13.89 

1 

11 
6 

166 
22,167 

1.32
1.04
0.28

1.38
1.01
0.37

■剰余金処分計算書 【単位：千円】

当期未処分剰余金

積立金取崩額 

　利益準備金取崩額

剰余金処分額

普通出資配当金

繰越金（当期末残高）

科　目 2023年度2022年度
2,092,650

20,825

20,825

24,434

24,434

2,089,040

2,461,905

22,195

22,195

24,232

24,232

2,459,868

■会計監査人監査
2023年6月16日開催の第52期通常総代会及び、

2024年6月14日開催の第53期通常総代会で報告を
行った2022年度及び2023年度の貸借対照表、損益
計算書及び承認を得た剰余金処分計算書は、信用金庫
法第38条の2第3項の規定に基づき、EY新日本有限責
任監査法人の監査を受けております。

■財務諸表の適正性、
　及び財務諸表作成に係る
　内部監査の有効性
２０２3年度における貸借対照表、損益計算書及び剰
余金処分計算書（以下、「財務諸表」という。）並びに財
務諸表作成に係る内部監査等について適正性・有効性
等を確認しております。

　　　２０２4年６月１7日

　　東奥信用金庫

理事長

■業務粗利益 【単位：千円、％】

資金運用収支
　資金運用収益
　資金調達費用
役務取引等収支
　役務取引等収益
　役務取引等費用
その他業務収支
　その他業務収益
　その他業務費用
業務粗利益
業務粗利益率

2023年度2022年度

業務粗利益
資金運用勘定平均残高

×1001. 業務粗利益率=

2. 国内業務部門と国際業務部門の区別はしておりません。

（注）

2,654,709
2,660,724

6,014
△ 221,795
149,453
371,248
△ 49,309
67,833
117,142

2,383,605
1.18

2,763,428
2,773,024

9,596
△ 210,567
162,228
372,796

△ 158,045
308,100
466,146

2,394,814
1.19

■業務純益 【単位：千円】

業 務 純 益
実質業務純益
コア業務純益
コア業務純益

（投資信託解約損益を除く。）

2023年度2022年度

(注)１．  業務純益＝業務収益－（業務費用－金銭の信託運用見合費用）
　 業務費用には、例えば人件費のうちの役員賞与等のような臨時的な経費等を含まない
こととしています。

　 また、貸倒引当金繰入額が全体として繰入超過の場合、一般貸倒引当金繰入額（また
は取崩額）を含みます。

2． 実質業務純益＝業務純益＋一般貸倒引当金繰入額
　  実質業務純益は、業務純益から、一般貸倒引当繰入額の影響を除いたものです。
3． コア業務純益＝実質業務純益－国債等債券損益
　 国債等債券損益は、国債等債券売却益、国債等債券償還益、国債等債券売却損、
　  国債等債券償還損、国債等債券償却を通算した損益です。

358,572
358,572
417,981

396,738

436,916
436,916
606,434

569,881

■資金運用収支の内訳

資金運用勘定
　うち貸出金
　うち預け金
　うち有価証券
資金調達勘定
　うち預金積金
　うち借用金

平均残高（百万円） 利息（千円） 利回り（％）

(注)1. 資金運用勘定は無利息預け金の平均残高（２０２２年度６７百万円、２０２３年度６９百万円）を控除して表示しております。
2. 国内業務部門と国際業務部門の区別はしておりません。

2023年度
199,911
82,056
46,634
70,371
193,648
182,969
10,616

2023年度
2,773,024
1,997,187
120,741
636,064
9,596
3,505
5,515

2023年度
1.38
2.43
0.25
0.90
0.005
0.001
0.050

2022年度
201,004
81,129
49,050
69,834
194,809
183,175
11,531

2022年度
2,660,724
1,992,751
81,004
567,421
6,014
4,287
663

2022年度
1.32
2.45
0.16
0.81
0.003
0.002
0.005
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■貸出金の担保別内訳 ■債務保証見返の担保別内訳

■受取・支払利息の増減

受取利息
うち貸出金
うち預け金
うち有価証券
支払利息
うち預金積金
うち借用金

残高による増減 利率による増減 純増減
2023年度

残高による増減 利率による増減 純増減
2022年度

△  　63
△　  40
△  　   4

64
0
0
0

64
△　  24

34
△　  29
△  　  3
△  　  3

0

1
△　  64

30
35

△  　  3
△  　  3

0

△  　15
15

△  　   4
4
0
0
0

127
△  　11

43
64
3
0
4

112
4
39
68
3
0
4

【単位：百万円】

(注) 1. 残高及び利率の増減要因が重なる部分については、残高による増減に含めております。
　   2. 国内業務部門と国際業務部門の区別はしておりません。

【単位：百万円】

当金庫預金積金
有価証券
動産
不動産
その他

計
信用保証協会・信用保険
保証
信用
合　　計

2023年度

【単位：百万円】

当金庫預金積金
有価証券
動産
不動産
その他

計
信用保証協会・信用保険
保証
信用
合　　計

2023年度

■貸出金残高 【単位：百万円】

貸出金
変動金利
固定金利

2023年度2022年度
82,886
36,729
46,157

83,088
36,065
47,023

2022年度
1,104
35
－

23,763
5

24,907
21,055
11,522
25,400
82,886

1,054
35
－

23,425
5

24,519
23,319
10,659
24,589
83,088

2022年度
8
－
－
24
－
32
－
－
－
32

3
－
－
20
－
23
－
－
－
23

■貸出金平均残高 【単位：百万円】

(注)国内業務部門と国際業務部門の区別はしておりません。

割引手形
手形貸付
証書貸付
当座貸越

2023年度

合　　計

2022年度
83

5,592
71,340
4,112
81,129

106
5,599
72,299
4,052
82,056

■定期預金残高 【単位：百万円】

定期預金
固定金利定期預金
変動金利定期預金
その他

2023年度2022年度
74,154
74,154

－
0

70,991
70,990

－
0

■預金積金及び譲渡性預金平均残高

(注) 1.流動性預金＝当座預金＋普通預金＋貯蓄預金＋通知預金
　　2.定期性預金＝定期預金＋定期積金
　　　　　固定金利定期預金：預入時に満期日までの利率が確定
　　　　　　　　　　　　　　する定期預金
　　　　　変動金利定期預金：預入期間中の市場金利の変化に応
　　　　　　　　　　　　　　じて金利が変動する定期預金
　　3.その他＝別段預金＋納税準備預金
　　4.国内業務部門と国際業務部門の区別はしておりません。

【単位：百万円】

流動性預金
うち有利息預金
定期性預金
うち固定金利定期預金
うち変動金利定期預金
その他

計
譲渡性預金

合　　計

2023年度2022年度
101,666
99,455
80,967
75,921

－
542

183,175
－

183,175

105,293
92,553
77,069
72,413

－
606

182,969
－

182,969

■利益率 【単位：％】

総資産経常利益率
総資産当期純利益率

2023年度

(注)
経常(当期純)利益

総資産(債務保証見返を除く)平均残高
総資産経常(当期純)利益率= ×100

2022年度
0.18
0.115

0.27
0.182

■貸出金使途別残高

■貸出金業種別内訳

■預貸率

■貸倒引当金内訳

■貸出金償却額

設備資金
運転資金

合　　計

貸出金残高 構成比
2023年度

【単位：百万円、％】

製造業
農業、林業
鉱業、採石業、砂利採取業
建設業
電気・ガス・熱供給・水道業
情報通信業
運輸業、郵便業
卸売業、小売業
金融業、保険業
不動産業
物品賃貸業
学術研究、専門・
技術サービス業
宿泊業
飲食業
生活関連サービス業、
娯楽業
教育、学習支援業
医療、福祉
その他のサービス
小　　計

国・地方公共団体等
個人
合　　計

業種区分 貸出金残高 構成比貸出先数
2023年度

【単位：先、百万円、％】

（A/B）
期中平均

【単位：百万円、％】

貸出金（期末残高）（A）
預金　（期末残高）（B）

預貸率

2023年度 (注)

2022年度
2023年度
2022年度
2023年度
2022年度
2023年度

349
234

1,439
1,427
1,788
1,661

234
132

1,427
1,423
1,661
1,555

234
132

1,427
1,423
1,661
1,555

28
－
2
－
31
－

320*
234*
1,436
1,427
1,757
1,661

*洗替による取崩額

*主として税法による取崩額

期首残高 当期増加額 目的使用
当期減少額

その他 期末残高 摘　　要

【単位：百万円】

合　計

一般貸倒
引当金

個別貸倒
引当金

【単位：千円】

貸出金償却額
2023年度

貸出金
預金積金＋譲渡性預金

1. 預貸率= ×100

2. 預金には定期積金及び譲渡性預金を含んで
    おります。
3. 国内業務部門と国際業務部門の区別はして
    おりません。

(注)業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しております。

貸出金残高 構成比
2022年度

47,786
35,099
82,886

57.7
42.3
100.0

48,828
34,259
83,088

58.8
41.2
100.0

1.6
0.5
0.3
4.8
0.1
0.0
1.4
7.4
14.1
21.2
0.0

0.1

1.9
1.3

0.8

0.4
5.6
3.3
64.8
3.3
31.9
100.0

57
52
1

221
8
1
30
239
20
262
1

10

9
124

65

11
60
123

1,294
8

11,455
12,757

1,330
414
206

4,013
122
1

1,161
6,117
11,713
17,522

19

109

1,594
1,079

622

336
4,600
2,754
53,722
2,748
26,414
82,886

1.6
0.5
0.2
4.8
0.1
0.0
1.5
7.0
14.2
20.8
0.0

0.2

1.9
1.3

0.8

0.5
5.0
3.8
64.2
3.3
32.5
100.0

52
52
1

225
7
1
34
233
21
255
1

10

9
132

73

11
60
125

1,302
8

11,128
12,438

1,300
390
206

4,037
73
1

1,258
5,801
11,760
17,242

15

188

1,589
1,118

645

434
4,152
3,120
53,339
2,740
27,007
83,088

貸出金残高 構成比貸出先数
2022年度

2022年度
－ 44

2022年度
82,886
183,012
45.28
44.29

83,088
181,815
45.69
44.84
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■貸出金の担保別内訳 ■債務保証見返の担保別内訳

■受取・支払利息の増減

受取利息
うち貸出金
うち預け金
うち有価証券
支払利息
うち預金積金
うち借用金

残高による増減 利率による増減 純増減
2023年度

残高による増減 利率による増減 純増減
2022年度

△  　63
△　  40
△  　   4

64
0
0
0

64
△　  24

34
△　  29
△  　  3
△  　  3

0

1
△　  64

30
35

△  　  3
△  　  3

0

△  　15
15

△  　   4
4
0
0
0

127
△  　11

43
64
3
0
4

112
4
39
68
3
0
4

【単位：百万円】

(注) 1. 残高及び利率の増減要因が重なる部分については、残高による増減に含めております。
　   2. 国内業務部門と国際業務部門の区別はしておりません。

【単位：百万円】

当金庫預金積金
有価証券
動産
不動産
その他

計
信用保証協会・信用保険
保証
信用
合　　計

2023年度

【単位：百万円】

当金庫預金積金
有価証券
動産
不動産
その他

計
信用保証協会・信用保険
保証
信用
合　　計

2023年度

■貸出金残高 【単位：百万円】

貸出金
変動金利
固定金利

2023年度2022年度
82,886
36,729
46,157

83,088
36,065
47,023

2022年度
1,104
35
－

23,763
5

24,907
21,055
11,522
25,400
82,886

1,054
35
－

23,425
5

24,519
23,319
10,659
24,589
83,088

2022年度
8
－
－
24
－
32
－
－
－
32

3
－
－
20
－
23
－
－
－
23

■貸出金平均残高 【単位：百万円】

(注)国内業務部門と国際業務部門の区別はしておりません。

割引手形
手形貸付
証書貸付
当座貸越

2023年度

合　　計

2022年度
83

5,592
71,340
4,112
81,129

106
5,599
72,299
4,052
82,056

■定期預金残高 【単位：百万円】

定期預金
固定金利定期預金
変動金利定期預金
その他

2023年度2022年度
74,154
74,154

－
0

70,991
70,990

－
0

■預金積金及び譲渡性預金平均残高

(注) 1.流動性預金＝当座預金＋普通預金＋貯蓄預金＋通知預金
　　2.定期性預金＝定期預金＋定期積金
　　　　　固定金利定期預金：預入時に満期日までの利率が確定
　　　　　　　　　　　　　　する定期預金
　　　　　変動金利定期預金：預入期間中の市場金利の変化に応
　　　　　　　　　　　　　　じて金利が変動する定期預金
　　3.その他＝別段預金＋納税準備預金
　　4.国内業務部門と国際業務部門の区別はしておりません。

【単位：百万円】

流動性預金
うち有利息預金
定期性預金
うち固定金利定期預金
うち変動金利定期預金
その他

計
譲渡性預金

合　　計

2023年度2022年度
101,666
99,455
80,967
75,921

－
542

183,175
－

183,175

105,293
92,553
77,069
72,413

－
606

182,969
－

182,969

■利益率 【単位：％】

総資産経常利益率
総資産当期純利益率

2023年度

(注)
経常(当期純)利益

総資産(債務保証見返を除く)平均残高
総資産経常(当期純)利益率= ×100

2022年度
0.18
0.115

0.27
0.182

■貸出金使途別残高

■貸出金業種別内訳

■預貸率

■貸倒引当金内訳

■貸出金償却額

設備資金
運転資金

合　　計

貸出金残高 構成比
2023年度

【単位：百万円、％】

製造業
農業、林業
鉱業、採石業、砂利採取業
建設業
電気・ガス・熱供給・水道業
情報通信業
運輸業、郵便業
卸売業、小売業
金融業、保険業
不動産業
物品賃貸業
学術研究、専門・
技術サービス業
宿泊業
飲食業
生活関連サービス業、
娯楽業
教育、学習支援業
医療、福祉
その他のサービス
小　　計

国・地方公共団体等
個人
合　　計

業種区分 貸出金残高 構成比貸出先数
2023年度

【単位：先、百万円、％】

（A/B）
期中平均

【単位：百万円、％】

貸出金（期末残高）（A）
預金　（期末残高）（B）

預貸率

2023年度 (注)

2022年度
2023年度
2022年度
2023年度
2022年度
2023年度

349
234

1,439
1,427
1,788
1,661

234
132

1,427
1,423
1,661
1,555

234
132

1,427
1,423
1,661
1,555

28
－
2
－
31
－

320*
234*
1,436
1,427
1,757
1,661

*洗替による取崩額

*主として税法による取崩額

期首残高 当期増加額 目的使用
当期減少額

その他 期末残高 摘　　要

【単位：百万円】

合　計

一般貸倒
引当金

個別貸倒
引当金

【単位：千円】

貸出金償却額
2023年度

貸出金
預金積金＋譲渡性預金

1. 預貸率= ×100

2. 預金には定期積金及び譲渡性預金を含んで
    おります。
3. 国内業務部門と国際業務部門の区別はして
    おりません。

(注)業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しております。

貸出金残高 構成比
2022年度

47,786
35,099
82,886

57.7
42.3
100.0

48,828
34,259
83,088

58.8
41.2
100.0

1.6
0.5
0.3
4.8
0.1
0.0
1.4
7.4
14.1
21.2
0.0

0.1

1.9
1.3

0.8

0.4
5.6
3.3
64.8
3.3
31.9
100.0

57
52
1

221
8
1
30
239
20
262
1

10

9
124

65

11
60
123

1,294
8

11,455
12,757

1,330
414
206

4,013
122
1

1,161
6,117
11,713
17,522

19

109

1,594
1,079

622

336
4,600
2,754
53,722
2,748
26,414
82,886

1.6
0.5
0.2
4.8
0.1
0.0
1.5
7.0
14.2
20.8
0.0

0.2

1.9
1.3

0.8

0.5
5.0
3.8
64.2
3.3
32.5
100.0

52
52
1

225
7
1
34
233
21
255
1

10

9
132

73

11
60
125

1,302
8

11,128
12,438

1,300
390
206

4,037
73
1

1,258
5,801
11,760
17,242

15

188

1,589
1,118

645

434
4,152
3,120
53,339
2,740
27,007
83,088

貸出金残高 構成比貸出先数
2022年度

2022年度
－ 44

2022年度
82,886
183,012
45.28
44.29

83,088
181,815
45.69
44.84
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2022年度
2023年度
2022年度
2023年度
2022年度
2023年度
2022年度
2023年度
2022年度
2023年度
2022年度
2023年度
2022年度
2023年度
2022年度
2023年度

278
525

2,921
2,473
967
948
2
2

964
946

4,167
3,947
78,847
79,271
83,014
83,219

278
525

2,843
2,402
649
646
2
2

647
643

3,771
3,573

141
268

1,558
1,241
583
567
2
2

580
565

2,282
2,076

137
257

1,285
1,160
66
78
0
0
66
78

1,488
1,496

100.00
99.99
97.32
97.12
67.18
68.08
106.90
97.50
67.07
67.99
90.50
90.52

100.00
100.00
94.25
94.23
17.38
20.54
6.90
76.81
17.33
20.50
78.99
80.00

開示残高
（a）区　　　分

保全額
（b） 担保・保証等に

よる回収見込額
（c）

貸倒引当金
（d）

保全率
（b）／（a）

引当率
（d）／（aーc）

破産更生債権及び
これらに準ずる債権 

危険債権

要管理債権

小計（A）  

正常債権（B） 

 

三月以上
延滞債権
貸出条件
緩和債権

(注)１．「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立て等の事由により経営破綻に陥っ
ている債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権です。

２．「危険債権」とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収及
び利息の受取りができない可能性の高い債権で、「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」に該当しない債権です。

３．「要管理債権」とは、信用金庫法上の「三月以上延滞債権」に該当する貸出金と「貸出条件緩和債権」に該当する貸出金の合計額
です。

４．「三月以上延滞債権」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上遅延している貸出金で、「破産更生債権及びこれら
に準ずる債権」及び「危険債権」に該当しない貸出金です。

５．「貸出条件緩和債権」とは、債務者の経営再建等を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄
その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で、「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」、「危険債権」及び「三月以上延滞債
権」に該当しない貸出金です。

６．「正常債権」（Ｂ）とは、債務者の財政状態及び経営成績に特に問題がない債権であり、「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」、
「危険債権」及び「要管理債権」以外の債権です。

７．「担保・保証等による回収見込額」（ｃ）は、自己査定に基づいて計算した担保の処分可能見込額及び保証による回収が可能と認められ
る額の合計額です。

８．「貸倒引当金」（ｄ）には、正常債権に対する一般貸倒引当金を除いて計上しております。
９．「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」、「危険債権」及び「正常債権」が対象となる債権は、貸借対照表の「有価証券」中の社債
（その元本の償還及び利息の支払の全部又は一部について保証しているものであって、当該社債の発行が有価証券の私募（金融商品取引
法第２条第３項）によるものに限る。）、貸出金、外国為替、「その他資産」中の未収利息及び仮払金並びに債務保証見返の各勘定に計
上されるもの並びに注記されている有価証券の貸付けを行っている場合のその有価証券（使用貸借又は賃貸借契約によるものに限る。）
です。

■信用金庫法開示債権及び金融再生法開示債権の保全・引当状況【単位：百万円、％】

■有価証券種類別期末残高・平均残高

■預証率

【単位：百万円】

国債

地方債

政府保証債

公社公団債

金融債

事業債

株式

外国証券

その他の証券

　　 計

売買目的
満期保有目的
その他の目的
　　  合計
売買目的
満期保有目的
その他の目的
　　  合計
売買目的
満期保有目的
その他の目的
　　  合計
売買目的
満期保有目的
その他の目的
　　  合計
売買目的
満期保有目的
その他の目的
　　  合計
売買目的
満期保有目的
その他の目的
　　  合計
売買目的
子会社・関連会社
その他の目的
　　  合計
売買目的
満期保有目的
その他の目的
　　  合計
売買目的
満期保有目的
子会社・関連会社
その他の目的
　　  合計
売買目的
満期保有目的
子会社・関連会社
その他の目的
　　  合計

区　　分 2023年度
期末残高 平均残高 期末残高 平均残高

【単位：百万円、％】

有価証券（期末残高）（A）
預金　　（期末残高）（B）

預証率

2023年度 (注)
1. 預証率=

2. 預金には定期積金及び譲渡性預金を含んでおります。
3. 国内業務部門と国際業務部門の区別はしておりません。

有価証券
預金積金＋譲渡性預金

×100

■有価証券の残存期間別残高 【単位：百万円】

1年以下 1年超
3年以下

3年超
5年以下

5年超
7年以下

7年超
10年以下 10年超 期間の定め

のないもの区　　分

国債
地方債
短期社債
社債
株式
外国証券
その他の証券

【2023年度】

合　計

1年以下 1年超
3年以下

3年超
5年以下

5年超
7年以下

7年超
10年以下 10年超 期間の定め

のないもの区　　分

国債
地方債
短期社債
社債
株式
外国証券
その他の証券

【2022年度】

合　計

（A/B）
期中平均

－
－

34,177
34,177

－
－

4,029
4,029

－
－

193
193
－
－

3,010
3,010

－
1,989

－
1,989

－
－

10,309
10,309

－
－
11
11
－
－

13,318
13,318

－
－
－

2,582
2,582

－
1,989

－
67,631
69,621

－
－

36,819
36,819

－
－

4,113
4,113

－
－

192
192
－
－

3,237
3,237

－
192
－

192
－
－

9,504
9,504

－
－
11
11
－
－

12,890
12,890

－
－
－

2,870
2,870

－
192
－

69,641
69,834

－
－

21,525
21,525

－
－

3,006
3,006

－
－

126
126
－

939
2,149
3,088

－
3,489

－
3,489

－
5,520
10,342
15,863

－
－
11
11
－

799
13,913
14,713

－
－
－

2,705
2,705

－
10,748

－
53,780
64,528

－
－

29,918
29,918

－
－

3,860
3,860

－
－

168
168
－

430
2,704
3,134

－
2,906

－
2,906

－
2,576
10,611
13,187

－
－
11
11
－

321
14,326
14,647

－
－
－

2,535
2,535

－
6,233

－
64,137
70,371

2022年度

2022年度
69,621
183,012
38.04
38.12

64,528
181,815
35.49
38.46

－
3,006

－
1,032

－
299
－

－
－
－

1,119
－

200
－

－
－
－

5,375
－

2,452
482

－
－
－

4,004
－

843
777

2,058
－
－

9,452
－

1,584
－

19,466
－
－

1,582
－

250
－

－
－
－
－
11

9,080
1,444

21,525
3,006

－
22,567

11
14,713
2,705

－
1,005

－
870
－
99
－

－
3,023

－
1,849

－
498
80

－
－
－

3,368
－

292
140

－
－
－

1,136
－

1,426
1,090

7,106
－
－

6,447
－

2,280
－

27,071
－
－

1,829
－

267
－

－
－
－
－
11

8,452
1,270

34,177
4,029

－
15,502

11
13,318
2,582

総与信残高
（A）+（B）
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2022年度
2023年度
2022年度
2023年度
2022年度
2023年度
2022年度
2023年度
2022年度
2023年度
2022年度
2023年度
2022年度
2023年度
2022年度
2023年度

278
525

2,921
2,473
967
948
2
2

964
946

4,167
3,947
78,847
79,271
83,014
83,219

278
525

2,843
2,402
649
646
2
2

647
643

3,771
3,573

141
268

1,558
1,241
583
567
2
2

580
565

2,282
2,076

137
257

1,285
1,160
66
78
0
0
66
78

1,488
1,496

100.00
99.99
97.32
97.12
67.18
68.08
106.90
97.50
67.07
67.99
90.50
90.52

100.00
100.00
94.25
94.23
17.38
20.54
6.90
76.81
17.33
20.50
78.99
80.00

開示残高
（a）区　　　分

保全額
（b） 担保・保証等に

よる回収見込額
（c）

貸倒引当金
（d）

保全率
（b）／（a）

引当率
（d）／（aーc）

破産更生債権及び
これらに準ずる債権 

危険債権

要管理債権

小計（A）  

正常債権（B） 

 

三月以上
延滞債権
貸出条件
緩和債権

(注)１．「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立て等の事由により経営破綻に陥っ
ている債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権です。

２．「危険債権」とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収及
び利息の受取りができない可能性の高い債権で、「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」に該当しない債権です。

３．「要管理債権」とは、信用金庫法上の「三月以上延滞債権」に該当する貸出金と「貸出条件緩和債権」に該当する貸出金の合計額
です。

４．「三月以上延滞債権」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上遅延している貸出金で、「破産更生債権及びこれら
に準ずる債権」及び「危険債権」に該当しない貸出金です。

５．「貸出条件緩和債権」とは、債務者の経営再建等を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄
その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で、「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」、「危険債権」及び「三月以上延滞債
権」に該当しない貸出金です。

６．「正常債権」（Ｂ）とは、債務者の財政状態及び経営成績に特に問題がない債権であり、「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」、
「危険債権」及び「要管理債権」以外の債権です。

７．「担保・保証等による回収見込額」（ｃ）は、自己査定に基づいて計算した担保の処分可能見込額及び保証による回収が可能と認められ
る額の合計額です。

８．「貸倒引当金」（ｄ）には、正常債権に対する一般貸倒引当金を除いて計上しております。
９．「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」、「危険債権」及び「正常債権」が対象となる債権は、貸借対照表の「有価証券」中の社債
（その元本の償還及び利息の支払の全部又は一部について保証しているものであって、当該社債の発行が有価証券の私募（金融商品取引
法第２条第３項）によるものに限る。）、貸出金、外国為替、「その他資産」中の未収利息及び仮払金並びに債務保証見返の各勘定に計
上されるもの並びに注記されている有価証券の貸付けを行っている場合のその有価証券（使用貸借又は賃貸借契約によるものに限る。）
です。

■信用金庫法開示債権及び金融再生法開示債権の保全・引当状況【単位：百万円、％】

■有価証券種類別期末残高・平均残高

■預証率

【単位：百万円】

国債

地方債

政府保証債

公社公団債

金融債

事業債

株式

外国証券

その他の証券

　　 計

売買目的
満期保有目的
その他の目的
　　  合計
売買目的
満期保有目的
その他の目的
　　  合計
売買目的
満期保有目的
その他の目的
　　  合計
売買目的
満期保有目的
その他の目的
　　  合計
売買目的
満期保有目的
その他の目的
　　  合計
売買目的
満期保有目的
その他の目的
　　  合計
売買目的
子会社・関連会社
その他の目的
　　  合計
売買目的
満期保有目的
その他の目的
　　  合計
売買目的
満期保有目的
子会社・関連会社
その他の目的
　　  合計
売買目的
満期保有目的
子会社・関連会社
その他の目的
　　  合計

区　　分 2023年度
期末残高 平均残高 期末残高 平均残高

【単位：百万円、％】

有価証券（期末残高）（A）
預金　　（期末残高）（B）

預証率

2023年度 (注)
1. 預証率=

2. 預金には定期積金及び譲渡性預金を含んでおります。
3. 国内業務部門と国際業務部門の区別はしておりません。

有価証券
預金積金＋譲渡性預金

×100

■有価証券の残存期間別残高 【単位：百万円】

1年以下 1年超
3年以下

3年超
5年以下

5年超
7年以下

7年超
10年以下 10年超 期間の定め

のないもの区　　分

国債
地方債
短期社債
社債
株式
外国証券
その他の証券

【2023年度】

合　計

1年以下 1年超
3年以下

3年超
5年以下

5年超
7年以下

7年超
10年以下 10年超 期間の定め

のないもの区　　分

国債
地方債
短期社債
社債
株式
外国証券
その他の証券

【2022年度】

合　計

（A/B）
期中平均

－
－

34,177
34,177

－
－

4,029
4,029

－
－

193
193
－
－

3,010
3,010

－
1,989

－
1,989

－
－

10,309
10,309

－
－
11
11
－
－

13,318
13,318

－
－
－

2,582
2,582

－
1,989

－
67,631
69,621

－
－

36,819
36,819

－
－

4,113
4,113

－
－

192
192
－
－

3,237
3,237

－
192
－

192
－
－

9,504
9,504

－
－
11
11
－
－

12,890
12,890

－
－
－

2,870
2,870

－
192
－

69,641
69,834

－
－

21,525
21,525

－
－

3,006
3,006

－
－

126
126
－

939
2,149
3,088

－
3,489

－
3,489

－
5,520
10,342
15,863

－
－
11
11
－

799
13,913
14,713

－
－
－

2,705
2,705

－
10,748

－
53,780
64,528

－
－

29,918
29,918

－
－

3,860
3,860

－
－

168
168
－

430
2,704
3,134

－
2,906

－
2,906

－
2,576
10,611
13,187

－
－
11
11
－

321
14,326
14,647

－
－
－

2,535
2,535

－
6,233

－
64,137
70,371

2022年度

2022年度
69,621
183,012
38.04
38.12

64,528
181,815
35.49
38.46

－
3,006

－
1,032

－
299
－

－
－
－

1,119
－

200
－

－
－
－

5,375
－

2,452
482

－
－
－

4,004
－

843
777

2,058
－
－

9,452
－

1,584
－

19,466
－
－

1,582
－

250
－

－
－
－
－
11

9,080
1,444

21,525
3,006

－
22,567

11
14,713
2,705

－
1,005

－
870
－
99
－

－
3,023

－
1,849

－
498
80

－
－
－

3,368
－

292
140

－
－
－

1,136
－

1,426
1,090

7,106
－
－

6,447
－

2,280
－

27,071
－
－

1,829
－

267
－

－
－
－
－
11

8,452
1,270

34,177
4,029

－
15,502

11
13,318
2,582

総与信残高
（A）+（B）
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■次に掲げるものに関する取得価額又は契約価額、時価及び評価損益 【単位：百万円】

2023年3月末および2024年3月末ともに、売買目的有価証券はございません。

（1）売買目的有価証券

2.　金銭の信託
2023年3月末および2024年3月末ともに、金銭の信託はございません。

1.　有価証券

（3）その他有価証券

(注) 1. 貸借対照表計上額は、期末日における市場価格等に基づいております。　
　　2. 上記の「その他」は、外国証券及び投資信託等です。
　　3. 市場価格のない株式等は本表には含めておりません。

小　　　計

株式
債券

その他

国　債
地方債
社　債

種　　類
2023年度

取得原価貸借対照表
計上額 差額

小　　　計
合　　　計

株式
債券

その他

国　債
地方債
社　債

貸借対照表計上
額が取得原価を
超えるもの

貸借対照表計上
額が取得原価を
超えないもの

2022年度

取得原価貸借対照表
計上額 差額

－
16,784
9,585
4,029
3,169
2,840
19,624

－
34,935
24,591

－
10,343
13,059
47,995
67,620

－
744
692
28
22
70
814
－

△ 2,168
△ 1,853

－
△ 315
△ 885

△ 3,054
△ 2,239

－
16,040
8,892
4,000
3,146
2,769
18,809

－
37,103
26,444

－
10,658
13,945
51,049
69,859

－
6,700
2,058
3,006
1,635
5,427
12,128

－
30,449
19,466

－
10,982
11,190
41,640
53,768

－
145
130
6
8

251
396
－

△ 2,807
△ 2,516

－
△ 290
△ 529

△ 3,336
△ 2,939

－
6,555
1,928
3,000
1,626
5,176
11,731

－
33,256
21,983

－
11,272
11,720
44,976
56,708

■自己資本の構成に関する事項 【単位：千円】

自己資本の状況について

(注) 時価は、期末日における市場価格等に基づいております。

（2）満期保有目的の債券

小　　　計

国債
地方債
社債
その他

国債
地方債
社債
その他

種　　類
2023年度

時価貸借対照表
計上額 差額

小　　　計
合　　　計

時価が貸借対照
表計上額を超え
るもの

時価が貸借対照
表計上額を超え
ないもの

2022年度

時価貸借対照表
計上額 差額

－
－

4,870
699

5,570
－
－

5,078
100

5,178
10,748

－
－
56
1
57
－
－

△ 21
△ 4
△ 25
31

－
－

4,926
701

5,627
－
－

5,056
95

5,152
10,780

－
－

1,989
－

1,989
－
－
－
－
－

1,989

－
－
12
－
12
－
－
－
－
－
12

－
－

2,002
－

2,002
－
－
－
－
－

2,002

（4）市場価格のない株式等

内　容 貸借対照表計上額
非上場株式 11 11
信金中央金庫出資金 749 1,009

2022年度
貸借対照表計上額
2023年度

資 料 編
2 0 2 4

項　　　　目 2022年度 2023年度

コア資本に係る基礎項目　（1）

普通出資又は非累積的永久優先出資に係る会員勘定の額	 10,138,065 10,522,123

うち、出資金及び資本剰余金の額 1,268,337 1,246,142

うち、利益剰余金の額 8,951,813 9,300,243

うち、外部流出予定額（△） 24,434 24,232

うち、上記以外に該当するものの額 △ 57,651 △ 30

コア資本に係る基礎項目の額に算入される引当金の合計額 234,609 132,436

うち、一般貸倒引当金コア資本算入額 234,609 132,436

うち、適格引当金コア資本算入額 − −

適格旧資本調達手段の額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額 −

公的機関による資本の増強に関する措置を通じて発行された資本調達手段の額のうち、
コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額

− −

土地再評価額と再評価直前の帳簿価額の差額の45パーセントに相当する額のうち、
コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額

−

コア資本に係る基礎項目の額	 （イ） 10,372,674 10,654,559

コア資本に係る調整項目　（2）

無形固定資産（モーゲージ・サービシング・ライツに係るものを除く。）の額の合計額 19,886 16,691

うち、のれんに係るものの額 − −

うち、のれん及びモーゲージ・サービシング・ライツに係るもの以外の額 19,886 16,691

繰延税金資産（一時差異に係るものを除く。）の額 − −

適格引当金不足額 − −

証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額 − −

負債の時価評価により生じた時価評価差額であって自己資本に算入される額 − −

前払年金費用の額 84,423 178,075

自己保有普通出資等（純資産の部に計上されるものを除く。）の額 − −

意図的に保有している他の金融機関等の対象資本調達手段の額 − −

少数出資金融機関等の対象普通出資等の額 − −

信用金庫連合会の対象普通出資等の額 − −

特定項目に係る10パーセント基準超過額 − −

うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額 − −

うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額 − −

うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額 − −
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■次に掲げるものに関する取得価額又は契約価額、時価及び評価損益 【単位：百万円】

2023年3月末および2024年3月末ともに、売買目的有価証券はございません。

（1）売買目的有価証券

2.　金銭の信託
2023年3月末および2024年3月末ともに、金銭の信託はございません。

1.　有価証券

（3）その他有価証券

(注) 1. 貸借対照表計上額は、期末日における市場価格等に基づいております。　
　　2. 上記の「その他」は、外国証券及び投資信託等です。
　　3. 市場価格のない株式等は本表には含めておりません。

小　　　計

株式
債券

その他

国　債
地方債
社　債

種　　類
2023年度

取得原価貸借対照表
計上額 差額

小　　　計
合　　　計

株式
債券

その他

国　債
地方債
社　債

貸借対照表計上
額が取得原価を
超えるもの

貸借対照表計上
額が取得原価を
超えないもの

2022年度

取得原価貸借対照表
計上額 差額

－
16,784
9,585
4,029
3,169
2,840
19,624

－
34,935
24,591

－
10,343
13,059
47,995
67,620

－
744
692
28
22
70
814
－

△ 2,168
△ 1,853

－
△ 315
△ 885

△ 3,054
△ 2,239

－
16,040
8,892
4,000
3,146
2,769
18,809

－
37,103
26,444

－
10,658
13,945
51,049
69,859

－
6,700
2,058
3,006
1,635
5,427
12,128

－
30,449
19,466

－
10,982
11,190
41,640
53,768

－
145
130
6
8

251
396
－

△ 2,807
△ 2,516

－
△ 290
△ 529

△ 3,336
△ 2,939

－
6,555
1,928
3,000
1,626
5,176
11,731

－
33,256
21,983

－
11,272
11,720
44,976
56,708

■自己資本の構成に関する事項 【単位：千円】

自己資本の状況について

(注) 時価は、期末日における市場価格等に基づいております。

（2）満期保有目的の債券

小　　　計

国債
地方債
社債
その他

国債
地方債
社債
その他

種　　類
2023年度

時価貸借対照表
計上額 差額

小　　　計
合　　　計

時価が貸借対照
表計上額を超え
るもの

時価が貸借対照
表計上額を超え
ないもの

2022年度

時価貸借対照表
計上額 差額

－
－

4,870
699

5,570
－
－

5,078
100

5,178
10,748

－
－
56
1
57
－
－

△ 21
△ 4
△ 25
31

－
－

4,926
701

5,627
－
－

5,056
95

5,152
10,780

－
－

1,989
－

1,989
－
－
－
－
－

1,989

－
－
12
－
12
－
－
－
－
－
12

－
－

2,002
－

2,002
－
－
－
－
－

2,002

（4）市場価格のない株式等

内　容 貸借対照表計上額
非上場株式 11 11
信金中央金庫出資金 749 1,009

2022年度
貸借対照表計上額
2023年度

資 料 編
2 0 2 4

項　　　　目 2022年度 2023年度

コア資本に係る基礎項目　（1）

普通出資又は非累積的永久優先出資に係る会員勘定の額	 10,138,065 10,522,123

うち、出資金及び資本剰余金の額 1,268,337 1,246,142

うち、利益剰余金の額 8,951,813 9,300,243

うち、外部流出予定額（△） 24,434 24,232

うち、上記以外に該当するものの額 △ 57,651 △ 30

コア資本に係る基礎項目の額に算入される引当金の合計額 234,609 132,436

うち、一般貸倒引当金コア資本算入額 234,609 132,436

うち、適格引当金コア資本算入額 − −

適格旧資本調達手段の額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額 −

公的機関による資本の増強に関する措置を通じて発行された資本調達手段の額のうち、
コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額

− −

土地再評価額と再評価直前の帳簿価額の差額の45パーセントに相当する額のうち、
コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額

−

コア資本に係る基礎項目の額	 （イ） 10,372,674 10,654,559

コア資本に係る調整項目　（2）

無形固定資産（モーゲージ・サービシング・ライツに係るものを除く。）の額の合計額 19,886 16,691

うち、のれんに係るものの額 − −

うち、のれん及びモーゲージ・サービシング・ライツに係るもの以外の額 19,886 16,691

繰延税金資産（一時差異に係るものを除く。）の額 − −

適格引当金不足額 − −

証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額 − −

負債の時価評価により生じた時価評価差額であって自己資本に算入される額 − −

前払年金費用の額 84,423 178,075

自己保有普通出資等（純資産の部に計上されるものを除く。）の額 − −

意図的に保有している他の金融機関等の対象資本調達手段の額 − −

少数出資金融機関等の対象普通出資等の額 − −

信用金庫連合会の対象普通出資等の額 − −

特定項目に係る10パーセント基準超過額 − −

うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額 − −

うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額 − −

うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額 − −
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■自己資本の充実度に関する事項

イ　信用リスク･アセット、所要自己資本の額の合計※1

　①標準的手法が適用されるポートフォリオごとのエクスポージャー※2

　　 (ⅰ)ソブリン向け※3

　　 (ⅱ)金融機関向け

　　 (ⅲ)法人等向け

 　　(ⅳ)中小企業等･個人向け

　　 (ⅴ)抵当権付住宅ローン

　　 (ⅵ)不動産取得等事業向け

　　 (ⅶ)三月以上延滞等※4

　 　(ⅷ)上記以外※5

　②証券化エクスポージャー

ロ　オペレーショナル・リスク相当額の合計額を8％で除して得た額※6

ハ　単体総所要自己資本額（イ＋ロ）※7

リスク・アセット 所要自己資本額区　　　分 2023年度

【単位：千円】

(注)1.
2.

3.

4.

5.
6.

7.

所要自己資本の額＝リスク・アセット×４%
「エクスポージャー」とは、資産（派生商品取引によるものを除く）並びにオフ・バランス取引及び派生商品取引の与信相当額等の
ことです。
「ソブリン」とは、中央政府、中央銀行、地方公共団体、我が国の政府関係機関、土地開発公社、地方住宅供給公社、地方道路公社、
外国の中央政府以外の公共部門（当該国内においてソブリン扱いになっているもの）、国際開発銀行、国際決済銀行、国際通貨基金、
欧州中央銀行、欧州共同体、信用保証協会及び漁業信用基金協会のことです。
「三月以上延滞等」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上延滞している債務者に係るエクスポージャー及び
「ソブリン向け」、「金融機関向け」、「法人等向け」においてリスク・ウェイトが１５０％になったエクスポージャーのことです。
オフ・バランス取引等項目の信用リスク・アセットは「（ⅷ）上記以外」に計上しております。
オペレーショナル・リスク相当額は、当金庫は基礎的手法を採用しております。

単体総所要自己資本額＝単体自己資本比率の分母の額×４％

＜オペレーショナル・リスク相当額（基礎的手法）の算定方法＞

粗利益（直近3年間のうち正の値の合計額）×15％

直近3年間のうち粗利益が正の値であった年数

自己資本の充実度に関しまして、国内基準である4％を上回っており、経営の健全性・安全性を十分保って
おります。また、当金庫は、各エクスポージャーが特定の分野に集中することなく、リスク分散が図られており
ます。
なお、将来の自己資本の充実策については、年度ごとに掲げる収支計画に基づいた営業活動を通じ、そこから
得られる利益による資本の積上げを第一義的な施策として考えております。

リスク・アセット 所要自己資本額
2022年度

68,637,798

68,637,798

781,453

10,339,643

14,748,002

15,583,067

3,671,061

7,636,884

44,416

15,833,268

－

4,623,430

73,261,228

2,745,511

2,745,511

31,258

413,585

589,920

623,322

146,842

305,475

1,776

633,330

－

184,937

2,930,449

70,573,869

70,573,869

791,899

10,594,418

15,941,488

14,701,564

3,526,889

8,419,126

90,768

16,507,715

－

4,708,150

75,282,020

2,822,954

2,822,954

31,675

423,776

637,659

588,062

141,075

336,765

3,630

660,308

－

188,326

3,011,280

資 料 編
2 0 2 4

項　　　　目 2022年度 2023年度

特定項目に係る15パーセント基準超過額 － －

うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額 － －

うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額 － －

うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額 － －

コア資本に係る調整項目の額 （ロ） 104,310 194,767

自己資本

自己資本の額　（（イ）－（ロ）） （ハ） 10,268,364 10,459,792

リスク・アセット等　（3）

信用リスク・アセットの額の合計額 68,637,798 70,573,869

うち、経過措置によりリスク・アセットの額に算入される額の合計額 －

うち、他の金融機関等向けエクスポージャー － －

うち、上記以外に該当するものの額 －

オペレーショナル・リスク相当額の合計額を8パーセントで除して得た額 4,623,430 4,708,150

信用リスク・アセット調整額 － －

オペレーショナル・リスク相当額調整額 － －

リスク・アセット等の額の合計額 （ニ） 73,261,228 75,282,020

自己資本比率

自己資本比率　（（ハ）／（ニ）） 14.01% 13.89%

（注）    自己資本比率の算出方法を定めた「信用金庫法第89条第１項において準用する銀行法第14条の２の規定に基づき、信用金庫及び信用金庫連合会がその保有す
る資産等に照らし自己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するための基準（平成18年金融庁告示第21号）」に基づき算出しております。

　　　 なお、当金庫は国内基準により自己資本比率を算出しております。

　当金庫の自己資本は、出資金、利益剰余金等により構成されております。なお、当金庫の自己資本調達手段
の概要は次のとおりです。
　普通出資　①発行主体：東奥信用金庫
　　　　　　②コア資本に係る基礎項目の額に算入された額：1，２４６百万円
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■自己資本の充実度に関する事項

イ　信用リスク･アセット、所要自己資本の額の合計※1

　①標準的手法が適用されるポートフォリオごとのエクスポージャー※2

　　 (ⅰ)ソブリン向け※3

　　 (ⅱ)金融機関向け

　　 (ⅲ)法人等向け

 　　(ⅳ)中小企業等･個人向け

　　 (ⅴ)抵当権付住宅ローン

　　 (ⅵ)不動産取得等事業向け

　　 (ⅶ)三月以上延滞等※4

　 　(ⅷ)上記以外※5

　②証券化エクスポージャー

ロ　オペレーショナル・リスク相当額の合計額を8％で除して得た額※6

ハ　単体総所要自己資本額（イ＋ロ）※7

リスク・アセット 所要自己資本額区　　　分 2023年度

【単位：千円】

(注)1.
2.

3.

4.

5.
6.

7.

所要自己資本の額＝リスク・アセット×４%
「エクスポージャー」とは、資産（派生商品取引によるものを除く）並びにオフ・バランス取引及び派生商品取引の与信相当額等の
ことです。
「ソブリン」とは、中央政府、中央銀行、地方公共団体、我が国の政府関係機関、土地開発公社、地方住宅供給公社、地方道路公社、
外国の中央政府以外の公共部門（当該国内においてソブリン扱いになっているもの）、国際開発銀行、国際決済銀行、国際通貨基金、
欧州中央銀行、欧州共同体、信用保証協会及び漁業信用基金協会のことです。
「三月以上延滞等」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上延滞している債務者に係るエクスポージャー及び
「ソブリン向け」、「金融機関向け」、「法人等向け」においてリスク・ウェイトが１５０％になったエクスポージャーのことです。
オフ・バランス取引等項目の信用リスク・アセットは「（ⅷ）上記以外」に計上しております。
オペレーショナル・リスク相当額は、当金庫は基礎的手法を採用しております。

単体総所要自己資本額＝単体自己資本比率の分母の額×４％

＜オペレーショナル・リスク相当額（基礎的手法）の算定方法＞

粗利益（直近3年間のうち正の値の合計額）×15％

直近3年間のうち粗利益が正の値であった年数

自己資本の充実度に関しまして、国内基準である4％を上回っており、経営の健全性・安全性を十分保って
おります。また、当金庫は、各エクスポージャーが特定の分野に集中することなく、リスク分散が図られており
ます。
なお、将来の自己資本の充実策については、年度ごとに掲げる収支計画に基づいた営業活動を通じ、そこから
得られる利益による資本の積上げを第一義的な施策として考えております。

リスク・アセット 所要自己資本額
2022年度

68,637,798

68,637,798

781,453

10,339,643

14,748,002

15,583,067

3,671,061

7,636,884

44,416

15,833,268

－

4,623,430

73,261,228

2,745,511

2,745,511

31,258

413,585

589,920

623,322

146,842

305,475

1,776

633,330

－

184,937

2,930,449

70,573,869

70,573,869

791,899

10,594,418

15,941,488

14,701,564

3,526,889

8,419,126

90,768

16,507,715

－

4,708,150

75,282,020

2,822,954

2,822,954

31,675

423,776

637,659

588,062

141,075

336,765

3,630

660,308

－

188,326

3,011,280

資 料 編
2 0 2 4

項　　　　目 2022年度 2023年度

特定項目に係る15パーセント基準超過額 － －

うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額 － －

うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額 － －

うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額 － －

コア資本に係る調整項目の額 （ロ） 104,310 194,767

自己資本

自己資本の額　（（イ）－（ロ）） （ハ） 10,268,364 10,459,792

リスク・アセット等　（3）

信用リスク・アセットの額の合計額 68,637,798 70,573,869

うち、経過措置によりリスク・アセットの額に算入される額の合計額 －

うち、他の金融機関等向けエクスポージャー － －

うち、上記以外に該当するものの額 －

オペレーショナル・リスク相当額の合計額を8パーセントで除して得た額 4,623,430 4,708,150

信用リスク・アセット調整額 － －

オペレーショナル・リスク相当額調整額 － －

リスク・アセット等の額の合計額 （ニ） 73,261,228 75,282,020

自己資本比率

自己資本比率　（（ハ）／（ニ）） 14.01% 13.89%

（注）    自己資本比率の算出方法を定めた「信用金庫法第89条第１項において準用する銀行法第14条の２の規定に基づき、信用金庫及び信用金庫連合会がその保有す
る資産等に照らし自己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するための基準（平成18年金融庁告示第21号）」に基づき算出しております。

　　　 なお、当金庫は国内基準により自己資本比率を算出しております。

　当金庫の自己資本は、出資金、利益剰余金等により構成されております。なお、当金庫の自己資本調達手段
の概要は次のとおりです。
　普通出資　①発行主体：東奥信用金庫
　　　　　　②コア資本に係る基礎項目の額に算入された額：1，２４６百万円
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　信用リスクとは、取引先の倒産や財務状況の悪化などにより、当金庫が損失を受けるリスクをいいます。当金庫では、与信業務の基本的
な理念や手続き等を明示した「信用リスク管理規程」を制定し、広く役職員に理解と遵守を促すとともに、信用リスクを確実に認識する管
理態勢を構築しております。
　信用リスクの評価につきましては、当金庫では厳格な自己査定を実施しております。また、信用リスクの計量化に向け、インフラ整備も
含めた態勢整備に努めております。
　以上、一連の信用リスク管理の状況については、ALM委員会※および常勤会で協議検討を行うとともに、必要に応じて理事会に対して
報告する態勢を整備しております。
　貸倒引当金は、「自己査定管理規程」及び「償却・引当管理規程」に基づき、厳格に算定するとともに、その結果については監査法人の監
査を受けるなど、適正な計上に努めております。
　なお、リスク・ウェイトの判定に使用する適格格付機関は以下の４つの機関を採用しております。エクスポージャーの種類ごとに適格格
付機関の使い分けは行っておりません。
　①日本格付研究所（JCR）　②格付投資情報センター（R&I）　③Moody’s　④スタンダード＆プアーズ（S＆P）

※「ALM委員会」：常勤役員及び部長で構成し、業務計画の進捗状況を確認、今後の対策等を協議する機関

■地域別、業種別及び残存期間別エクスポージャー期末残高

信用リスクの状況について
（リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャー及び証券化エクスポージャーを除く）

【単位：百万円】

(注)1.
2.
3.
4.
5.

6.
7.

オフ・バランス取引は、デリバティブ取引を除いております。
「三月以上延滞エクスポージャー」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上延滞している債務者に係るエクスポージャーのことです。
「業種区分」欄の「その他」は、業種区分に分類することが困難なエクスポージャーです。
デリバティブ取引は該当がないため省略しております。
地域別については「国内」と「国外」に区分しており、外国証券は「国外」に記載しております。なお、当金庫は国内の限定されたエリアにて事業活動を行って
いるため、「国内の地域別区分」は省略しております。
ＣＶＡリスクおよび中央清算機関関連エクスポージャーは含まれておりません。
業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しております。

国内

国外

地域別合計

地域区分
業種区分
期間区分

信用リスク・エクスポージャー期末残高エクスポージャー
　　区分 三月以上延滞

エクスポージャー債券 その他

貸出金、コミットメン
ト及びその他のデリバ
ティブ以外のオフ･バ
ランス取引

製造業

農業、林業

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業

物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業

飲食業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

その他のサービス

国・地方公共団体等

個人

その他

業種別合計

1年以下

1年超3年以下

3年超5年以下

5年超7年以下

7年超10年以下

10年超

期間の定めのないもの

残存期間別合計

■業種別の個別貸倒引当金及び貸出金償却の残高等 【単位：百万円】

製造業
農業、林業
鉱業、採石業、砂利採取業
建設業
運輸業、郵便業
卸売業、小売業
金融業、保険業
不動産業
物品賃貸業
学術研究、専門・技術サービス業
宿泊業
飲食業
生活関連サービス業、娯楽業
教育、学習支援業
医療、福祉
その他のサービス
国･地方公共団体等
個人
合　　計

期末残高 貸出金償却期中増減額期首残高業　種　区　分
個別貸倒引当金

(注)1.
     2.
     
     3.

当金庫は、国内の限定されたエリアにて事業活動を行っているため、「地域別」の区分は省略しております。
貸出金償却額については、部分直接償却を含んでおりません。また、個別貸倒引当金取り崩し前の金額であるため、損益計算書（34頁）の数値とは
一致しません。
業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しております。

■一般貸倒引当金、個別貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額
※　本ディスクロージャー誌３7ページ参照
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10％
20％
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75％
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エクスポージャーの額

格付適用あり 格付適用なし

告示で定める
リスク･ウェイト区分 2023年度

■リスク･ウェイト区分ごとのエクスポージャーの額等 【単位：百万円】

(注)1.
     2.
     3.

格付適用あり 格付適用なし
2022年度

－
－

1,800
－

8,404
－
－
7
－
－

10,211

56,039
13,614
63,814
10,457

29
18,812
21,794

19
－

1,201
185,783

－
－

6,723
－

9,595
－
－
2
－
－

16,321

42,161
14,084
67,205
10,049

74
16,964
22,473

32
－

1,184
174,231

2023年度 2023年度 2023年度 2023年度
－
－

206
27
15
384
58
202
－
－

401
－
82
－
14
－
－
34

1,427

－
－
－
10
△ 0
△ 0
－

△ 34
－
－

△ 1
－
10
－
5
－
－
5

△ 4

－
－

206
37
15
384
58
168
－
－

400
－
93
－
19
－
－
39

1,423

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
0
0

2022年度 2022年度 2022年度 2022年度
－
0

206
28
15
377
58
231
－
－

401
4
72
－
8
0
－
32

1,439

－
△ 0
－

△ 1
－
6
－

△ 29
－
－
0

△ 4
9
－
5

△ 0
－
2

△ 12

－
－

206
27
15
384
58
202
－
－

401
－
82
－
14
－
－
34

1,427

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

エクスポージャーは信用リスク削減手法適用後のリスク･ウェイトに区分しております。
格付は適格格付機関が付与しているものに限定しております。
コア資本に係る調整項目となったエクスポージャー、ＣＶＡリスクおよび中央清算機関関連エクスポージャーは含まれておりません。

【単位：百万円】■信用リスク削減手法に関する事項（信用リスク削減手法が適用されたエクスポージャー）
適格金融資産担保信用リスク削減手法 保証 クレジット･デリバティブ

2023年度2023年度ポートフォリオ 2023年度 2022年度2022年度2022年度

－ －22,8271,299 25,0381,305
信用リスク削減手法が適用された
エクスポージャー

2023年度2023年度2023年度2023年度2023年度
187,428

5,299

192,728

3,316

573

206

4,623

5,548

1,022

4,912

6,151

70,201

20,056

2,192

198

1,590

1,357

835

434

4,214

4,116

29,953

24,599

6,621

192,728

48,057

15,460

24,948

12,270

23,292

49,826

18,873

192,728

83,219

－

83,219

1,351

573

206

4,623

87

1

1,262

6,051

11,783

17,883

15

198

1,590

1,357

835

434

4,214

3,404

2,741

24,599

－

83,219

13,379

12,415

11,154

7,570

9,211

24,689

4,798

83,219

49,760

5,299

55,060

1,965

－

－

－

5,460

1,021

3,649

100

10,586

2,172

2,176

－

－

－

－

－

－

711

27,212

－

3

55,060

4,331

1,321

7,890

4,499

13,081

23,936

－

55,060

54,448

－

54,448

－

－

－

－

－

－

－

－

47,831

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

6,617

54,448

30,346

1,723

5,903

200

1,000

1,200

14,074

54,448

282

－

282

－

－

－

57

－

－

－

71

58

－

－

－

－

0

31

－

33

－

－

28

－

282

2022年度2022年度2022年度2022年度2022年度
193,260

4,600

197,860

1,782

571

206

4,493

5,208

601

3,633

6,406

69,761

18,504

1,313

121

1,597

1,302

816

336

4,661

3,750

42,387

24,071

6,330

197,860

25,188

41,844

16,874

11,264

25,003

56,756

20,928

197,860

83,014

－

83,014

1,382

571

206

4,493

135

1

1,170

6,406

11,738

18,192

19

121

1,597

1,302

816

336

4,661

3,037

2,749

24,071

－

83,014

12,566

12,976

10,486

8,418

9,099

24,353

5,113

83,014

55,133

4,600

59,733

400

－

－

－

5,072

600

2,463

－

9,237

311

1,293

－

－

－

－

－

－

712

39,638

－

3

59,733

1,966

5,341

3,672

2,646

15,104

31,002

－

59,733

55,112

－

55,112

－

－

－

－

－

－

－

－

48,785

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

6,326

55,112

10,655

23,525

2,715

200

800

1,400

15,815

55,112

159

－

159

－

－

－

－

－

－

－

71

58

－

－

－

－

－

19

－

－

0

－

9

－

159

(注) 当金庫は、適格金融資産担保について簡便手法を使用しております。
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　信用リスクとは、取引先の倒産や財務状況の悪化などにより、当金庫が損失を受けるリスクをいいます。当金庫では、与信業務の基本的
な理念や手続き等を明示した「信用リスク管理規程」を制定し、広く役職員に理解と遵守を促すとともに、信用リスクを確実に認識する管
理態勢を構築しております。
　信用リスクの評価につきましては、当金庫では厳格な自己査定を実施しております。また、信用リスクの計量化に向け、インフラ整備も
含めた態勢整備に努めております。
　以上、一連の信用リスク管理の状況については、ALM委員会※および常勤会で協議検討を行うとともに、必要に応じて理事会に対して
報告する態勢を整備しております。
　貸倒引当金は、「自己査定管理規程」及び「償却・引当管理規程」に基づき、厳格に算定するとともに、その結果については監査法人の監
査を受けるなど、適正な計上に努めております。
　なお、リスク・ウェイトの判定に使用する適格格付機関は以下の４つの機関を採用しております。エクスポージャーの種類ごとに適格格
付機関の使い分けは行っておりません。
　①日本格付研究所（JCR）　②格付投資情報センター（R&I）　③Moody’s　④スタンダード＆プアーズ（S＆P）

※「ALM委員会」：常勤役員及び部長で構成し、業務計画の進捗状況を確認、今後の対策等を協議する機関

■地域別、業種別及び残存期間別エクスポージャー期末残高

信用リスクの状況について
（リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャー及び証券化エクスポージャーを除く）

【単位：百万円】

(注)1.
2.
3.
4.
5.

6.
7.

オフ・バランス取引は、デリバティブ取引を除いております。
「三月以上延滞エクスポージャー」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上延滞している債務者に係るエクスポージャーのことです。
「業種区分」欄の「その他」は、業種区分に分類することが困難なエクスポージャーです。
デリバティブ取引は該当がないため省略しております。
地域別については「国内」と「国外」に区分しており、外国証券は「国外」に記載しております。なお、当金庫は国内の限定されたエリアにて事業活動を行って
いるため、「国内の地域別区分」は省略しております。
ＣＶＡリスクおよび中央清算機関関連エクスポージャーは含まれておりません。
業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しております。

国内

国外

地域別合計

地域区分
業種区分
期間区分

信用リスク・エクスポージャー期末残高エクスポージャー
　　区分 三月以上延滞

エクスポージャー債券 その他

貸出金、コミットメン
ト及びその他のデリバ
ティブ以外のオフ･バ
ランス取引

製造業

農業、林業

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業

物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業

飲食業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

その他のサービス

国・地方公共団体等

個人

その他

業種別合計

1年以下

1年超3年以下

3年超5年以下

5年超7年以下

7年超10年以下

10年超

期間の定めのないもの

残存期間別合計

■業種別の個別貸倒引当金及び貸出金償却の残高等 【単位：百万円】

製造業
農業、林業
鉱業、採石業、砂利採取業
建設業
運輸業、郵便業
卸売業、小売業
金融業、保険業
不動産業
物品賃貸業
学術研究、専門・技術サービス業
宿泊業
飲食業
生活関連サービス業、娯楽業
教育、学習支援業
医療、福祉
その他のサービス
国･地方公共団体等
個人
合　　計

期末残高 貸出金償却期中増減額期首残高業　種　区　分
個別貸倒引当金

(注)1.
     2.
     
     3.

当金庫は、国内の限定されたエリアにて事業活動を行っているため、「地域別」の区分は省略しております。
貸出金償却額については、部分直接償却を含んでおりません。また、個別貸倒引当金取り崩し前の金額であるため、損益計算書（34頁）の数値とは
一致しません。
業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しております。

■一般貸倒引当金、個別貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額
※　本ディスクロージャー誌３7ページ参照
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格付適用あり 格付適用なし

告示で定める
リスク･ウェイト区分 2023年度

■リスク･ウェイト区分ごとのエクスポージャーの額等 【単位：百万円】

(注)1.
     2.
     3.

格付適用あり 格付適用なし
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401
4
72
－
8
0
－
32

1,439

－
△ 0
－

△ 1
－
6
－

△ 29
－
－
0

△ 4
9
－
5

△ 0
－
2

△ 12

－
－

206
27
15
384
58
202
－
－

401
－
82
－
14
－
－
34

1,427

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

エクスポージャーは信用リスク削減手法適用後のリスク･ウェイトに区分しております。
格付は適格格付機関が付与しているものに限定しております。
コア資本に係る調整項目となったエクスポージャー、ＣＶＡリスクおよび中央清算機関関連エクスポージャーは含まれておりません。

【単位：百万円】■信用リスク削減手法に関する事項（信用リスク削減手法が適用されたエクスポージャー）
適格金融資産担保信用リスク削減手法 保証 クレジット･デリバティブ

2023年度2023年度ポートフォリオ 2023年度 2022年度2022年度2022年度

－ －22,8271,299 25,0381,305
信用リスク削減手法が適用された
エクスポージャー

2023年度2023年度2023年度2023年度2023年度
187,428

5,299

192,728

3,316

573

206

4,623

5,548

1,022

4,912

6,151

70,201

20,056

2,192

198

1,590

1,357

835

434

4,214

4,116

29,953

24,599

6,621

192,728

48,057

15,460

24,948

12,270

23,292

49,826

18,873

192,728

83,219

－

83,219

1,351

573

206

4,623

87

1

1,262

6,051

11,783

17,883

15

198

1,590

1,357

835

434

4,214

3,404

2,741

24,599

－

83,219

13,379

12,415

11,154

7,570

9,211

24,689

4,798

83,219

49,760

5,299

55,060

1,965

－

－

－

5,460

1,021

3,649

100

10,586

2,172

2,176

－

－

－

－

－

－

711

27,212

－

3

55,060

4,331

1,321

7,890

4,499

13,081

23,936

－

55,060

54,448

－

54,448

－

－

－

－

－

－

－

－

47,831

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

6,617

54,448

30,346

1,723

5,903

200

1,000

1,200

14,074

54,448

282

－

282

－

－

－

57

－

－

－

71

58

－

－

－

－

0

31

－

33

－

－

28

－

282

2022年度2022年度2022年度2022年度2022年度
193,260

4,600

197,860

1,782

571

206

4,493

5,208

601

3,633

6,406

69,761

18,504

1,313

121

1,597

1,302

816

336

4,661

3,750

42,387

24,071

6,330

197,860

25,188

41,844

16,874

11,264

25,003

56,756

20,928

197,860

83,014

－

83,014

1,382

571

206

4,493

135

1

1,170

6,406

11,738

18,192

19

121

1,597

1,302

816

336

4,661

3,037

2,749

24,071

－

83,014

12,566

12,976

10,486

8,418

9,099

24,353

5,113

83,014

55,133

4,600

59,733

400

－

－

－

5,072

600

2,463

－

9,237

311

1,293

－

－

－

－

－

－

712

39,638

－

3

59,733

1,966

5,341

3,672

2,646

15,104

31,002

－

59,733

55,112

－

55,112

－

－

－

－

－

－

－

－

48,785

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

6,326

55,112

10,655

23,525

2,715

200

800

1,400

15,815

55,112

159

－

159

－

－

－

－

－

－

－

71

58

－

－

－

－

－

19

－

－

0

－

9

－

159

(注) 当金庫は、適格金融資産担保について簡便手法を使用しております。
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ハ ニ

当期末 前期末
－

148

■オペレーショナル･リスク相当額の算出に使用する手法の名称
　当金庫は、基礎的手法を採用しております。

■リスク管理の方針及び手続きの概要
　当金庫では、オペレーショナル･リスクを「業務の過程、役職員の活動もしくはシステムが不適切であること、または、外生的な事象等に
より損失を被るリスク」と定義しております。当金庫は、オペレーショナル･リスクについて、事務リスク、システムリスク、法務リスク、人的
リスク、有形資産リスク、風評リスクの各リスクを含む幅広いリスクと考え、管理体制や管理方法に関するリスク管理の基本方針をそれぞ
れのリスクについて定め、確実にリスクを認識し、評価しております。
　リスクの計測に関しましては、当面、基礎的手法を採用することとし、態勢を整備しております。
　また、これらのリスクに関しては、ALM委員会および常勤会において協議・検討するとともに、必要に応じて理事会に対して報告する態
勢を整備しております。

オペレーショナル・リスクの状況について

　当金庫は、リスク管理の観点から、取引先の倒産や財務状況の悪化などにより受ける損失（信用リスク）を軽減するため、不動産等担保
や信用保証協会保証による保全措置を講じております。
　ただし、これはあくまで補完的措置であり、資金使途、返済原資、財務内容、事業環境、経営者の資質など、さまざまな角度から判断を
行っております。
　また、判断の結果、担保又は保証が必要な場合には、お客さまへの十分な説明とご理解をいただいた上でご契約いただく等、適切な取
扱いに努めております。
　自己資本比率規制（バーゼルⅢ）における信用リスク削減手法として、当金庫が扱う主要な担保には、預金積金や上場株式等があり、担
保に関する手続きについては、金庫が定める「融資取扱規程」や「不動産担保評価規程」等により、適切な事務取扱い並びに評価・管理を
行っております。
　一方、当金庫が扱う主要な保証には、信用保証協会保証、政府保証と同様の信用度を持つ地方公共団体保証および適格格付機関が付
与した格付に基づくしんきん保証基金保証等があります。
　なお、信用リスク削減手法の適用に伴う信用リスクの集中に関しては、特に業種やエクスポージャーの種類に偏ることなく分散されてお
ります。

証券化エクスポージャーについて
※　当金庫は該当ございません。

■リスク管理の方針及び手続きの概要

派生商品取引には、市場の変動により損失を受ける可能性のある市場リスクや、取引相手方が支払い不能になることにより損失を受け
る可能性のある信用リスクが内包されています。
当金庫では、直接的な派生商品取引は行ってはおりませんが、仕組み商品の一部について、派生商品取引を含んでいる商品を保有し

ております。仕組み商品については、常勤会で協議のうえ内部規程に基づき適正に管理しております。なお、長期決済期間取引は該当ご
ざいません。
また、「リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャー」の裏付資産や裏付にある取引として計測された部分は含めてお

りません。

派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関する事項

与信相当額の算出に用いる方式
グロス再構築コストの額

カレント・エクスポージャー方式
9

2022年度
カレント・エクスポージャー方式

16

2023年度

（注）グロス再構築コストの額は、0を下回らないものに限っています。

派生商品の内容と与信相当額
外国為替関連取引 200 204

2022年度 2023年度

（注）担保による信用リスク削減手法については該当ございません。

【単位：百万円】

　銀行勘定における出資等エクスポージャーにあたるものは、非上場株式、上場優先出資証券、信金中央金庫向け普通出資が該当
します。
　なお、当該取引に係る会計処理については、当金庫が定める「有価証券会計処理規程」及び日本公認会計士協会の「金融商品会
計に関する実務指針」に従った、適正な処理を行っております。
　また、「リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャー」の裏付資産や裏付にある取引として計測された部分は含め
ておりません。

金利リスクの状況について

リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャーの状況について

【単位：百万円】

(注) 金利リスクの算定手法の概要等は、以下（次頁）に記載しております。

項 番

1
2
3
4
5
6
7

8

IRRBB1:金利リスク
イ

ΔEVE ΔNII
ロ

ホ ヘ

当期末 前期末

当期末 前期末

出資等エクスポージャーの状況について
■貸借対照表計上額等 【単位：百万円】

(注)1.
2.
貸借対照表計上額は、期末日における市場価格等に基づいております。
「非上場株式等」に、信金中央金庫向け普通出資を含めております。

上場株式等

非上場株式等

合計

2022年度
2023年度
2022年度
2023年度
2022年度
2023年度

区　分

うち益 うち損
－
－
－
－
－
－

－
－
－
－
－
－

－
－
－
－
－
－

－
－
－
－
－
－

－
－
－
－
－
－

－
－
－
－
－
－

－
－
－
－
－
－

－
－

760
1,020
760

1,020

売買目的有価証券
その他有価証券等

その他有価証券で時価のあるもの

評 価 差 額貸借対照表
計 上 額

貸 借 対 照 表
計 上 額

取 得 原 価
（償却原価）

当期の損益に含
まれた評価差額

貸借対照表
計 上 額

7,712
－

7,712 148

－
33

33

6,471
－

6,471

10,459 10,268

上方パラレルシフト
下方パラレルシフト
スティープ化
フラット化
短期金利上昇
短期金利低下
最大値

自己資本の額

【単位：百万円】

ルック･スルー方式を適用するエクスポージャー
マンデート方式を適用するエクスポージャー
蓋然性方式（250％）を適用するエクスポージャー
蓋然性方式（400％）を適用するエクスポージャー
フォールバック方式（1250％）を適用するエクスポージャー

2023年度
12,396

－
－
－
－

12,115
－
－
－
－

2022年度

その他有価証券等で
時価のないもの等
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ハ ニ

当期末 前期末
－

148

■オペレーショナル･リスク相当額の算出に使用する手法の名称
　当金庫は、基礎的手法を採用しております。

■リスク管理の方針及び手続きの概要
　当金庫では、オペレーショナル･リスクを「業務の過程、役職員の活動もしくはシステムが不適切であること、または、外生的な事象等に
より損失を被るリスク」と定義しております。当金庫は、オペレーショナル･リスクについて、事務リスク、システムリスク、法務リスク、人的
リスク、有形資産リスク、風評リスクの各リスクを含む幅広いリスクと考え、管理体制や管理方法に関するリスク管理の基本方針をそれぞ
れのリスクについて定め、確実にリスクを認識し、評価しております。
　リスクの計測に関しましては、当面、基礎的手法を採用することとし、態勢を整備しております。
　また、これらのリスクに関しては、ALM委員会および常勤会において協議・検討するとともに、必要に応じて理事会に対して報告する態
勢を整備しております。

オペレーショナル・リスクの状況について

　当金庫は、リスク管理の観点から、取引先の倒産や財務状況の悪化などにより受ける損失（信用リスク）を軽減するため、不動産等担保
や信用保証協会保証による保全措置を講じております。
　ただし、これはあくまで補完的措置であり、資金使途、返済原資、財務内容、事業環境、経営者の資質など、さまざまな角度から判断を
行っております。
　また、判断の結果、担保又は保証が必要な場合には、お客さまへの十分な説明とご理解をいただいた上でご契約いただく等、適切な取
扱いに努めております。
　自己資本比率規制（バーゼルⅢ）における信用リスク削減手法として、当金庫が扱う主要な担保には、預金積金や上場株式等があり、担
保に関する手続きについては、金庫が定める「融資取扱規程」や「不動産担保評価規程」等により、適切な事務取扱い並びに評価・管理を
行っております。
　一方、当金庫が扱う主要な保証には、信用保証協会保証、政府保証と同様の信用度を持つ地方公共団体保証および適格格付機関が付
与した格付に基づくしんきん保証基金保証等があります。
　なお、信用リスク削減手法の適用に伴う信用リスクの集中に関しては、特に業種やエクスポージャーの種類に偏ることなく分散されてお
ります。

証券化エクスポージャーについて
※　当金庫は該当ございません。

■リスク管理の方針及び手続きの概要

派生商品取引には、市場の変動により損失を受ける可能性のある市場リスクや、取引相手方が支払い不能になることにより損失を受け
る可能性のある信用リスクが内包されています。
当金庫では、直接的な派生商品取引は行ってはおりませんが、仕組み商品の一部について、派生商品取引を含んでいる商品を保有し

ております。仕組み商品については、常勤会で協議のうえ内部規程に基づき適正に管理しております。なお、長期決済期間取引は該当ご
ざいません。
また、「リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャー」の裏付資産や裏付にある取引として計測された部分は含めてお

りません。

派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関する事項

与信相当額の算出に用いる方式
グロス再構築コストの額

カレント・エクスポージャー方式
9

2022年度
カレント・エクスポージャー方式

16

2023年度

（注）グロス再構築コストの額は、0を下回らないものに限っています。

派生商品の内容と与信相当額
外国為替関連取引 200 204

2022年度 2023年度

（注）担保による信用リスク削減手法については該当ございません。

【単位：百万円】

　銀行勘定における出資等エクスポージャーにあたるものは、非上場株式、上場優先出資証券、信金中央金庫向け普通出資が該当
します。
　なお、当該取引に係る会計処理については、当金庫が定める「有価証券会計処理規程」及び日本公認会計士協会の「金融商品会
計に関する実務指針」に従った、適正な処理を行っております。
　また、「リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャー」の裏付資産や裏付にある取引として計測された部分は含め
ておりません。

金利リスクの状況について

リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャーの状況について

【単位：百万円】

(注) 金利リスクの算定手法の概要等は、以下（次頁）に記載しております。

項 番

1
2
3
4
5
6
7

8

IRRBB1:金利リスク
イ

ΔEVE ΔNII
ロ

ホ ヘ

当期末 前期末

当期末 前期末

出資等エクスポージャーの状況について
■貸借対照表計上額等 【単位：百万円】

(注)1.
2.
貸借対照表計上額は、期末日における市場価格等に基づいております。
「非上場株式等」に、信金中央金庫向け普通出資を含めております。

上場株式等

非上場株式等

合計

2022年度
2023年度
2022年度
2023年度
2022年度
2023年度

区　分

うち益 うち損
－
－
－
－
－
－

－
－
－
－
－
－

－
－
－
－
－
－

－
－
－
－
－
－

－
－
－
－
－
－

－
－
－
－
－
－

－
－
－
－
－
－

－
－

760
1,020
760

1,020

売買目的有価証券
その他有価証券等

その他有価証券で時価のあるもの

評 価 差 額貸借対照表
計 上 額

貸 借 対 照 表
計 上 額

取 得 原 価
（償却原価）

当期の損益に含
まれた評価差額

貸借対照表
計 上 額

7,712
－

7,712 148

－
33

33

6,471
－

6,471

10,459 10,268

上方パラレルシフト
下方パラレルシフト
スティープ化
フラット化
短期金利上昇
短期金利低下
最大値

自己資本の額

【単位：百万円】

ルック･スルー方式を適用するエクスポージャー
マンデート方式を適用するエクスポージャー
蓋然性方式（250％）を適用するエクスポージャー
蓋然性方式（400％）を適用するエクスポージャー
フォールバック方式（1250％）を適用するエクスポージャー

2023年度
12,396

－
－
－
－

12,115
－
－
－
－

2022年度

その他有価証券等で
時価のないもの等

資 料 編
2 0 2 4
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⑴　リスク管理の方針及び手続の概要
Ａ　リスク管理及び計測の対象とする金利リスクの考え方及び範囲に関する説明
　IRRBB（銀行勘定の金利リスク）とは、金利が変動することによって、保有する資産や負債等の価値（現在価値）や、貸出金や借
入金の金利差などから得られる将来収益（金利収益）が変動するリスクをいいます。当金庫では、金利リスクを重要なリスクの一
つとして認識し、その他の市場リスクとの関係性を考慮しながら、銀行勘定の市場リスクを一体的に管理しております。
Ｂ　リスク管理及びリスク削減の方針に関する説明
　ALM管理システム等により定期的に計測を行い、ALM委員会及び常勤会で協議・検討するとともに、必要に応じて理事会に
対して報告を行うなど、資産・負債の最適化に向けたリスク・コントロールに努めております。
Ｃ　金利リスク計測の頻度
　毎月末を基準日として、月次で IRRBBを計測しております。

⑵　金利リスクの算定方法の概要
Ａ　開示告示に基づく定量的開示の対象となるΔEVE（注1）及びΔNII（注 2）に関する事項
（注 1）IRRBB のうち、金利ショックに対する経済的価値の減少額として計測されるものであって、開示告示に定められた
　　　 金利ショックにより計算されるものをいいます。
（注 2）IRRBB のうち、金利ショックに対する算出基準日から12ヵ月を経過する日までの間の金利収益の減少額として
　　　 計測されるものであって、開示告示に定められた金利ショックにより計算されるものをいいます。
ａ　流動性預金に割り当てられた金利改定の平均満期は1.25年です。
ｂ　流動性預金に割り当てられた最長の金利改定満期は2.5 年です。
ｃ　流動性預金への満期の割当て方法（コア預金モデル等）については、金融庁が定める保守的な前提を採用しております。
ｄ　固定金利貸出の期限前償還や定期預金の期限前解約については、金融庁が定める保守的な前提を採用しております。
ｅ　複数の通貨の集計方法及びその前提
　　通貨別に算出した金利リスクの正値を合算し、通貨間の相関等は考慮しておりません。また、5％未満かつ重要性がない通貨
　については対象外としております。
ｆ　スプレッドに関する前提（計算にあたって割引金利やキャッシュ・フローに含めるか否か等）
　　リスクフリーレートの金利ショック幅と割引金利の金利ショック幅を同一と見なしており、割引金利の相関やスプレッド
　は考慮しておりません。
ｇ　内部モデルの使用等、ΔEVE及びΔNII に重大な影響を及ぼすその他の前提
　　内部モデルは使用しておりません。
ｈ　前事業年度末の開示からの変動に関する説明
　　2024年 3月末のΔEVEは 64億円（前期末比△12億円）、ΔNII は 1億円（同＋1億円）となっております。
ｉ　計測値の解釈や重要性に関するその他の説明
　ΔEVE及びΔNII については月次で計測を行い、自己資本額と収益性及びリスクテイクを勘案し、問題のない水準であると
認識しております。

Ｂ　自己資本の充実度の評価、ストレス・テスト、リスク管理、収益管理、経営上の判断その他の目的で、開示告示に基づく定量的
　開示の対象となるΔEVE及びΔNII 以外の金利リスクを計測している場合における、当該金利リスクに関する事項
ａ　金利ショックに関する説明
　　当金庫ではΔEVE及びΔNII 以外に、主としてVaRを用いて金利による時価変動リスクを算定しております。VaRの算出
　にあたっては、過去5年間の金利データから算出した想定最大変化幅を金利ショックとして使用しております。
ｂ　金利リスク計測の前提及びその意味（特に、開示告示に基づく定量的開示の対象となるΔEVE及びΔNIIと大きく異なる点）
　　当金庫では、VaRをはじめとした金利リスクや信用リスク等、定量化が可能なリスク毎に資本配賦を行い、リスク資本配賦
　運営の枠組みの中で取り得るリスク量の許容範囲を適正に把握・管理し、金融情勢の変化に適切に対応しながら健全性の確
　保と収益性の向上に努めております。

2024年度 入庫職員

2 0 2 4

資料編・とうしんのネットワーク

営業地域・店舗のご案内 （2024年6月末現在）
弘前市、黒石市、平川市、五所川原市、青森市、つがる市、
中津軽郡、南津軽郡、北津軽郡（板柳町、鶴田町）

とうしんのネットワーク（金融機関コード：1104）　

五所川原支店

田舎館支店

尾上支店
黒石支店

平賀支店

藤崎支店

本部･本店

下町支店

大町支店

和徳支店

大鰐支店

岩木支店

富田支店

浜の町支店

城東支店

【弘前市】

本 部  ・  本 店

本店長
白戸　均

下町支店
（店舗コード：002）

〒036-8364
弘前市大字新町167-21
TEL : 0172-33-4700

下町支店長
村元 謙吾

大町支店
（店舗コード：003）

〒036-8004
弘前市大字大町3丁目2-1
TEL : 0172-33-5100

大町支店長
三上 敦生

和徳支店
（店舗コード：004）

〒036-8021
弘前市大字和徳町11-5
TEL : 0172-35-0456

和徳支店長
佐藤 弘樹

岩木支店
（店舗コード：006）

〒036-1313
弘前市大字賀田1丁目4-7
TEL : 0172-82-3211

岩木支店長
齊藤 博年

富田支店
（店舗コード：007）

〒036-8173
弘前市大字富田町197-1
TEL : 0172-34-5669

富田支店長
秋元　豊

浜の町支店
（店舗コード：016）

〒036-8323
弘前市大字浜の町東3丁目2-22
TEL : 0172-34-5221

昼

昼

サ
昼

城東支店
（店舗コード：017）

〒036-8094
弘前市大字外崎1丁目1-2
TEL : 0172-27-2100

城東支店長
蝦名　淳

（店舗コード：001）

浜の町支店長
柴田　勝

〒036-8182 
弘前市大字土手町81
TEL : 0172-34-8400（本部）
TEL : 0172-34-8406（本店）

サ： サテライト店舗（預金特化型店舗）

昼： 昼時間窓口休業店舗 大町支店、浜の町支店（11：30～12：30）
大鰐支店、岩木支店、尾上支店、藤崎支店、田舎館支店（12：00～13：00）

平日
8：00～21：00

土・日・祝日
8：00～19：00

自動機稼働時間
平日

8：00～21：00
土・日・祝日
8：00～19：00

自動機稼働時間
平日

8：00～21：00
土・日・祝日
8：00～19：00

自動機稼働時間
平日

8：00～21：00
土・日・祝日
8：00～19：00

自動機稼働時間

平日
8：00～21：00

土・日・祝日
8：00～19：00

自動機稼働時間
平日

8：00～21：00
土・日・祝日
8：00～19：00

自動機稼働時間
平日

8：00～21：00
土・日・祝日
8：00～19：00

自動機稼働時間
平日

8：00～21：00
土・日・祝日
8：00～19：00

自動機稼働時間
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⑴　リスク管理の方針及び手続の概要
Ａ　リスク管理及び計測の対象とする金利リスクの考え方及び範囲に関する説明
　IRRBB（銀行勘定の金利リスク）とは、金利が変動することによって、保有する資産や負債等の価値（現在価値）や、貸出金や借
入金の金利差などから得られる将来収益（金利収益）が変動するリスクをいいます。当金庫では、金利リスクを重要なリスクの一
つとして認識し、その他の市場リスクとの関係性を考慮しながら、銀行勘定の市場リスクを一体的に管理しております。
Ｂ　リスク管理及びリスク削減の方針に関する説明
　ALM管理システム等により定期的に計測を行い、ALM委員会及び常勤会で協議・検討するとともに、必要に応じて理事会に
対して報告を行うなど、資産・負債の最適化に向けたリスク・コントロールに努めております。
Ｃ　金利リスク計測の頻度
　毎月末を基準日として、月次で IRRBBを計測しております。

⑵　金利リスクの算定方法の概要
Ａ　開示告示に基づく定量的開示の対象となるΔEVE（注1）及びΔNII（注 2）に関する事項
（注 1）IRRBB のうち、金利ショックに対する経済的価値の減少額として計測されるものであって、開示告示に定められた
　　　 金利ショックにより計算されるものをいいます。
（注 2）IRRBB のうち、金利ショックに対する算出基準日から12ヵ月を経過する日までの間の金利収益の減少額として
　　　 計測されるものであって、開示告示に定められた金利ショックにより計算されるものをいいます。
ａ　流動性預金に割り当てられた金利改定の平均満期は1.25年です。
ｂ　流動性預金に割り当てられた最長の金利改定満期は2.5 年です。
ｃ　流動性預金への満期の割当て方法（コア預金モデル等）については、金融庁が定める保守的な前提を採用しております。
ｄ　固定金利貸出の期限前償還や定期預金の期限前解約については、金融庁が定める保守的な前提を採用しております。
ｅ　複数の通貨の集計方法及びその前提
　　通貨別に算出した金利リスクの正値を合算し、通貨間の相関等は考慮しておりません。また、5％未満かつ重要性がない通貨
　については対象外としております。
ｆ　スプレッドに関する前提（計算にあたって割引金利やキャッシュ・フローに含めるか否か等）
　　リスクフリーレートの金利ショック幅と割引金利の金利ショック幅を同一と見なしており、割引金利の相関やスプレッド
　は考慮しておりません。
ｇ　内部モデルの使用等、ΔEVE及びΔNII に重大な影響を及ぼすその他の前提
　　内部モデルは使用しておりません。
ｈ　前事業年度末の開示からの変動に関する説明
　　2024年 3月末のΔEVEは 64億円（前期末比△12億円）、ΔNII は 1億円（同＋1億円）となっております。
ｉ　計測値の解釈や重要性に関するその他の説明
　ΔEVE及びΔNII については月次で計測を行い、自己資本額と収益性及びリスクテイクを勘案し、問題のない水準であると
認識しております。

Ｂ　自己資本の充実度の評価、ストレス・テスト、リスク管理、収益管理、経営上の判断その他の目的で、開示告示に基づく定量的
　開示の対象となるΔEVE及びΔNII 以外の金利リスクを計測している場合における、当該金利リスクに関する事項
ａ　金利ショックに関する説明
　　当金庫ではΔEVE及びΔNII 以外に、主としてVaRを用いて金利による時価変動リスクを算定しております。VaRの算出
　にあたっては、過去5年間の金利データから算出した想定最大変化幅を金利ショックとして使用しております。
ｂ　金利リスク計測の前提及びその意味（特に、開示告示に基づく定量的開示の対象となるΔEVE及びΔNIIと大きく異なる点）
　　当金庫では、VaRをはじめとした金利リスクや信用リスク等、定量化が可能なリスク毎に資本配賦を行い、リスク資本配賦
　運営の枠組みの中で取り得るリスク量の許容範囲を適正に把握・管理し、金融情勢の変化に適切に対応しながら健全性の確
　保と収益性の向上に努めております。

2024年度 入庫職員

2 0 2 4

資料編・とうしんのネットワーク

営業地域・店舗のご案内 （2024年6月末現在）
弘前市、黒石市、平川市、五所川原市、青森市、つがる市、
中津軽郡、南津軽郡、北津軽郡（板柳町、鶴田町）

とうしんのネットワーク（金融機関コード：1104）　

五所川原支店

田舎館支店

尾上支店
黒石支店

平賀支店

藤崎支店

本部･本店
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和徳支店

大鰐支店

岩木支店

富田支店

浜の町支店

城東支店

【弘前市】

本 部  ・  本 店

本店長
白戸　均

下町支店
（店舗コード：002）

〒036-8364
弘前市大字新町167-21
TEL : 0172-33-4700

下町支店長
村元 謙吾

大町支店
（店舗コード：003）

〒036-8004
弘前市大字大町3丁目2-1
TEL : 0172-33-5100

大町支店長
三上 敦生

和徳支店
（店舗コード：004）

〒036-8021
弘前市大字和徳町11-5
TEL : 0172-35-0456

和徳支店長
佐藤 弘樹

岩木支店
（店舗コード：006）

〒036-1313
弘前市大字賀田1丁目4-7
TEL : 0172-82-3211

岩木支店長
齊藤 博年

富田支店
（店舗コード：007）

〒036-8173
弘前市大字富田町197-1
TEL : 0172-34-5669

富田支店長
秋元　豊

浜の町支店
（店舗コード：016）

〒036-8323
弘前市大字浜の町東3丁目2-22
TEL : 0172-34-5221

昼

昼

サ
昼

城東支店
（店舗コード：017）

〒036-8094
弘前市大字外崎1丁目1-2
TEL : 0172-27-2100

城東支店長
蝦名　淳

（店舗コード：001）

浜の町支店長
柴田　勝

〒036-8182 
弘前市大字土手町81
TEL : 0172-34-8400（本部）
TEL : 0172-34-8406（本店）

サ： サテライト店舗（預金特化型店舗）

昼： 昼時間窓口休業店舗 大町支店、浜の町支店（11：30～12：30）
大鰐支店、岩木支店、尾上支店、藤崎支店、田舎館支店（12：00～13：00）

平日
8：00～21：00

土・日・祝日
8：00～19：00

自動機稼働時間
平日
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土・日・祝日
8：00～19：00
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平日

8：00～21：00
土・日・祝日
8：00～19：00

自動機稼働時間
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金庫の概況及び組織に関する事項 
事業の組織

理事及び監事の氏名及び役職名

事務所の名称及び所在地

当該金庫を所属信用金庫とする信用金庫代理業者に関する事項  

金庫の主要な事業の内容   

金庫の主要な事業に関する事項　  
直近の事業年度における事業の概況 

直近の五事業年度における主要な事業の状況を示す指標 

   経常収益  

   経常利益又は経常損失

   当期純利益又は当期純損失　

   出資総額及び出資総口数

   純資産額

   総資産額

   預金積金残高

   全国連合会債残高※1

   貸出金残高 

   有価証券残高  

   単体自己資本比率

   出資に対する配当金 

　役員数（常勤役員数）

   職員数

　会員数

   信託報酬、信託勘定貸出金・有価証券残高、信託財産額

直近の二事業年度における事業の状況を示す指標  

   主要な業務の状況を示す指標 

    　業務粗利益及び業務粗利益率

    　業務純益、実質業務純益、コア業務純益及び
    　コア業務純益（投資信託解約損益を除く。）

    　資金運用収支、役務取引等収支、特定取引収支及びその他業務収支

    　資金運用勘定並びに資金調達勘定の平均残高、利息、利回り及び資金利鞘

    　受取利息及び支払利息の増減

    　総資産経常利益率

    　総資産当期純利益率

全国連合会債に関する指標※1

債券の種類別の平均残高

債券の種類別の残存期間別の残高

預金に関する指標 

流動性預金、定期性預金、譲渡性預金その他の預金の平均残高

固定金利定期預金、変動金利定期預金及びその他の区分毎の定期預金の残高

貸出金等に関する指標 

手形貸付、証書貸付、当座貸越及び割引手形の平均残高

固定金利及び変動金利の区分毎の貸出金の残高

担保の種類別の貸出金残高及び債務保証見返額

    使途別の貸出金残高

    業種別の貸出金残高及び貸出金の総額に占める割合

    特定海外債権残高の五％以上を占める国別の残高

    預貸率の期末値及び期中平均値

有価証券に関する指標 

    商品有価証券の種類別の平均残高

    有価証券の種類別の残存期間別の残高

    有価証券の種類別の平均残高

    預証率の期末値及び期中平均値

信託業務に関する指標

金庫の事業の運営に関する事項  
中小企業の経営の改善及び地域の活性化のための取組の状況

金融ADR制度への対応

リスク管理の体制 

マネー・ローンダリング及びテロ資金供与対策に係る基本方針

法令遵守の体制

「経営者保証に関するガイドライン」への取組

金庫の直近の二事業年度における財産の状況に関する事項
貸借対照表、損益計算書及び剰余金処分計算書又は損失金処理計算書

金庫の有する債権のうち次に掲げるものの額及び⑴から⑷までに掲げるものの合計額

　 ⑴破産更生債権及びこれらに準ずる債権

　 ⑵危険債権

　 ⑶三月以上延滞債権（貸出金のみ）

　 ⑷貸出条件緩和債権（貸出金のみ）

　 ⑸正常債権

元本補塡契約のある信託 

自己資本の充実の状況等について金融庁長官が別に定める事項

    自己資本の状況について

    信用リスクの状況について

    派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関する事項

    証券化エクスポージャーについて

    オペレーショナル・リスクの状況について

    出資等エクスポージャーの状況について

    リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャーの状況について

    金利リスクの状況について

    マーケットリスクの状況について※1

次に掲げるものに関する取得価額又は契約価額、時価及び評価損益

    有価証券

    金銭の信託

    規則第百ニ条第一項第五号に掲げる取引

貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額

貸出金償却の額

金庫が会計監査人の監査を受けている場合にはその旨

財務諸表の適正性、及び財務諸表作成に係る内部監査の有効性

役職員の報酬体系
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※1　信金中央金庫の開示項目のため、記載しておりません。

店　名
弘　前　市

弘前アプリーズ

ユニバース南大町店出張所

さくら野弘前店出張所

イトーヨーカドー弘前店

ユニバース城東店出張所

イオンタウン弘前樋の口出張所

茂森出張所

松原出張所

黒　石　市
マックスバリュ黒石店出張所

五所川原市
エルムショッピングセンター

南 津 軽 郡
田舎館村役場

店外ATMコーナー
自動機稼働時間

土・日･祝日平日

8:00～21:00

8:00～21:00

9:00～20:00

9:00～21:00

9:00～21:00

9:00～21:00

8:00～21:00

8:00～21:00

8:00～21:00

9:00～21:00

8:00～21:00

8:00～21:00

8:00～21:00

9:00～20:00

9:00～21:00

9:00～21:00

9:00～21:00

8:00～19:00

8:00～19:00

8:00～21:00

9:00～21:00

土  9:00～19:00
日・祝  9:00～17:00

黒石支店
（店舗コード：009）

〒036-0367
黒石市大字前町6-1
TEL : 0172-52-4231

黒石支店長
渋川　悟

尾上支店
（店舗コード：011）

〒036-0212
平川市尾上栄松86-1
TEL : 0172-57-3311

尾上支店長
水木 清治

平賀支店
（店舗コード：013）

〒036-0103
平川市本町平野16-5
TEL : 0172-44-3151

五所川原支店
（店舗コード：015）

〒037-0053
五所川原市字布屋町10-6
TEL : 0173-35-6161

五所川原支店長
町田　晃

【平川市】 【五所川原市】【黒石市】

平賀支店長
中澤 和行

大鰐支店
（店舗コード：005）

〒038-0211
南津軽郡大鰐町大字大鰐字前田63-1
TEL : 0172-48-2227

藤崎支店
（店舗コード：012）

〒038-3802
南津軽郡藤崎町大字藤崎字舘岡1-2
TEL : 0172-75-4101

藤崎支店長
飯塚 幹男

大鰐支店長
小林 將人

昼 田舎館支店
（店舗コード：014）

〒038-1121
南津軽郡田舎館村大字畑中字上野170-1
TEL : 0172-58-2131

田舎館支店長
齊藤 正道

【南津軽郡】

サ
昼

サ
昼

サ
昼

　特殊詐欺や偽造・盗難キャッシュカードによる犯罪等
の未然防止として、お客さまに安心してお取引いただけ
るよう様々な取り組みをしております。

金融犯罪被害未然防止への取組

　操作中のＡＴＭ画面が覗き見されないよう、ＡＴＭに防犯
ミラーおよび覗き見防止フィルムを設置しております。

●ATM画面覗き見防止措置

　暗証番号の変更は、当金庫のＡＴＭから簡単にお手続きで
きます。現在「生年月日」や「電話番号」など第三者に類推さ
れやすい暗証番号を使用されている場合は、他の暗証番号
への変更をお願いいたします。

●ATMによる暗証番号変更サービス

　「振り込め詐欺」、「還付金詐欺」、「キャッシュカード詐欺
盗」等の特殊詐欺被害に関する対策として、70歳以上の
お客さまに対してＡＴＭでのお振込を一部制限させていただ
いているほか、ＡＴＭでの1日あたりのお支払い限度額を30
万円とさせていただいております。
　各利用制限の解除を希望されるお客さまは、営業店窓口
へお申し出ください。

●ATMでの一部利用制限

現金振り込み可能 通帳繰越可能 視覚障がい者対応

振込カード発行可能 地方税統一QRコード納付可能

ATM機能アイコンのご説明

カ 税

平日
8：00～21：00

土・日・祝日
8：00～19：00

自動機稼働時間
平日

8：00～21：00
土・日・祝日
8：00～19：00

自動機稼働時間
平日

8：00～21：00
土・日・祝日
8：00～19：00

自動機稼働時間

平日
8：00～21：00

土・日・祝日
8：00～19：00

自動機稼働時間
平日

8：00～21：00
土・日・祝日
8：00～19：00

自動機稼働時間
平日

8：00～21：00
土・日・祝日
8：00～19：00

自動機稼働時間
平日

8：00～21：00
土・日・祝日
8：00～19：00

自動機稼働時間

※ATMでの地方税統一QRコード納付は土日祝の取扱時間が17：00までとなっております。
※「弘前市役所出張所」、「黒石市役所出張所」については2024年6月28日（金）をもち
　まして廃止させていただきました。
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金庫の概況及び組織に関する事項 
事業の組織

理事及び監事の氏名及び役職名

事務所の名称及び所在地

当該金庫を所属信用金庫とする信用金庫代理業者に関する事項  

金庫の主要な事業の内容   

金庫の主要な事業に関する事項　  
直近の事業年度における事業の概況 

直近の五事業年度における主要な事業の状況を示す指標 

   経常収益  

   経常利益又は経常損失

   当期純利益又は当期純損失　

   出資総額及び出資総口数

   純資産額

   総資産額

   預金積金残高

   全国連合会債残高※1

   貸出金残高 

   有価証券残高  

   単体自己資本比率

   出資に対する配当金 

　役員数（常勤役員数）

   職員数

　会員数

   信託報酬、信託勘定貸出金・有価証券残高、信託財産額

直近の二事業年度における事業の状況を示す指標  

   主要な業務の状況を示す指標 

    　業務粗利益及び業務粗利益率

    　業務純益、実質業務純益、コア業務純益及び
    　コア業務純益（投資信託解約損益を除く。）

    　資金運用収支、役務取引等収支、特定取引収支及びその他業務収支

    　資金運用勘定並びに資金調達勘定の平均残高、利息、利回り及び資金利鞘

    　受取利息及び支払利息の増減

    　総資産経常利益率

    　総資産当期純利益率

全国連合会債に関する指標※1

債券の種類別の平均残高

債券の種類別の残存期間別の残高

預金に関する指標 

流動性預金、定期性預金、譲渡性預金その他の預金の平均残高

固定金利定期預金、変動金利定期預金及びその他の区分毎の定期預金の残高

貸出金等に関する指標 

手形貸付、証書貸付、当座貸越及び割引手形の平均残高

固定金利及び変動金利の区分毎の貸出金の残高

担保の種類別の貸出金残高及び債務保証見返額

    使途別の貸出金残高

    業種別の貸出金残高及び貸出金の総額に占める割合

    特定海外債権残高の五％以上を占める国別の残高

    預貸率の期末値及び期中平均値

有価証券に関する指標 

    商品有価証券の種類別の平均残高

    有価証券の種類別の残存期間別の残高

    有価証券の種類別の平均残高

    預証率の期末値及び期中平均値

信託業務に関する指標

金庫の事業の運営に関する事項  
中小企業の経営の改善及び地域の活性化のための取組の状況

金融ADR制度への対応

リスク管理の体制 

マネー・ローンダリング及びテロ資金供与対策に係る基本方針

法令遵守の体制

「経営者保証に関するガイドライン」への取組

金庫の直近の二事業年度における財産の状況に関する事項
貸借対照表、損益計算書及び剰余金処分計算書又は損失金処理計算書

金庫の有する債権のうち次に掲げるものの額及び⑴から⑷までに掲げるものの合計額

　 ⑴破産更生債権及びこれらに準ずる債権

　 ⑵危険債権

　 ⑶三月以上延滞債権（貸出金のみ）

　 ⑷貸出条件緩和債権（貸出金のみ）

　 ⑸正常債権

元本補塡契約のある信託 

自己資本の充実の状況等について金融庁長官が別に定める事項

    自己資本の状況について

    信用リスクの状況について

    派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関する事項

    証券化エクスポージャーについて

    オペレーショナル・リスクの状況について

    出資等エクスポージャーの状況について

    リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャーの状況について

    金利リスクの状況について

    マーケットリスクの状況について※1

次に掲げるものに関する取得価額又は契約価額、時価及び評価損益

    有価証券

    金銭の信託

    規則第百ニ条第一項第五号に掲げる取引

貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額

貸出金償却の額

金庫が会計監査人の監査を受けている場合にはその旨

財務諸表の適正性、及び財務諸表作成に係る内部監査の有効性

役職員の報酬体系
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本誌は「信用金庫法ならびに信用金庫法施行規則」に基づいて作成したディスクロージャー資料です。
※1　信金中央金庫の開示項目のため、記載しておりません。

店　名
弘　前　市

弘前アプリーズ

ユニバース南大町店出張所

さくら野弘前店出張所

イトーヨーカドー弘前店

ユニバース城東店出張所

イオンタウン弘前樋の口出張所

茂森出張所

松原出張所

黒　石　市
マックスバリュ黒石店出張所

五所川原市
エルムショッピングセンター

南 津 軽 郡
田舎館村役場

店外ATMコーナー
自動機稼働時間

土・日･祝日平日

8:00～21:00

8:00～21:00

9:00～20:00

9:00～21:00

9:00～21:00

9:00～21:00

8:00～21:00

8:00～21:00

8:00～21:00

9:00～21:00

8:00～21:00

8:00～21:00

8:00～21:00

9:00～20:00

9:00～21:00

9:00～21:00

9:00～21:00

8:00～19:00

8:00～19:00

8:00～21:00

9:00～21:00

土  9:00～19:00
日・祝  9:00～17:00

黒石支店
（店舗コード：009）

〒036-0367
黒石市大字前町6-1
TEL : 0172-52-4231

黒石支店長
渋川　悟

尾上支店
（店舗コード：011）

〒036-0212
平川市尾上栄松86-1
TEL : 0172-57-3311

尾上支店長
水木 清治

平賀支店
（店舗コード：013）

〒036-0103
平川市本町平野16-5
TEL : 0172-44-3151

五所川原支店
（店舗コード：015）

〒037-0053
五所川原市字布屋町10-6
TEL : 0173-35-6161

五所川原支店長
町田　晃

【平川市】 【五所川原市】【黒石市】

平賀支店長
中澤 和行

大鰐支店
（店舗コード：005）

〒038-0211
南津軽郡大鰐町大字大鰐字前田63-1
TEL : 0172-48-2227

藤崎支店
（店舗コード：012）

〒038-3802
南津軽郡藤崎町大字藤崎字舘岡1-2
TEL : 0172-75-4101

藤崎支店長
飯塚 幹男

大鰐支店長
小林 將人

昼 田舎館支店
（店舗コード：014）

〒038-1121
南津軽郡田舎館村大字畑中字上野170-1
TEL : 0172-58-2131

田舎館支店長
齊藤 正道

【南津軽郡】

サ
昼

サ
昼

サ
昼

　特殊詐欺や偽造・盗難キャッシュカードによる犯罪等
の未然防止として、お客さまに安心してお取引いただけ
るよう様々な取り組みをしております。

金融犯罪被害未然防止への取組

　操作中のＡＴＭ画面が覗き見されないよう、ＡＴＭに防犯
ミラーおよび覗き見防止フィルムを設置しております。

●ATM画面覗き見防止措置

　暗証番号の変更は、当金庫のＡＴＭから簡単にお手続きで
きます。現在「生年月日」や「電話番号」など第三者に類推さ
れやすい暗証番号を使用されている場合は、他の暗証番号
への変更をお願いいたします。

●ATMによる暗証番号変更サービス

　「振り込め詐欺」、「還付金詐欺」、「キャッシュカード詐欺
盗」等の特殊詐欺被害に関する対策として、70歳以上の
お客さまに対してＡＴＭでのお振込を一部制限させていただ
いているほか、ＡＴＭでの1日あたりのお支払い限度額を30
万円とさせていただいております。
　各利用制限の解除を希望されるお客さまは、営業店窓口
へお申し出ください。

●ATMでの一部利用制限

現金振り込み可能 通帳繰越可能 視覚障がい者対応

振込カード発行可能 地方税統一QRコード納付可能

ATM機能アイコンのご説明

カ 税

平日
8：00～21：00

土・日・祝日
8：00～19：00

自動機稼働時間
平日

8：00～21：00
土・日・祝日
8：00～19：00

自動機稼働時間
平日

8：00～21：00
土・日・祝日
8：00～19：00

自動機稼働時間

平日
8：00～21：00

土・日・祝日
8：00～19：00

自動機稼働時間
平日

8：00～21：00
土・日・祝日
8：00～19：00

自動機稼働時間
平日

8：00～21：00
土・日・祝日
8：00～19：00

自動機稼働時間
平日

8：00～21：00
土・日・祝日
8：00～19：00

自動機稼働時間

※ATMでの地方税統一QRコード納付は土日祝の取扱時間が17：00までとなっております。
※「弘前市役所出張所」、「黒石市役所出張所」については2024年6月28日（金）をもち
　まして廃止させていただきました。
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